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第部包括外部監査・概要 

Ⅰ 外部監査・種類 

地方自治法第252条・37・基・包括外部監査・ ・。

Ⅱ 外部監査・テーマ

  新潟市・ ・人件費・支出及・人事管理・関・事務・執行

  地方自治法第252条・37第1項・、包括外部監査人・監査・対象・「包括

外部監査対象団体・財務・関・事務・執行及・包括外部監査対象団体・経

営・係・事業・管理・、第2条14項及・第15項・規定・趣旨・達成

・ ・必要・認・・特定・事件」・規定・ ・。

Ⅲ テーマ選定・理由 

 １ 新潟市・財政支出・内訳・人件費大・割合・占・・ ・、人件

費・支出適正・・ ・・ ・ ・ ・ 市民・関心高 ・。

新潟市・財政支出・内訳・人件費占・・割合・、平成21

年度・予算（一般会計予算）・・16.9％・建設事業費・次大・

割合・占・・ ・。 ・・ ・ 人件費支出・多・割合・占・・

・・・ 、新潟市・限・・・・・・・、他・地方公共団体・

・・同様・ ・、納税者・、行政サー・ス・受・立場・ ・

市民・、人件費・支出適正・・ ・・ ・ ・ ・ 非常・強

関心・持・ ・。

特・、昨今・未曾有・不況・・・、多・民間企業・ ・従業

員・待遇不安定・ ・中、公務員・待遇・民間・比・優遇・・

・・ 指摘・・ ・・ ・ 。

・意味・、市民・注目・得・・・テーマ・ ・。

 ２ 地方公共団体・ ・人件費・適正・支出・ ・国家的・要請・ ・

・。

     平成17年12月24日・閣議決定・「行政改革・重要方針」

・ ・、政府・地方公務員・給与・ ・、地域・民間給与・水

準・的確・反映 ・・・・・・ 改革・徹底・ ・・ 不適切

・手当等・是正・徹底・ ・・ 謳 ・、公務員制度改革・

早期・具体化・求・・ ・。

・・ ・ 、地方公共団体・ ・人件費・支出・、国家レ・ル
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・強要請・・ ・ ・・・ ・  。

 ３ 人事管理・対・事務・執行・監査・対象・ ・ ・・・・ 地方自治法

第252条・37第1項・規定・適監査実施・ ・ ・

地方自治法第252条・37第1項・、財務・関・監査・、

地方自治法第2条14項（「最少・経費・最大・効果・挙・」）及・

第15項（「組織及・運営・合理化」・「 ・規模・適正化」）・規定

・趣旨・則・・ ・・ ・ ・ ・  留意・ ・・ 要請・

・、地方自治法第2条14項及・第15項・規定・趣旨・則・・

・・ ・ ・ 観点・、人件費・支出・関・事務・執行

・・ 、人事管理・関・事務・執行・監査・対象・ ・ ・・

。

地方公共団体・役割・、限・・財源・中・、住民・対最大限

・行政サー・ス・提供・ ・・ ・ ・・  誰・異論・唱・ ・

・・ 思・・・。

限・・財源・点・ ・見・・、国・地方・通じ・悪化

・財政状況・中、少子高齢化社会・急速・進展・伴、限・・財

源・有効・活用・ ・ ・・・ 以上・必要・・・、地方公共団

体・支出・中・大・比重・占・・人件費・支出適正・・ ・・

・ ・・ 限・・財源・有効・活用・ ・・・ 重要・要素・考

・。

他方・、人件費・見直・過程・、定数・削減、評価基準

・ ・人事評価制度実施・・ ・・・・・・  、職員・モチ・ー

ション ・、結果・ ・住民・対・行政サー・ス低下・

・・・ ・ ・ ・・  、地方公共団体・役割・果 ・。

特・、地方分権叫・・、分権型社会進・・ ・現状・ ・、

地域・ ・総合的・行政主体・ ・高度化・多様化・住民ニー

・・対応、自・・責任・判断・政策形成・担・ ・地方

公共団体・求・・・・ ・中、限・・財源・ ・・・ 担・人材

・確保・育成・ ・・ 重要・ ・・ 考・。

・・ ・ 、限・・財源・中、「人件費・支出」・適正・行・

・、住民・対最大限・行政サー・ス・提供・ ・人材・確保

育成・ ・・ 「人事管理」制度・確立・ ・・ 、地方公共団体

・役割・今後果 ・ ・・ 重要・要素・ ・・・・・ 、互

・密接・関連・・・・ 考・。
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Ⅳ 外部監査・対象 

 １ 監査・対象機関

   新潟市・人事課、人事委員会等・中心・ ・普通会計・対象・・・ ・

・・機関

 ２ 監査・対象期間

   平成20年度。

、必要・応じ・他・年度・ ・・ 監査対象・。

Ⅴ 外部監査・実施期間 

 平成21年6月2日・平成22年3月1日・・

Ⅵ 外部監査・方法 

１ 監査・視点（着眼点）

(1) 人件費・関・事務・執行・ ・

①新潟市・人件費・関・指標・ ・、他・政令市等・比較・問

題・・・点・・。

②定員管理・適正化・取・組・・ ・、新潟市・・予定・ ・実施

・ ・・ ・ 。

③給与・支給・条例・規則等・準拠・適正・・ ・・ ・ 。

④給与・ ・、職務給・原則、均衡・原則、情勢適応・原則・適

・支給・ ・・ ・ 。

⑤手当・算定基準・支給運用・適切・ ・・ ・ 。

(2) 人事管理・関・事務・執行・ ・

① 新潟市必要・ ・ ・人材・獲得・ ・・ ・ 採用制度・・

・ ・。

② 新潟市・人事評価制度・適正・内容・ ・・ ・ 。

③ 新潟市・人事評価制度・職員・十分浸透・ ・。

④ 任用管理（・・・昇任管理）・成績主義・原則・適・ ・。

⑤ 人事異動・配置・ ・、職員・意思・反映 ・制度・作・・

・ ・。

⑥職場研修、研修所研修・適切十分・実施・ ・・ ・ 。

⑦職員・自己開発・励行・・ ・ 体制・作・・・ ・。

２ 主・監査手続

    監査・視点（着眼点）・念頭・ ・、具体的・実施監査手続
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・主・・・・、以下・・ ・・ ・ 。

(1)  基礎資料・収集（市・例規集、組織図、予算書、決算書・・）

(2)  人事課等・・資料・・ータ・請求及・閲覧

(3)  人事課等・係長、担当者・・質問・事情聴取

(4)  提出・資料・・ータ・整理・分析

(5)  入手証拠書類・照合・突合・

(6)  サン・リン・調査

(7)  職員・対・アン・ート調査

(8)  公務員受験予定者・対・アン・ート調査

Ⅶ アン・ート結果・掲載・ ・

今回、監査・過程・、新潟市・職員・中・無作為・抽出498名・

対象・「職場環境・・ 業務意識・関・アン・ート」（以下、特・断・・

「アン・ート」・場合・・ ・アン・ート・ ・・ 指）・実施

（回収率85．5％）。 ・アン・ート結果・ ・・ 、本報告書・付録

・ ・添付・ ・（資料編1頁～40頁掲載・資料1参照）。

・、アン・ート・・記述式・回答・求・質問・、本報告

書・添付アン・ート結果・・、記述式・回答結果・ ・・ 記載・

割愛・ ・・ 。

・点・ ・・ 、包括外部監査人及・補助者・間・・議論・

・ ・・・ ・ 、記述・内容具体的・回答者 ・程度特定・ ・

・ ・記述・ ・ ・ ・、 ・・・ ・・・  掲載・ ・・ 好・

・ ・判断控 ・。

Ⅷ 外部監査人・補助者・氏名 

１ 江波戸 正人（税理士）

２ 中川 正一（弁護士）

３ 中俣 誠（中小企業診断士）

４ 中村 崇（弁護士）

Ⅸ 外部監査人・選定特定事件・・利害関係  

    包括外部監査人（4名・補助者・含・・）・・、本監査・選定・特

定事件・ ・、地方自治法第252条・29・制限・・ ・ 利害関係

・ ・・ 確認。
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第2部人件費・支出・関・事務・執行

Ⅰ 人件費全般

 １ 人件費・関・・指標等・比較

(1)  直近3年・経常収支比率・推移

① 経常収支比率・・

    経常収支比率・、当該団体・財政・弾力性・測定・比率・ ・

使・・・・・・、以下・式・・ ・求・・・・。

経常経費充当一般財源

経常一般財源1総額

経常経費充当一般財源・・、経常的経費2・充・・・・経常一般財

源・額・示・・・ ・ 。

例・、経常収支比率80％・残・・20％・経常一般財源・投

資的経費3・積立金等・臨時的経費・充・・ ・ ・ ・ ・・・

・、経常収支比率高・・ 高・・ 投資的経費等・充・・金額

少・ ・・ ・ 、財政硬直化・ ・ ・示・・ 。

一般・、都市・ ・目安・ ・・ 、70～80％・適正、80～90％

・弾力性・・・欠、90～100・弾力性・欠、100％以上・硬直化

（新・投資的経費・）・ ・・ ・ 。

② 新潟市・経常収支比率・推移

      新潟市・経常収支比率・平成19年度及・同20年度・政令市並・

・平成18年度・中核市（以下「政令市等」・）・経常収支比率

・平均・推移・比較表・、次・・ ・・ ・ 。

1 経常一般財源・・、法定普通税・・毎年度連続・経常的・収入・・ 財源・、

・使途特定・自由・使用 ・収入・。
2 経常的経費・・、年々持続・固定的・支出・・ 経費・。 ・ ・ ・、人

件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等及・公債費・。
3 投資的経費・・、・支出・効果資本形成・向・・ 、施設等ストック・ ・将来・

残・・・・支出・・ 経費・。

100（％）経常収支比率 ＝
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経常収支比率（％）

□新潟市平均（※Ｈ18・中核市、Ｈ19・20・政令市）

 □政令市平均

出典：財務省ホーム・ー・等・財務課・・・ 資料・基・筆者作成

・・・・・ 、 ・・ 新潟市・経常収支比率・政令市等・平均

・・・低数値・・ ・ ・、財政・弾力性・比較的・方・ ・

・ ・。

・・新潟市・数値・、 ・・ 80％・超・ ・、 ・・・

経常経費・抑制・留意・必要・ ・・ ・ 。

(2)  直近3年間・賃金（物件費）4・歳出・占・・割合・推移

     賃金（物件費）・・、一般的・・、任命行為・・単・・労働契約

・・・、一定期間・定・・雇用・臨時的・勤務態様・、勤務内容

単純・肉体的・機械的・労務・従事・職員・対・支払・・・対価

・、人件費・準じ・費用・ ・。

     新潟市・ ・・ 、賃金・区分・・ ・ 職員・具体的・示・、

次・・ ・・・・ 。

4  賃金（物件費）・・、歳出予算・ ・節・区分中・「7 賃金」・計上・・ 賃金・

、地方公共団体・勤務・職員・対、勤務・対価・ ・支払・・・給付・、地方自

治法203条、204条及・地方公営企業法38条・規定・基・支給・・ 報酬、給料諸手当

・除・・・ 。
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職  務  名 

一般事務補助 心理相談員 運転員(除雪機) 

事務補助(就労サポート事業) 言語聴覚士 宿直員 

施設管理(農村環境…含む) 助産師 日直員 

展示監視 栄養士 ポンプ場機械操作 

電話交換 歯科衛生士 バス添乗 

レセプト点検 臨床検査技師 交通・教育・育成センター指導員 

市場管理 訪問指導・調査員 交通安全対策業務 

通訳(中国語) 食肉検査業務補助 司書 

保育士 ごみ収集 学芸員 

指導員(障害者) 焼却場 学芸員(新津)【全国公募】 

保育士(ひしのみ園・明生園) 介助員 学芸補助 

福祉相談員 ソーシャルスキルコーチ 幼稚園教諭 

ケアプラン点検員 水泳監視・各種作業員等 幼稚園教諭(主任) 

税徴収員 作業指導員 養護師 

調理員 土木作業員・除雪作業員 汚泥処理員 

調理員(教委) 発掘作業員 学校管理員 

調理員(ひしのみ園・明生園) 墓地清掃人 教育補助等 

介護員 用務員 学習支援 

保健師 運転員 文書配布 

看護師 運転員(大型) 

・、常勤職員・職員給・額・臨時職員等・賃金・額・割合・

・、新潟市・政令市平均・比較・ ・、次・・ ・表・作成・

・。
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Ｈ19 新潟市 政令市平均 

委員等報酬5
2，253，934千

円
4.98% 4，074，591千円 5.03%

職員給 
40，817，294千

円
90.24%

74，711，186千

円 
92.21%

物件費(賃金) 
2，159，141千

円
4.77% 2，240，811千円 2.77%

計 
45，230，369千

円
100.00%

81，026，588千

円 
100.00%

Ｈ20 新潟市 政令市平均 

委員等報酬 
2，431，859千

円
5.53% 4，116，123千円 5.33%

職員給 
39，329，985千

円
89.45%

70，998，532千

円 
91.87%

物件費(賃金) 
2，206，408千

円
5.02% 2，165，279千円 2.80%

計 
43，968，252千

円
100.00%

77，279，935千

円 
100.00%

出典：財務省ホーム・ー・等・財務課・・・ 資料・基・筆者作成

・・ 見・・、新潟市・政令市平均・比・、職員給・合計額・対

・賃金・合計額・割合、高数値・ ・、新潟市・政令市中、平成

19年度、平成20年度・・・3番目・高数値・・ ・ ・。

・・ ・ 賃金・割合高・ ・ ・要因・ ・・ 、・、後述

・集中改革・ラン・基・常勤職員・数・年々削減・・ ・ ・・ 

伴、人材不足・補充・ ・・ 臨時職員等・多採用・ ・ ・

・・・ 。

・、新潟市・、他・政令市・比・保育園・数多臨時・保育士

・数多点・区役所・数多窓口対応・職員・ ・臨時職員等

多採用・・ ・ ・・  賃金・割合高要因・・ ・ ・。   

5 委員等報酬・中・・、 ・・・・ ート・報酬・他・、執行機関・ ・・ 委員会委員・監査

委員・・報酬、市・附属機関・ ・・ 審査会・審議会委員・・報酬・含・・・。
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２ 新潟市・職員数・状況

    職員数・、人件費・支出・・関係・大・影響・与・・・・ ・ 

・ ・、以下、新潟市・ ・職員数・状況・ ・指摘・。

(1)  組織図及・現在・職員構成

 組織図及・職員構成・、資料編41頁～52頁掲載・資料2及・3・

・ ・・ ・ 。

(2)  定員管理・適正化・取・組・

① 集中改革・ラン

      新潟市・、総務省・・ ・・・  「新地方行革指針」・通知・

受・、平成18年3月、集中改革・ラン・作成、 ・中・平成

17年4月1日・平成22年4月1日・・・定員適正化計画・打

出・ ・。      

      新潟市・集中改革・ラン・掲・ ・定員適正化計画及・ ・

実績・次・・ ・・ ・ 。
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定員・給与の適正化 

1定員管理の適正化 

平成17年4月1日～平成22年4月1日まで定員適正化計画と実績 

年度 H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 

職員数 

※4月1日 

採用者含む 

普

通

会

計

一般

行政 

目標
4，186
4，193 4，142 4，054 3，963 3，863

実績 4，203 4，210 4，053 3，977 

教育 
目標
1，317
1，306 1，277 1，235 1，176 1，119

実績 1，292 1，227 1，187 1，112 

消防 
目標

886
907 907 907 907 907

実績 905 905 905 902 

計 
目標
6，389
6，406 6，326 6，196 6，046 5，889

実績 6，400 6，342 6，145 5，991 0

公営企業等

会計 

目標
1，808
1，696 1，681 1，671 1，656 1，648

実績 1，678 1，633 1，647 1，602 

合計 
目標
8，197
8，102 8，007 7，867 7，702 7，537

実績 8，078 7，975 7，792 7，593 

採用者数 
目標 175 175 220 215 225 

実績 151 275 239 226 340 

退職者数 
目標 270 270 360 380 390 

実績 270 378 422 425 342 

純減数 

(年度内) 

普 

通 

会 

計 

一般行政 
目標   7 △ 51 △ 88 △ 91 △ 100

実績  17 7 △ 157 △ 76 

教育 
目標   △ 11 △ 29 △ 42 △ 59 △ 57

実績  △ 25 △ 65 △ 40 △ 75 

消防 
目標   21 0 0 0 0

実績  19 0 0 △ 3 

計 
目標   17 △ 80 △ 130 △ 150 △ 157

実績  11 △ 58 △ 197 △ 154 

公営企業部門 
目標   △ 112 △ 15 △ 10 △ 15 △ 8

実績  △ 130 △ 45 14 △ 45 

合計 
目標   △ 95 △ 95 △ 140 △ 165 △ 165

実績  △ 119 △ 103 △ 183 △ 199 

出典：新潟市行政改革・ラン2005「集中改革・ラン」平成20年度進捗状況報告・抜粋
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以上・・・・、設定目標・実績・ ・・・ 開 ・、順調

・集中改革・ラン・立・目標・履行・ ・・ ・ 。

・ ・・ 、非常勤及・臨時職員数・推移・見・・・・以下・・

・・・・ 、平成20年・同21年・非常勤及・臨時職員・数増

加・ ・ ・ ・ ・。

前述・・ ・、非常勤及・臨時職員・給料等・人件費・ ・・

・・、物件費・ ・予算上処理・・ ・ ・ 、人件費増嵩・

・・「隠・・・」・ ・・ ・・・  批判・受・ ・ ・。

・ ・・ 、常勤職員・数・減・ ・・ ・ 、業務・量・

一緒・減・ ・ ・・・ 。・ ・地方分権進・・新潟市・

・・ 多種多様・業務・要求・・ ・・  十分予想・、コスト

・削減・・ 観点・、従来常勤職員担・職務・常勤

職員以外・職員・・ ・充・・ ・・・・ 、職員・関・・コスト・

削減・ ・・ 必要・ ・・ ・ 。

・ ・、非常勤及・臨時職員・数多 ・ ・・・ ・ 否定

的・評価・・ ・ ・・・ 考・。市民・対・サー・ス低下・伴

・・ ・・ 十分・配慮上・、適材適所・非常勤及・臨時職員

・配置・ ・望・・・。

②他・政令市・・比較

 新潟市設置新潟市行政改革チーム平成21年6月・作成
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「新潟市・現状分析（ ・2）」・ ・、新潟市・人口100

万人程度以下・政令市（千葉市、静岡市、浜松市、堺市、北九州

市）・比較 ・ータ ・・・ 、 ・・ 紹介・。

・、職員数・分野別・政令市・比較表・・ラフ・以下・

・ ・・ ・ 。

職員数分野別・政令市比較（過不足数比較） 

分 野 本庁 区役所

出張所

等

施設6 合計 内  訳

一般職員現業職員教育職員

議会関係     －  

総務関係       

税務関係  －  － －  

民主関係 － －     

衛生関係 －  － － －  

労働関係 －   － －  

農林水産業関係   －    

商工関係 －  － － －  

土木関係 －  －－－  

消防関係       

教育関係 －      －

合 計 －      －

※ 政令市・・、人口100万人程度以下政令市（新潟市、千葉市、静岡市、浜松市、堺市、北九州市）

※ 正・数・新潟市過剰・示、負・数・新潟市不足・示

※ 平成20年4月1日現在

※ 四捨五入・関係・、合計数値一致・場合 ・

出典：平成21年6月新潟市行政改革チーム「新潟市・現状分析（ ・2）」 ・抜粋

6施設・・、市立・公民館、図書館、美術館等・施設・。
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職員数分野別・過不足数比較（合計値）

出典：平成21年6月新潟市行政改革チーム「新潟市・現状分析（ ・2）」 ・抜粋

以上・表・・ラフ・示・・ ・・ ・  、新潟市・職員・分野

別・配置、他・政令市・傾向・大異・ ・ ・。

 具体的・・、総務関係、民生関係、農林水産業関係、教育関係

・、職員多一方・、土木関係・職員少・ ・、及・本庁

・ ・・ 全体的・職員数・他都市・比・・少・ ・・・ 、区役

所出張所等・ ・・ 、全体的・他都市・比・・職員数多

・挙・・・ 。

・、住民10万人 ・・ 職員数・・・・ ・ラフ・以下・・

・・ ・ 。

総  数（人）     

-200

-100

0

100

200

300
議会関係

総務関係

税務関係

民生関係

衛生関係

労働関係農林水産業関係

商工関係

土木関係

消防関係

教育関係

0 200 400 600 800

北九州市

堺市

浜松市

静岡市

千葉市

新潟市

※ 政令市・・、人口100万人

以下政令市

※ 「0」過不足・ ・、政令

市・平均値・・・

※ 平成20年4月1日現在

平均人
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         本  庁（人） 

区役所・出張所等（人） 

施  設（人） 

出典：平成21年6月新潟市行政改革チーム「新潟市・現状分析（ ・2）」 ・抜粋
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千葉市

新潟市

0 100 200 300 400
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新潟市
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平均人
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新潟市 千葉市 静岡市 浜松市 堺市 北九州市

住民（万人）

（総務省平成年月日）

81.4 92.4 71.4 80.4 83.1 99.4 

面積（ｋ㎡） 726 272 1、389 1、511 150 488 

区・数 8 6 3 7 7 7 

職員数（人）

（平成年月日） 

6，144 6，378 4，769 5，500 4，663 7，040 

本庁（人） 1，536 2，064 1，788 1，358 2，012 2，806 

区役所出張所等（人） 2，448 1，968 1，304 2，475 1，141 2，700 

施設（人） 2，160 2，346 1，677 1，667 1，510 1，534 

出典：平成21年6月新潟市行政改革チーム「新潟市・現状分析（ ・2）」 ・抜粋

・・ 見・・、10万人 ・・ 職員数・、新潟市最多・ ・

、本庁・・・ ・・・・ 、浜松市・次2番目・少・、区

役所出張所等及・施設・ ・職員数多 ・分・。

・・ 、平成17年、同18年・14市町村・合併行・・

・・・・影響大 ・思・・・。 

  ３ 給与・関・・条例及・規則

第6類 給  与 

第1章 報酬及び費用弁償 

新潟市議会の議員の議員報酬及び費

用弁償等に関する条例

◆昭和31年09月27日 条例第38号 

新潟市非常勤職員の報酬及び費用弁

償に関する条例

◆昭和36年03月01日 条例第4号 

新潟市実費弁償条例  ◆昭和26年12月06日 条例第66号 

第2章 給料及び手当 

新潟市特別職の職員の給与に関する

条例

◆昭和32年08月01日 条例第66号 

新潟市給与条例  ◆昭和32年08月01日 条例第60号 

新潟市職員の俸給表の適用範囲に関

する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第28号 

新潟市技能労務職員の給与等に関す◆平成17年03月18日 規則第69号 
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る規則

新潟市職員の初任給、昇格、昇給等に

関する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第29号 

新潟市職員の俸給の調整額に関する

規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第30号 

新潟市職員の初任給調整手当に関す

る規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第31号 

新潟市職員の特殊勤務手当支給条例 ◆平成18年03月27日 条例第7号 

新潟市職員の特殊勤務手当支給条例

施行規則

◆平成18年03月31日 規則第55号 

新潟市職員の扶養手当に関する規則 ◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第32号 

新潟市職員の通勤手当に関する規則 ◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第33号 

新潟市職員の地域手当に関する規則 ◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第34号 

新潟市職員の住居手当に関する規則 ◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第35号 

新潟市職員の単身赴任手当に関する

規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第36号 

新潟市職員の時間外勤務手当等に関

する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第37号 

新潟市職員の宿日直手当に関する規

則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第38号 

新潟市職員の管理職手当に関する規

則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第39号 

新潟市職員の管理職員特別勤務手当

に関する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第40号 

新潟市職員の期末手当及び勤勉手当

に関する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第41号 

新潟市職員の災害派遣手当に関する

規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第42号 

新潟市職員の俸給等の支給に関する◆平成19年03月28日 人事委員会規
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規則 則第43号 

新潟市職員の俸給の半減に関する規

則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第44号 

新潟市職員の俸給の切替えに伴う経過

措置に関する規則

◆平成19年12月26日 人事委員会規

則第66号 

新潟市准職員規則  ◆昭和34年08月01日 規則第25号 

特定号俸職員の期間の通算等に関す

る規則

◆昭和42年01月20日 規則第5号 

新潟市一般職の任期付職員の給与の

特例に関する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第45号 

新潟市一般職の任期付研究員の給与

の特例に関する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第46号 

新潟市教育長の給与、勤務時間等に関

する条例

◆昭和27年11月28日 条例第49号 

新潟市教育職員の給与及び休暇に関

する条例

◆昭和34年03月26日 条例第17号 

新潟市教育職員の給与及び休暇に関

する条例施行規則

◆平成10年07月03日 教育委員会規

則第7号 

新潟市教育職員の初任給、昇格、昇給

等に関する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第47号 

新潟市教育職員の義務教育等教員特

別手当に関する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第48号 

新潟市教育職員の定時制教育手当に

関する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第49号 

新潟市教育職員の産業教育手当に関

する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第50号 

新潟市教育職員の特殊勤務手当支給

条例

◆平成18年03月27日 条例第8号 

新潟市教育職員の管理職手当に関す

る規則

◆平成19年03月30日 人事委員会規

則第53号 

新潟市教育職員の管理職員特別勤務

手当に関する規則

◆平成19年03月30日 人事委員会規

則第54号 

新潟市立高等学校、中等教育学校後◆昭和46年12月21日 条例第42号 
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期課程及び幼稚園の教育職員の給与

等に関する特別措置に関する条例

新潟市教育職員の教職調整額の支給

方法に関する規則

◆平成19年03月28日 人事委員会規

則第51号 

新潟市教育職員の俸給の切替えに伴う

経過措置に関する規則

◆平成19年12月26日 人事委員会規

則第67号 

新潟市常勤の監査委員の給与に関す

る条例

◆昭和35年06月21日 条例第25号 

新潟市臨時職員に関する規則  ◆平成06年04月01日 規則第23号 

第3章 退職年金及び退職手当 

新潟市吏員恩給条例  ◆昭和30年03月01日 条例第3号 

新潟市吏員恩給条例施行規則  ◆昭和30年04月14日 規則第9号 

新潟市吏員恩給条例等の一部を改正

する条例（昭和４８年新潟市条例第５４

号）附則第３条の仮定俸給年額を定め

る規則

◆昭和48年10月20日 規則第52号 

新潟市職員退職年金等支給条例  ◆昭和30年03月01日 条例第8号 

新潟市職員退職年金等支給条例施行

規則

◆昭和30年03月24日 規則第6号 

新潟市職員退職年金等支給条例に基

づく年金受給者のための年金年額の改

定に関する特別措置条例

◆昭和41年06月13日 条例第29号 

新潟市特別職の職員の退職手当支給

条例

◆昭和47年03月29日 条例第1号 

新潟市職員退職手当支給条例  ◆昭和28年12月23日 条例第54号 

新潟市職員退職手当支給条例施行規

則

◆昭和25年07月13日 規則第22号 

新潟市職員退職手当支給条例の一部

を改正する条例の施行に伴う経過措置

に関する規則

◆平成18年03月31日 規則第54号 

隣接町村合併に伴う職員の退職給付に

関する条例

◆昭和29年03月29日 条例第33号 

第4章 旅  費 
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新潟市旅費条例  ◆昭和32年06月01日 条例第47号 

新潟市旅費条例施行規則  ◆昭和32年12月17日 規則第51号 
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Ⅱ 俸給（給料）

１ 意義

俸給（給料）・給与・、基本給・相当・部分・意味・。給料及

・諸手当・・給与構成・・ 。

新潟市・ ・平成20年度・給与・支給実績・以下・・ ・・ ・ 。

２ 給与決定・関・原則

(1) 序論

地方公務員法・、給与・決定・関・以下・・ ・原則・定・・ ・。

a.情勢適応・原則（同法第14条第1項）

b.職務給・原則（同法第24条第1項）

c.均衡・原則（同法第24条第3項）

d.条例主義（同法第24条第6項）

(2) 情勢適応・原則

上記・、情勢適応・原則・ ・、地方公務員法第14条第1項・、

「地方公共団体・、 ・法律・基・ ・定・・・給与、勤務時間・他

・勤務条件社会一般・情勢・適応・・ ・ 、随時、適当・措置・講じ

・ ・・・・・ 。」・規定・ ・。

 「社会一般・情勢」・・、我国・社会、労働、経済・・・全体・状況

（単位：百万円、％）

給料 2,48763.5%
期末勤勉手当 1,00525.7%
時間外勤務手当 182 4.6%
扶養手当 71 1.8%
通勤手当 42 1.1%
管理職手当 36 0.9%
休日勤務手当 33 0.8%
住居手当 24 0.6%
特殊勤務手当 13 0.3%
その他 26 0.7%
職員給与総額 3,918100.0%

職員給与の内訳

期末勤勉手当
25.7%

管理職手当 0.9%

住居手当 0.6%
特殊勤務手当
0.3%

通勤手当 1.1%

扶養手当 1.8%

時間外勤務手当
4.6%

休日勤務手当
0.8%

その他 0.7%

給料 63.5%
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・・じ・、 ・ ・・ 地方公共団体・地域的事情・含・・・・・・ ・。

・・具体的・・、給与・他・勤務条件・ ・均衡・原則定・・・・

・、・・ 従 ・社会一般・情勢・適合・ ・・・・・ 解・・

・。

均衡・原則・ ・・ 、後記「６ 均衡・原則・ ・」・ ・詳

述・。

(3)  条例主義

地方公務員法第24条第6項・、「職員・給与、勤務時間・他・勤務

条件・、条例・定・・。」旨規定・7。

    新潟市・ ・・ 、新潟市給与条例（以下「給与条例」・。）定

・・・、 ・第1条・ ・、「 ・条例・地方公務員法第24条第6項

・規定・基・、別・条例・定・・・・・除、本市・一般職・属・

職員・給与・関必要・事項・定・・・・・ ・。」・規定・・ ・ 、

条例主義実現・・ ・ 。

(4)  以下・・、新潟市職員・給料・実態・ ・、職務給・原則及・均衡

・原則・照・ ・詳述・。

・、 ・前提・ ・、現在・地方公務員・給与決定・ ・方・根本

的・方向付 ・評価 ・平成17年以降・国家公務員・ ・給与構

造改革・ ・概観・。

３ 給与構造改革

(1) 一般論

  国家公務員・関・平成17年8月15日付人事院勧告（以下「平成17

年人事院勧告」・。）・、従来・給与制度・抜本的・改革・勧告。

・内容・、a.地場賃金・適正・反映、b.年功的・給与上昇・抑制（職務・

職責・応じ俸給構造・・転換）、c.勤務実績・給与・・反映等・主・

内容・ ・。

  平成17年人事院勧告・受・、同年9月28日付・総務事務次官通

知（総行給第119号。以下「平成17年給与改定通知」・。）・・、

以下・・ ・国家公務員・ ・給与構造・改革・対応地方公共団

体・給与制度・見直・ ・言及・ ・。

・・ 、「地方公共団体・ ・地方公務員・給与改定・当 ・・ 、

現下・極・・厳財政状況及・各地方公共団体・給与事情等・十分検

7条例主義・原則・趣旨・、①職員・給与・ ・・ 住民自治・原則・基・ ・住民・同意

必要・ ・、議会団体意思・ ・制定・条例・・ ・ ・同意与・・・ ・ 

・、②職員・対・給与・保障・ ・、・ ・。
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討・上、国・同様、行政・合理化、能率化・図・・・・・、既・国家公

務員又・民間・給与水準・上回・ ・地方公共団体・ ・・ 、 ・

適正化・強力・推進・必要・措置・講・・ 要請・・・・ ・ 。 

・、国家公務員・ ・給与構造・改革・踏・、地方公務員給与・

・・ 速・ ・見直・行・・・・ 、人事委員会機能・発揮・

・・・・・・、地域・民間給与・状況・・・的確・反映 ・・ 要請

・行・・・ ・ 。」・ ・。

・、国家公務員・ ・制度改革・実施時期・、一般職・職員・

給与・関・法律等・一部・改正・法律・・・、平成18年4月・・

・。 ・・ 受・、多・地方公共団体・ ・、平成18年4月

・新制度施行・ ・・ ・ 、平成17年・同18年・ ・所用・給

与条例・改正案提案・審議・。・結果、政令市17団体・ ・、

同19年4月1日現在・給与構造見直・実施状況・以下・・ ・・ ・ 

（平成18年度給与改定状況調・（平成19年4月1日現在）・・）。

●給与構造・見直 実施15、未実施2

●条例施行日 平成18年度内5 平成19年4月1日10 

  平成19年度中1 平成20年4月1日１

●一般行政職給料水準 国・同様・引下13 ・他2 

(2)  新潟市・現状

新潟市・・、行政システム全体・構造的改革・進・・ ・・ 行動規

範・ ・示・「新潟市行政改革・ラン2005」・ ・、「重点改革項

目５ 経営基盤・安定化」・一・ ・「給与・適正化」挙・・・ 

・、 ・具体的内容・ ・「職員・勤務・対・評価、昇給・・給与・

適正・反映・・ システム・導入・。 ・・ 、特殊勤務手当・・、諸

手当・ ・徹底見直・行・。」・記・・ ・ 。

・、前記・各政令市・ ・見直・実施状況・中・、新潟市・

・・ 、平成18年・同19年・ ・、国家公務員・給与構造改革

・準拠・、次・・ ・給料（俸給）・見直行・・。
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平成18年●給与構造改革・実施

・俸給額平均4.8％引下

・職員・級統合

・枠外昇給廃止

・55歳昇給抑制

●級別標準職務分類・ ・職務・級・・降格実施

●福祉職俸給表新設（一般・分離）

平成19年●副主幹発令凍結（実質ワタリ・廃止）

●技能労務職俸給表・切・替（完全国公行二準拠）

●療養休暇者・俸給半減制度・実施

・見直・主要・内容・ ・・ 、「５ 職務給・原則」以下・詳

述・。

４ 均衡・原則・ ・

(1) 一般論

地方公務員法第24条第3項・、「職員・給与・、生計費並・・国及・

他・地方公共団体・職員並・・民間事業・従事者・給与・他・事情・

考慮・定・・・・ ・・・・・ 。」旨定・・（同条項・内容・、一般

・「均衡・原則」・ ・・・ 。）。

同条項・趣旨・、以下・2点・ ・。 ・・ 、

ア 公務員・採用・国全体・労働市場・中・行・・・ ・、民間・他・

公務員・匹敵・給与・支給・ ・労働力・確保困難・・・ ・

   イ 公務員・給与・、住民・負担・・ ・賄・・・ ・、・公務員・

給与著世間一般・水準・超・・ ・ ・ ・・  、住民・納

得・得・ ・困難・・・、当該地方公共団体・対・信頼・損・・

・・・・ ・・ ・  、

・ ・。

均衡・原則・、a.生計費8、b.国家公務員・給与、c.他・地方公共団体

・職員・給与、d.民間事業・従事者・給与、及・e. ・他・事情・５点・

考慮・ ・・・ ・ 実現・・ 。

(2) 新潟市・状況

以下・、国家公務員・給与、他・政令市・職員・給与、民間事業・従

8「生計費」・ ・・ 、個々・職員・具体的・生計費・・・、国民全体・標準的・生計

費・ ・・・ 、 ・・ 抽象的・概念・ ・・ 解・・ ・ （橋本勇「新版逐条地方公務

員法＜第2次改訂版＞」357頁（学陽書房））。
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事者・給与・・比較・ータ・示。

① 国家公務員・給与・・比較

「平成20年地方公務員給与実態調査」（総務省）・・・・、平成20

年・新潟市・ラス・イレス指数9（平 ・「同様・職種（行政職）

・ ・、学歴・経験年数一緒・・・、国家公務員・100・ ・地

方公務員・給料・・ 程度・水準・・」・示指数）・、98.1・

・。

・、同表中・他・政令市・・比較・観点・・ 、新潟市・ラス・

イレス指数・政令市17団体・中・最・低数値・ ・。

政令市名 
ラス・イ 

レス指数 

札幌市 

仙台市 

・市 

千葉市 

横浜市 

川崎市 

新潟市 

静岡市 

浜松市 

名古屋市 

京都市 

大阪市 

堺市 

神戸市 

広島市 

北九州市 

福岡市 

 （出典：「平成20年地方公務員給与実態調査」（総務省））

9 ラス・イレス指数・・、地方公共団体・一般行政職・給料額・国・行政職俸給表（一）・

適用職員・俸給額・・、学歴別、経験年数別・ラス・イレス方式・・・対比 ・比較

算出 ・・・ 、国・100・ ・・・ ・ 。ラス・イレス方式・・、統計上・加重平均

・方法・一・ ・、 ・・ 、国家公務員・地方公務員・・、職員・職種、学歴、経験

年数等・構成異・・ ・ ・、 ・・・ 国家公務員・職員構成・基準・ ・地方公務員

・平均給料額・試算・比較・方法・。
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② 他・政令市17団体・給与額・・比較

「平成20年地方公務員給与実態調査」（総務省）・・・・、各政令

市・平均給与月額等・以下・表・・ ・・ ・ 、新潟市・平均給与月

額・、同表・政令市17団体中、2番目・低金額・ ・。

政令市

名

平均年

齢

平均給料月

額10（Ａ）

諸手当月額

（Ｂ）11

平均給与月

額12（Ａ＋

Ｂ）

平均給与月

額(国・ー

ス）13

   （円）    （円）   （円）    （円）

札幌市44.3 343，114 98，505 441，619 402，849 

仙台市43.7 354，959 105，922 460，881 403，461 



・市 41.7 336，885 120，451 457，336 400，382 

千葉市43.3 346，764 129，021 475，785 419，079 

横浜市43.3 351，189 123，871 475，060 414，184 

川崎市42.8 340，946 125，883 466，829 409，657 

新潟市43.3 342，730 69，221 411，951 366，889 

静岡市42.3 352，123 118，790 470，913 403，888 

浜松市42.1 331，167 69，278 400，445 363，746 

名古屋

市 43.0 343，815 126，045 469，860 412，446 

京都市43.8 349，124 127，941 477，065 412，546 

大阪市42.2 324，044 129，796 453，840 405，970 

堺市 44.6 351，002 110，064 461，066 414，586 

10 平均給料月額・・、給料月額・給料・調整額及・教職調整額・加 ・・・ ・ 。
11 諸手当月額・・、月・・ 支払・・・ ・・ ・・ ・  扶養手当、地域手当、住居手当、

特殊勤務手当、時間外勤務手当等・諸手当・額・合計 ・・・ ・ （期末手当、勤勉手

当、寒冷地手当、任期付研究員業績手当、特定任期付職員業績手当及・災害派遣手当・含

・・）。 
12 平均給与月額・・、平均給料月額・月・・ 支払・・・ ・・ ・・ ・  全手当・額・

合計 ・・・ ・ 。
13 平均給与月額（国・ース）・・、公表・・ ・ 国家公務員・平均給与月額・・時間外

勤務手当、特殊勤務手当等・手当含・・・ ・ ・ ・、比較・ ・国家公務員・同

じ・ース・算出 ・・・ ・ 。
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神戸市44.2 354，543 130，574 485，117 423，303 

広島市43.8 364，124 106，293 470，417 412，277 

北九州

市 43.6 356，396 99，220 455，616 411，666 

福岡市43.3 347，719 117，581 465，300 414，586 

（出典：「平成20年地方公務員給与実態調査」（総務省））

③ 民間・・比較

厚生労働省・平成20年賃金構造基本統計調査結果・・・・、新潟

県・産業別・賃金14・、以下・表（単位・千円）・・ ・・ ・ 。

都道

府県 

男女計 

産業計 建設業 製造業 
卸売・ 

小売業 

金融・ 

保険業 

サービス業

（他に分類

されないも

の） 

全国

計 
 299.1  316.7 293.4 305.3 368.6  277.5 

新潟 256.5 295.4 240.7 248.3 349.7 228.3 

（出典：「平成年賃金構造基本統計調査結果」（厚生労働省）） 

(3) 考察

    国及・他・政令市・・比較・ ・、新潟市職員・給料額・上記・ー

タ・示限・過大・・言・。

一方、民間・・比較・ ・・ 、上記・・ ・、諸手当・含・・新

潟市職員・平均給料月額・342，730円・ ・、・・・諸手当・含・・

新潟県・産業別賃金・比較・・ 、金融・保険業・349.7（千円）・次

高水準・ ・。・ ・・ 、 ・民間給与・・比較・関・・ 、「地方

公務員・給与・ ・方・関・研究会報告書」（平成18年3月、塩野宏

14 ・「賃金」・、平成20年6月分・所定内給与額・。所定内給与額・・、

労働契約等・ ・じ・定・・・・ ・支給条件、算定方法・・・6月分・ ・支給・

現金給与額（ ・ ・支給・現金給与額）・、超過労働給与額（①時間外勤務手

当、②深夜勤務手当、③休日出勤手当、④宿日直手当、⑤交代手当・ ・支給・・ 給与

・。）・差引額・、所得税等・控除・前・額・。
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座長）・ ・、「給与・比較・行際・・、職種・役職段階等・要素・

・ ・比較・必要 ・、 ・・ 無視単純・比較・適当・・・

。」・指摘・・ ・・ ・・・ ・   、単純比較・・・評価・困難・

・。

・ ・、地方分権・流・・中・給与決定・ ・・・・ 地方公共団体

・自主性・主体性・拡大・必要 ・ ・、・国家公務員・給与自

体地域民間給与・反映・・・改革・・・大変容・ ・ ・ ・

等・現状・考慮・・ 、今後・、新潟市・職員・給与決定・・ロセス・

・、地域民間・給与・・均衡・図・適正公平・手段・確立・

・重要・ ・。上記・「地方公務員・給与・ ・方・関・研

究会報告書」・ ・・ 、「地域民間給与水準・・・的確・反映等・取組

・・推進・・・ 、市町村・ ・地域民間給与・反映給与決定・

仕組・ ・、具体的・対応策・検討・必要 ・。」・指摘・・ 

・。

・点・関・、新潟市・・、後述（５（２）②）・・ ・、平成21

年11月・、・・民間賃金・・均衡・図・等・理由・、新潟市人事委員

会・勧告・基・ ・、 ・・・ 国家公務員・行政職俸給表（一）・準拠

・一般俸給表・一部改訂、全体・ ・平均0.185%・俸給・引

下・内容・改正案議会・可決・。 ・・ ・ 改正・、国家公務

員・給与水準・目安・ ・、・・地域民間・給与水準・重視・方

向性・示・・・ ・ 、妥当・・・・考・。

今後・ ・方向性・維持、 ・・ 引下幅・引下時期

・妥当性・関・（引下幅過大 ・・ 評価・ ・得・）、民

間給与・調査方法・人事委員会勧告・基礎・・資料・住民・公表

・等・・・、給与決定方法・対・住民・評価・積極的・受・・ ・ 

・。 ・・・・ 、住民・納得・得・・均衡・原則・趣旨・全

・・。

５ 職務給・原則・ ・

(1)  一般論

①法令

地方公務員法第24条第1項・、「職員・給与・、 ・職務・責任・応

・・・・・ ・・・・・  」旨定・・（同条項・内容・、一般・「職

務給・原則」・ ・・・ 。）。

「職務・応・」・・職務内容・難易・ ・複雑・程度・応じ・

差・ ・ ・・ ・ 、「責任・応・」・・責任・軽重・・ ・差・
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設・ ・・ 。

・・ 、給与・地方公共団体・対・貢献度・応じ・決定・・ 

・・・・・。 ・・ 対立・考方・、給与・勤労者・生活・維持・

必要・額・決定・ ・ ・・ ・ 「生活給・原則」・ ・。地方公務

員法制定・昭和25年当時・、・地方公務員・給与体系整備

・・ ・ 、当時・経済事情・反映・生活給・色彩濃・・・ 

、国民生活・経済的水準向上今日・ ・・ 、職務給・原

則・ ・・ 徹底・時代・・ ・ ・・ 考・・・ 。

②俸給表

ア 総論

 地方公務員・俸給（給料）・、職種毎・設・・ 俸給表（給料

表）・基・ ・決定・・ 。

 各俸給表・、職務・複雑、困難、責任・度合・応じ「級」・、

同一級・細分化、職務経験年数・・・習熟度等・反映「号」

・・組・合・ ・・ ・ 構成・・ ・ 。

・・ ・ 異・・職種・・異・・俸給表・適用、・職務・複

雑、困難、責任・度合・・・異・・級・適用・ ・・・ ・ 、職

務給・原則・給与決定・反映 ・仕組・・・ ・ ・。

イ 俸給表・種類・ ・

各地方公共団体・規模・職種別・職員数・応じ・、国家公務員・

俸給表・種類・・・・定・・・一般的・ ・。当該団体・少数

・職種・ ・等、一般行政職・ ・区別・必要・場

合等・・、一般行政職・俸給表・・ ・対応・等・扱・ ・

・ ・・ 。一方、 ・・ ・ 理由・・一般行政職・技能労務職等

・異・・職種・同一・俸給表・運用 ・、極端・級構成単純化

・・ ・・・  等・、職務給・原則・・・ 不適正・給料表・ ・

運用・ ・可能性高・考・・・ 。

ウ 俸給表・構成・ ・

     平成17年給与改定等通知・・、市町村・給料表・構成・ ・「行

政職職務給料表（一）・職務・級・構成・ ・・ 、当該市町村・

規模、行政組織等・応じ・・ ・限・簡素化・図・、今回・国

・給与構造・改革・踏・ ・改正・ ・適当・ ・ ・。」・記

載・・ ・ 。

地方公務員・ ・・ 、国家公務員・給与構造改革・踏・給

料表・見直・・・・ 、地域民間給与・・・的確・反映課題・・

・ ・。
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    エ 給与構造改革・ ・

      前述・・ ・、国家公務員・給与構造・抜本的改革・示平成

17年人事院勧告・、・一・柱・ ・、「年功的・給与上昇・抑制

（職務・職責・応じ俸給構造・・転換）」・掲・ ・。

      従来、国家公務員・俸給表・ ・年功的・給与上昇行・・・

原因・ ・・ 、以下・点指摘・ ・。

a. 上位・職務・級・昇格・ ・・ 俸給一定・水準・到達

・・配慮・号棒設定・・ ・ ・ ・、上下・級・間・

・水準・重・・極・・大・構造・・ ・ ・ ・

b.  俸給表・最高号棒・到達後・良好・成績・上・ ・・

・・ 昇給・ ・仕組・（ ・・・ 「枠外昇給制度」）採用

・・ ・。

・、国家公務員・ ・・ 、職務給原則・従・職務・職責

・応じ給与・ ・ ・、職務・級間・重・・・縮小、最高到達水準

・引下・・・ 給与・ー・・フラット化・枠外昇給制度・廃止・・

・措置講じ・・。

地方公務員・ ・・ 、平成17年給与改定通知・従、 ・国

家公務員・給与構造改革・踏・ ・速・ ・見直要求・・ 

。

(2) 新潟市・状況

①俸給表15・種類

給与条例第4条・、俸給表・種類及・適用範囲・次・・ ・定・・

・。

15 国家公務員・ ・・ 「俸給表」、地方公務員・ ・・ 「給料表」・名称・付

・一般的、新潟市・・慣例的・「俸給表」・用語・使用・ ・。
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俸給表 適用範囲

一般俸給表 他・俸給表・適用・受・全・・職員（但、臨時

職員及・特殊職員・除。）

医療職俸給表（１）保健所、大山台高齢者福祉センター等・勤務・医師

及・歯科医師・人事委員会規則・定・・・・

医療職俸給表（２）保健所、大山台高齢者福祉センター、学校等・勤務

・薬剤師、獣医師、栄養士、診療放射線技師、臨床検

査技師、理学療法士、視能訓練士、歯科衛生士・他

・職員・人事委員会規則・定・・・・

医療職俸給表（３）保健所、大山台高齢者福祉センター、学校等・勤務

・保健師、助産師、看護師、養護師、准看護師・他

・職員・人事委員会規則・定・・・・

消防職俸給表 消防吏員(消防長・除。) 

福祉職俸給表 児童福祉施設、老人福祉施設、知的障害者援護施設等

・勤務、入所者・指導、保育、介護等・業務・従事

・職員・人事委員会規則・定・・・・

②俸給表・構成（資料編53頁～57頁・掲載・資料4参照）

給与条例第4条定・・一般俸給表16・、国家公務員・一般職・属

・職員（国家公務員法第2条参照）・適用・・ 行政職俸給表（一）・

準拠・作成・・ ・ 。・・ 、平成18年・俸給表・改正・・・、

新潟市・一般俸給表定・・俸給額・、行政職俸給表（一）・1級・

9級・定・・・・俸給額・、当該級・当該号・ ・同一・金額・・

17。

・後、平成21年11月・新潟市議会・ ・、新潟市人事委員会・

勧告・基・、若年層・俸給額・維持、全体・ ・ 0.185％・減

額・・・俸給表・改正案可決・（施行日平成21年12月1日）。

③給与構造改革・関・対応

従来・年功的・給与上昇・許容・構造・改・、職務給原則・従・

職務・職責・応じ給与構造・実現・手段・ ・、以下・各措置講

じ・・。

ア 俸給表・号級構成

16 ・・ 、職員・数比較的多基幹的・職種・・ ・ ・一般行政職・適用・・ 一

般俸給表・ ・取・上。
17新潟市・・行政職俸給表（一）・10級・相当・職務存在・ ・、1級～9級・

構成・・ ・ ・。
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    前述・・ ・、新潟市・一般俸給表・、国家公務員・ ・行政職

俸給表（一）・準拠・ ・。 ・ ・、国家公務員・俸給表・構造

見直・内容・導入・結果・・。

・・ 、平成18年・俸給表・改正・・・、俸給全体・ ・平均

4.8％・引下行・・。・・具体的・・中高年齢層・ ・・

7％程度引下・一方、若年層・俸給水準・引下・行・・

・・、給与・ー・フラット化・。

イ 枠外昇給廃止

    平成18年4月1日・切替日・ ・、切替日・前日・ ・俸給表

・定・・職務・級・ ・最高・号俸・超・俸給月額・受・

職員・、切替日・ ・号棒及・俸給月額・定・・ ・・ 、従来

・枠外昇給・廃止（給与条例附則（平成18年条例第15号）第

4項）。

ウ 55歳昇給抑制

    初任給等規則第31条第5項・、職員・昇給 ・場合・昇給・号

棒数・、昇給区分・応じ・以下・・ ・規定・ ・。

昇給区分Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

昇給・号

棒数

8以上6 4（特定職員・ ・・ 3） 2 0 

4以上3 2 1 0 

    上記表・ ・、55歳・超・職員・ ・・ 、基本的・下段・

号棒数・適用・ ・・ 、55歳・超・職員・昇給幅・抑制図・

・・ ・。

(3) 考察

平成17年人事院勧告、「公務・ ・・ 、厳財政事情・下、民

間・同様・、給与・年功的上昇・抑制、職務・職責・実績・十分・

反映得・給与システム・構築・ ・不可欠・・ ・ ・。」・

指摘・・ ・ 、改・・職務給・原則・徹底・ ・・ 地方公務員・

給与・ ・・ 不可欠・要請・ ・。 ・点新潟市・、上述・・

・、国家公務員・ ・給与構造・改革・準拠・、俸給表等給与構造

・見直・行。

今後・、a. 俸給表・ ・・ 、・・地域民間給与・水準・反映・

・・各号級・額・調整・ ・・ 進・・ ・、及・、b.改革・趣旨・沿

運用・徹底・ ・、特・重要・考・・・ 。 ・ ・・ 具体的方策

・ ・・ 、中立的・専門的・第三者機関・ ・・ 人事委員会・機能強化

（級別定数・ ・人事委員会・管理権能・明確化・ ・等）・、公

正・人事評価システム・確立・前提・ ・、給与・・積極的・反映・実
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現・ ・等望・。

６ 昇給

(1) 定義

昇給・・、俸給表・ ・職員現・受・ ・号給・・・、・・上位

・同一級内・号給決定・ ・・ 。（ ・・ 対・昇格・・、俸給表

・ ・職員現・属・級・・・、・・上位・級・決定・ ・・ 。

俸給表・構成・横軸級、縦軸号・・ ・ ・ ・、簡単・言・、昇

給・縦軸・移動・、昇格・横軸・移動・ ・。）

(2) 一般論

前述・・ ・、国・ ・給与構造改革・一・柱・、勤務実績・給

与・反映 ・ ・・ 。

従来、良好・勤務成績・・ ・普通昇給・ ・、特・良好・勤務成

績・・ ・特別昇給・ ・・ ・・ ・・ ・ ・   、給与・勤務実績

・・・反映・ ・ ・・ 、国家公務員・ ・・ 、平成18年4月

1日・施行・一般職・職員・給与・関・法律等・一部・改正

・法律（平成17年法律第113号）・・・、普通昇給・特別昇給統合

・。 ・、新・4分割号俸・基・昇給区分・5段階設・

・・ ・ ・ 細・勤務成績・評価・基・ ・、昇給 ・否・昇

給 ・・ 場合・昇給・幅・決定・ ・・ 。

・・ 、人事院勧告・、行一適用職員・ ・職員層別・昇給区分

・・人員分布率・次・・ ・示・ ・。

昇給区分 A B C D E 

昇給幅 8号俸以上6号俸 4号俸 2号俸 昇給・

初任層（2級以下） 20％以内（「A」5％以

内）
分布率・設定・・、各省庁・

判断。
中間層（3～6級） 5％ 20％

管理職員（7級以

上）

10％ 30％

地方公共団体・ ・・ 、 ・改正・参考・勤務成績・基・昇給

制度・導入・ ・要請・・ 。

(3) 新潟市・現状

① 条例及・規則

前述・国家公務員・関・一般職・給与・関・法律・同様・、新潟
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市・ ・・ 、条例上、査定昇給制度・採用・ ・、勤務成績・昇給

・・反映・連続的・・・・ ・ ・可能・建付・・ ・ ・ 。

・・ 、新潟市給与条例（以下「給与条例」・。）第6条・以

下・・ ・規定・。

「第1項 職員・昇給・、人事委員会規則・定・・日18・、同日前1年

間・ ・ ・者・勤務成績・応じ・、行・・・ ・ 。

第2項前項・規定・・・職員・昇給 ・否及・昇給 ・場

合・昇給・号俸数・、同項・規定・期間・全部・良好・成

績・勤務職員・昇給・号俸数・ 4号俸（中略）・ ・

・・標準・ ・人事委員会規則・定・・基準・従決定・

・・・ ・。

（第3項以下 省略）」

同条第2項・受・、新潟市職員・初任給、昇格、昇給等・関・規

則（以下、「初任給等規則」・。）第29条・、「条例第6条第1項・

規定・・・昇給(第33条又・第34条・定・・・ ・・・・ 行・・・

除。第31条・ ・同じ。)・、当該職員・勤務成績・ ・、 ・

者・職務・ ・監督・地位・ ・者・証明・得・行・・ ・・・

・・。・場合・ ・、当該証明得・・・職員・、昇給・。」

・、 ・・ 初任給等規則第31条・以下・・ ・定・・ ・。

「第1項職員・勤務成績・応じ・決定・・ 昇給・区分(以下「昇給区

分」・。)・、第29条・規定・勤務成績・証明・基・

、当該職員次・各号・掲・職員・ ・・ 該当・

・応じ、当該各号・定・・昇給区分・決定・・・・ ・ 。

・場合・ ・、第4号又・第5号・掲・職員・該当

・否・判断・、人事委員会・定・・・ ・・・・ 行・

・・ ・。

(1) 勤務成績極・・良好・ ・職員 A 

(2) 勤務成績特・良好・ ・職員 B 

(3) 勤務成績良好・ ・職員 C 

(4) 勤務成績・・ 良好・・職員 D 

(5) 勤務成績良好・・職員 E

（第2項・第4項 省略）

18原則・ ・、毎年1月1日（新潟市・職員・初任給、昇格、昇給等・関・規則第28

条）
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第5項 条例第6条第1項・規定・・・昇給・号俸数・、昇給区分

・応じ・別表第8・定・・昇給号俸数表・定・・号俸数

・ ・。

（第6項以下 省略）                」

・、同条第5項引用・別表第8・、以下・・ ・・ ・ 。

     ＊昇給号俸数表

昇給区分Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

昇給・号

俸数

8以上 6 4（特定職・ ・・ 、3） 2 0 

4以上 3 2 1 0 

  備考 ・表・定・・上段・号俸数・、給与条例6条3項・規定・適用・

受・職員19以外・職員・、下段・号俸数・同項・規定・適用・受

・職員・適用・。、下段・号俸数・ ・、人事委員会別

・定・・職員・号俸数・、別・定・・号俸数・ ・。

② 実績

 初任給等規則第31条・定・・昇級区分・適用実績・以下・・ ・

・ ・。 

昇給区分適用状況

昇給区分 平成20年1月1日平成21年1月1日

A 111 (2.3% ) 81 (2.0%) 

B 225 (4.7%) 134 (3.4%) 

C 4，281 (89.6% ) 3，647 (91.4%) 

D 1/6以上勤務・ 38 (0.80%) 39 (0.98%) 

訓告 20 (0.41%) 1 (0.03%) 

戒告 4 (0.08%) 3 (0.08% ) 

減給 0 2 (0.05%) 

E 1/2以上勤務・ 96 (2.0%) 81 (2.0%) 

5日以上欠勤 1 (0.02%) 0 

停職 2 (0.04%) 1 (0.21% ) 

昇給・ ・・ （最高号俸到達） 563 465 

＊（ ）内・、「昇給・ ・・ （最高号俸到達）」・除職員・占・・割

合・示。

＊ H20.1.1昇給・任命権者異・・水道局、教育委員会・除。 

19 55歳（医療職俸給表（１）・適用・受・職員・ ・・ 、56歳以上・年齢・人事委

員会規則・定・・・・）・超・職員
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＊ H21.1.1昇給・上記・加、市民病院・除（H20.4.1公営企業法全適

・・・）。

     昇給区分・、昇給日前1年間・ ・当該職員・勤務状況、勤務態

度、仕事・処理能力、仕事・正確、仕事上・知識及・研究心、職場・

・協調性、責任感、積極性及・ ・他・要素・ ・・ 、各所属長

・評定・基本・ ・行・・・ ・。

・ ・・ 、勤務成績・・・昇給制度・導入・関・新潟市職員労働

組合・・協議整・ ・ ・等・、昇給区分・A及・B・

・・、対象・・・職員限定・・ ・ 。 ・・ 、A・昇給日前1年

間・、採用・満5年・経過職員・中・、B・昇給日前1年間・、

新・課長・課長補佐・係長・職・昇任職員・中・、各々勤務成

績良好・場合・適用・・ ・ 。

(4) アン・ート結果

    アン・ート（資料編35頁「問45」参照）・結果・・・・、能力・実

績・関・評価結果・給与・反映 ・ ・・ ・ 、「反映 ・・ 」

若 ・「・ ・ ・ ・反映 ・・ 」・答職員・36％・

・、「反映 ・・ ・・・  」若 ・「・ ・ ・ ・反映 ・

・ ・・ 」・答職員・22％・・・14%上回・ ・。

・、上記・問45・ ・「反映 ・・ 」若 ・「・ ・ ・

・反映 ・・ 」・答職員・対・、評価結果・反映・

方・関・質問・・、「1 明・ ・業績・上・ ・職員、能力・発

揮・職員・昇給停止、降給・・」「2 著業績・上・ ・職員、

能力・発揮・ ・職員・特別昇給・・」「3 上記1、2・両方」・答

職員・割合・、・ ・28%、32％、36％・結果・（問45-2）。

    一方、上記・問45・ ・「反映 ・・ ・・・  」若 ・「・

・ ・ ・反映 ・・ ・・  」・答職員・中・・、 ・理

由・ ・「公務員・特性・多様性・一律・基準・・・評価・ ・・

難。」・挙者39名（41％）・最・多、次・「上司・評価

・・ラツキ生じ・ ・・ 避・・ 、公正公平・評価・期待・ ・。」

・挙者31名（33%）・。

(5) 考察

新潟市・ ・・ 、55歳昇給抑制制度・査定昇給制度・導入・・、国

・準じ昇給制度・見直行・・。・ ・・ 、制度・整 ・ ・

・ ・運用如何・・ ・・ 、依然・ ・年功給的・給与・ ・・・ 誹・

・免・・ ・事態・ ・得・。
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・点、新潟市・昇給査定・ ・・ 、約90％・職員C・査定区分

・属・ ・。人事院勧告・・、20％～40％・職員A・ ・B・区

分・・ ・・  想定・ ・ ・等・鑑・・・、新潟市・ ・上記運

用・、勤務実績・給与・反映 ・・ 給与構造改革・趣旨・適合

・・・・ ・・・ 評価難。

上記アン・ート結果・ ・・ 能力・実績・関・評価結果・給与・

反映 ・ ・・ 積極的・職員、消極的・職員・相当・上回・ ・。

・、消極的・職員・ ・・ 、 ・意見・理由・、公正・評価・難

・挙・・・ 大半・。従・、公正・評価制度・確立・前提

条件・場合・・、 ・・ 積極的・職員・割合増加・ ・予想

・・ 。 

以上・総合・・ 、新潟市・ ・・ 、既・試行・・ ・ 人事評価

制度・充実・確立 ・、当該人事評価制度・基・評価結果・査

定昇給制度・反映 ・運用・、速・ ・実現・ ・不可欠・要請

・ ・・ 考・。

７ 昇格

(1) 定義

昇格・・、俸給表・ ・、職員現・属・級・・・、・・上位・

級・決定・ ・・ 。（ ・・ 対・、昇給・・、俸給表・ ・職

員現・受・ ・号給・・・、・・上位・同一級内・号給・決定・

・・ 。俸給表・構成・横軸級、縦軸号・・ ・ ・ ・、簡

単・言・、昇給・縦軸・移動・、昇格・横軸・移動・ ・。）

・、昇任・・、職員・現在就・ ・職員・職（職務）・・上位・

職（職務）・任命・ ・・ 。一般俸給表・ ・職務・級・分類・

基準・・・・標準的・職務・ ・、新潟市職員・初任給、昇格、昇給

等・関・規則第3条・、国家公務員・ ・行政職俸給表（一）・準拠

・、次・・ ・定・・ ・。



37 

＊一般俸給表・級別標準職務表

職務・級 標準的・職務

９級 理事・職務

重要・業務・行部長・職務

８級 部長・職務

７級 部次長・職務

困難・業務・行参事・職務

６級 参事・職務

困難・業務・行課長又・副参事・職務

５級 課長・ ・副参事・職務

困難・業務・行課長補佐、主幹又・副主幹・職務

４級 課長補佐、主幹又・副主幹・職務

困難・業務・行係長、主任職又・主査・職務

３級 係長、主任職又・主査・職務

困難・業務・行副主査・職務

２級 副主査・職務

高度・知識又・経験・必要・ ・業務・行職務

１級 定型的・業務・行職務

例・上記・・ ・、係長・3級乃至4級・該当・。 ・、係長

3級・4級・昇格・場合、昇任・伴・ ・昇格・ ・可能・

・。、係長・5級・昇格・ ・・・ ・ 。（5級・昇格・

・・、課長等・昇任・必要 ・。）

(2) 一般論

昇格・、職員・勤務成績・他・能力・実証・基・ ・行 ・必

要・・・（地方公務員法第15条）。 

昇格・行 ・・・ 、一般的・原則・ ・ ・上位・級・級別定数・

欠員 ・ ・及・現在・級・一定年限以上在任・ ・必要・

・・ 、 ・基準・初任給、昇格・・ 昇給等・基準・関・規則・

定・・・ ・・・・ 。

(3) 新潟市・状況

①法規

職員・昇格 ・場合・基準・関・、新潟市職員・初任給、昇格、

昇給等・関・規則第19条・以下・・ ・規定・ ・。

「第1項 職員・昇格 ・場合・・、 ・職務・応じ、、次・定

・・・ ・・・・ 、 ・者・属・職務・級・1級上位・職務
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・級(第1号・掲・場合・限・、上位・職務・級)・決定・・

・・ ・。

(1) 第10条第1項第1号20・掲・職務・級・・昇格・ ・・ 、

・じ・人事委員会・承認・得・ ・。

(2) 前号・規定・職務・級以外・職務・級・・昇格・ ・・ 、

・職務・級・ ・級別資格基準表・定・・必要経験年数

又・必要在級年数・有・ ・ ・。

第2項 前項・規定・・・職員・昇格 ・場合・・、 ・者・勤務

成績良好・ ・ ・明・ ・・ ・・・・・  。

第3項 勤務成績特・良好・ ・職員・対・第1項・規定・適用

・ ・・ 、級別資格基準表・定・・必要経験年数又・必要在

級年数・100分・80以上100分・100未満・割合・乗じ・得

年数・・ ・、 ・ ・同表・必要経験年数又・必要在級年

数・ ・ ・ ・ ・。

第4項 第1項・規定・・・昇格・、現・属・職務・級・1年以上

在級・ ・職員・ ・・ 行 ・ ・ ・。、

職務・特殊性等・・・ ・在級・年数1年・満・者・

特・昇格 ・必要 ・・ 認・・・・場合・ ・、人事委

員会・定・・・ ・・・・・ ・ 、 ・限・・・。」

一般俸給表・級別資格表・次・・ ・・ ・ （新潟市職員・初任給、

昇格、昇給等・関・規則第4条）。

20第10条 新・職員・・者・職務・級・、 ・職務・応じ、、次・定・・・

・・・・決定・。

(1) 次・掲・職務・級・ ・・ 、 ・じ・人事委員会・承認・得・ ・。

ア 一般俸給表・職務・級 6級、7級、8級及・9級

イ 医療職俸給表(1)・職務・級 4級

ウ 医療職俸給表(2)・職務・級 7級及・8級

エ 医療職俸給表(3)・職務・級 7級

オ 消防職俸給表・職務・級 7級及・8級

・ 福祉職俸給表・職務・級 6級
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試験 学歴

免許等

職務・級

1級 2級 3級 4級 5級

正
規
・
試
験

大学卒業程度大学卒  3 4 4 2 

0 3 7 11 13 

短大卒業程度短大卒  5.5 4 4 2 

0 6 10 14 16 

高校卒業程度高校卒  8 4 4 2 

0 8 12 16 18 

経験者試験 大学卒   2 4 2 

 0 2 6 8 

・他 大学卒  3 4 4 2 

0 3 7 11 13 

短大卒  5.5 4 4 2 

0 6 10 14 16 

高校卒  8 4 4 2 

0 8 12 16 18 

中学卒  12 4 4 2 

0 12 16 20 22 

②実際・運用

新潟市職員・初任給、昇格、昇給等・関・規則第19条第2項・、

「昇格 ・場合・、・者・勤務成績良好・ ・ ・明・ ・・

・・・・・ 」旨定・・ ・・ ・ 、勤務成績良好・ ・否・、

主・ ・以下・点・加味・判断・・ ・ 。

①職員・勤務成績・応じ・決定・・ 昇給・区分

②勤勉手当・支給基準・・・評価

③欠勤数等

人事課・ヒアリン・調査 ・ ・・・ 、例・上記a・ ・、

昇給区分D・E・場合（・上記・・ ・、平成21年

・D・E・評価・受職員・合計・3.35%・ ・。）等・昇格

・・ ・・・・  、 ・例外的・場合・除・、・・・・・職

員級別資格表・定・・必要経験年数又・必要在級年数・満年

・昇格・・・ ・・ ・  。
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(4) 考察

職員・昇格 ・際・一・要件・ ・勤務成績・判定・関・、国

レ・ル・・、人事院事務総長通知・ ・、

a. 昇格・ ・勤務成績判定・ ・・ 基礎資料・一・ ・、勤務評

定記録書等・・・・昇給及・勤勉手当・ ・勤務成績・判定結

果・活用・ ・

b. 昇給日前1年間・ ・昇給・ ・勤務成績・判定基準・照 

・、「良好」・下回・場合・該当・・ ・ 事実・ ・

定・・・・ ・。

  前記・新潟市・運用・、当該国レ・ル・基準・同内容・・・・ ・、

現時点・ ・自体不相当・・解・・ 。

、「６ 昇給」・項・述・ ・ ・、新潟市・ ・・ 未勤務

実績・給与・反映・制度整備・・ ・ 結果、平成21年・ ・

・約90％・職員・昇給区分C・評価・・ ・ 。・ ・、 ・評価・

昇格・場面・ ・・ ・・・  援用場合・、大半・職員「勤務成

績良好」・判断・・ ・・・・  。 ・運用・能力主義・定・・地

方公務員法第15条・趣旨・照・ ・疑問・ ・、・級別資格表・定・

・必要経験年数又・必要在級年数・満 ・・ 昇格・ ・ ・・

・・、年功序列的・運用・ ・・・ 批判・受・可能性・否定・ ・。

・、「６ 昇給」「（５）考察」・・述・ ・ ・、人事評価制度・

充実・確立 ・、当該人事評価制度・基・評価結果・昇給区分

・反映 ・ ・・・・ 、「勤務成績良好」・・昇格・要件・ ・・ 、

・・実質的・判断・・ 運用・ ・望・。

  念・ ・付言・・ 、外部監査人・約90％以上・職員昇格・・ 

結果・・・ ・不相当・考・ ・・ ・・・  。仮・、公正・公平

・人事評価制度・基・評価結果・昇格・要件・ ・・ 加味結果、

約90％以上・職員昇格・結果・・・ ・・ 、 ・優秀・職員

多 ・・ 意味・ ・・ ・ 望・ ・・ ・ 。重要・ ・・ 、「勤

務成績良好」・・昇格・要件・ ・・ 、・・実質的・判断・・ 

・ロセス・実現・ ・・ ・ 。
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Ⅲ 手当（退職手当・除）

 給料、手当・額並・・ ・支給方法・、条例・ ・・ 定・・ ・・・・

・ ・ ・・ ・ （自治法204条第3項）。

新潟市支給・ ・職員給与・実態・・・・、給料・次・支給額

最・多・期末勤勉手当（職員給与総額・約25％）・ ・、以下、時間

外勤務手当、扶養手当、通勤手当、管理職手当、休日勤務手当、住居手当、

児童手当、特殊勤務手当、 ・他手当・順・・ ・ ・。

１ 期末・勤勉手当

(1) 定義

期末手当、勤勉手当・、民間・ ・賞与等・特別給・見合・・・

・支給・・ 給与・ ・。 ・、期末手当・、民間・ ・賞与

・ ・ ・・・ 一律支給分（又・期末一時金）・相当・給与・、各

職員・在職期間・応じ・支給・・ ・・・ ・ ・  。、個人・

業績評価・・連動性・・、 ・・・ 給与・季節的調整・ ・。

勤勉手当・、民間・賞与・ ・成績査定分・相当・給与・、各職

員・勤務成績・応じ・支給・・ ・・ ・  、 ・ ・具体的・・職員

・勤務・客観的事実・・・勤勉度・示期間率・勤務成績・示成

績率・基・ ・手当額決定・・・・・ ・・ ・  。

新潟市・期末手当、勤勉手当・ ・・ 、新潟市給与条例（以下「給

与条例」・。）第22条・第23条、新潟市職員・期末手当及・勤勉

手当・関・規則（以下「期末・勤勉手当規則」・。）・・・決・・

・・ ・。

(2) 手当・計算方法

①期末手当

ア 期末手当及・勤勉手当・基準日

期末手当・、月日及・月日以下「基準日」・。

・、在職・職員・対・支給・ ・。（給与条例第条

第項） 

イ期末手当・計算方法（支給割合）

期末手当・額・ ・・ 、期末手当基礎額・、月・支給

・場合・ ・・ 分・、月・支給・場合・

・・分・ ・乗じ・得額支給・・ ・ 。 
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、再任用職員・対・前項・規定・適用・ ・・ 、

同項中「分・」・ ・・・ 「分・」・、「

分・」・ ・・・ 「分・」・・ ・ ・。 

尚、期末手当基礎額・、 ・ ・ ・基準日現在・ ・

職員受・・ 俸給及・扶養手当・月額並・・ ・・・ 対

・地域手当・月額・合計額・・ ・ ・。（給与条例第

条第項・第項） 

②勤勉手当

ア期末手当及・勤勉手当・基準日

勤勉手当・、月日及・月日・ ・ ・在職・職

員・対・、基準日以前箇月以内・期間・ ・ ・者・

勤務成績・応じ・支給・ ・。（給与条例第条第項

・第項） 

イ勤勉手当・計算方法（支給割合）

勤勉手当・額・ ・・ 、勤勉手当基礎額・基準日現在・

・受・・ 扶養手当・月額及・ ・・ 対・地域手当

・月額・合計額・加算額・分・特定幹部職員・

分・ ・乗じ・得額支給・・ ・ 。 

、再任用職員・ ・・ 、勤勉手当基礎額・、月・

任命権者支給・場合・ ・・ 分・、月・任命

権者支給・場合・ ・・ 分・ ・乗じ・得額・

・ ・ ・。 

尚、勤勉手当基礎額・、 ・ ・ ・基準日現在・ ・

職員受・・ 俸給・月額及・ ・・ 対・地域手当・月

額・合計額・・ ・ ・。（給与条例第条第項・第

項） 

勤勉手当・期間率

期間率・、基準日以前箇月以内・期間・ ・職員・勤務

期間・区分・応じ・、下記・表・定・・割合・ ・。 

（「期末・勤勉手当規則」第条別表第・・ ） 

勤務期間 割合 

6箇月 100分の100 

5箇月15日以上6箇月未満 100分の95 

5箇月以上5箇月15日未満 100分の90 

4箇月15日以上5箇月未満 100分の80 



43 

4箇月以上4箇月15日未満 100分の70 

3箇月15日以上4箇月未満 100分の60 

3箇月以上3箇月15日未満 100分の50 

2箇月15日以上3箇月未満 100分の40 

2箇月以上2箇月15日未満 100分の30 

1箇月15日以上2箇月未満 100分の20 

1箇月以上1箇月15日未満 100分の15 

15日以上1箇月未満 100分の10 

15日未満 100分の5 

0 0 

ウ 勤務成績 

   勤務成績・ ・・ 、当該職員・勤務評定記録書・他当

該職員・勤務成績・判定・・ 足・・認・・・・事実・基・

・行・・・ ・ 、懲戒処分・受場合・・処分・区分

・応じ・一定割合・減じ・取扱 ・・ ・ 。 

(3) 新潟市・現状

①期末・勤勉手当・決算額・推移

＜期末・勤勉手当支給月数＞

支給年月 期末手当 勤勉手当 計 年度計

平成16年
6月 １．４００ ０．７００ ２．１００

４．４００
12月 １．６００ ０．７００ ２．３００

平成17年
6月 １．４００ ０．７００ ２．１００

４．４５０
12月 １．６００ ０．７５０ ２．３５０

平成18年
6月 １．４００ ０．７２５ ２．１２５

４．４３５
12月 １．６００ ０．７１０ ２．３１０

平成19年
6月 １．４００ ０．７２５ ２．１２５

４．４５０
12月 １．６００ ０．７２５ ２．３２５

平成20年
6月 １．４００ ０．７２５ ２．１２５

４．４５０
12月 １．６００ ０．７２５ ２．３２５

＜期末・勤勉手当支給決算額実績＞

                      （単位：千円）

決算額実績 １人当・平均支給額

平成17年 １０，６１７，４１０ １，６６２

平成18年 １０，６０５，４３５ １，７５４

平成19年 １０，４２１，７１２ １，６９７

平成20年 １０，０５３，３０３ １，６７６
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②政令市比較（1人当・平均支給年額（一般行政職））

（単位：千円）

期末手当（年額） 勤勉手当（年額） 合計（年額）

新潟市 １，１５１ ５４７ １，６９８

・市 １，１８７ ６３１ １，８１８

千葉市 １，２３０ ６６９ １，８９９

静岡市 １，２４１ ６２０ １，８６１

浜松市 １，１２２ ５５０ １，６７２

堺市 １，１７８ ６１４ １，７９２

北九州市 １，１９７ ６１９ １，８１６

出典：平成20年地方公務員給与実態調査（総務省）・・抜粋

(4) 考察

①期末・勤勉手当・支給月数・ ・

過去５年間・期末・勤勉手当・年間平均支給月数・見・・、4.40月～4.45

月・推移・ ・。 ・・ ・・  、人事委員会・「職員・給与等・関

・報告」・・・改定・・ ・ 、概・民間給与実態及・人事院勧告・水準

・近・・・・ ・ ・ 。

②勤勉手当・ ・

勤勉手当・ ・・ 、職員・勤務成績・応じ・支給・・・・ ・・  

・、実際・算定・ ・・ 、職員・勤務状況、勤務期間・応じ一定・

支給率・乗・ ・・・・ 計算・・ ・ 。勤勉手当・支給・際・勤務

成績・評価・ ・・ 、実際・・ ・懲戒処分・欠勤等・勤務状況・・、

出勤日数・一律・評価・ ・・ 、・・・・差異・・内容・・

・ ・。 ・・ 、「業績評価・対・インセンティ・」・民間・賞与・

著性格・異・ ・ ・。

職員・勤務成績・応じ・支給・・ 勤勉手当本来・趣旨・ ・・ 、

人事評価等・・評価結果・考慮総合的・評価・基・ ・勤勉手当・支

給金額・算出・ ・ ・・ 考・。新潟市・人事評価制度・管理職・

順次導入・ ・ ・ ・、 ・評価結果・勤勉手当・支給率・・反映

・・ ・ ・ 。 ・ ・職員・モチ・ーション・高・・点・・有

効・思・・・。

２ 時間外勤務手当

(1) 定義

時間外勤務手当・、正規・勤務時間・超・勤務・ ・・ 命じ・・

職員、実際・正規・勤務時間・超・勤務場合・、支給・・
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手当・ ・。 ・、職員任意・正規・勤務時間・超・勤務

・ ・・ 、 ・手当・支給対象・・・・・。

・、同じ正規・勤務時間・超・勤務・ ・・ 、宿日直手当・

対象・ ・・ ・ 宿日直勤務・ ・・ 、宿日直手当・・支給・、

時間外勤務手当・支給・・ 。

尚、正規・勤務時間・超・勤務・・、勤務時間法第13条第1項・規

定・「正規・勤務時間」以外・時間・ ・勤務・、 ・・・ 残

業・・、早出勤務、日曜日及・土曜日・・ ・週休日・勤務含・・

・。・、休憩時間中・命じ・・・勤務場合・勤務・含・・・。

新潟市・ ・時間外勤務手当・・、「時間外勤務手当」、「休日勤務手

当」及・「夜間勤務手当」・、職員任命権者・命令・・・、正規

・勤務時間・超・勤務・・ 、休日等・勤務・・ 、及・正規・

勤務時間・ ・午後10時・翌日午前5時・・・間・勤務・・ ・ 

・支給・・ ・ 。

(2) 手当・計算方法

①時間外勤務手当

時間外勤務手当・・、正規・勤務時間外・勤務及・週休日・勤務・

・・命・・ 職員・支給・・ 手当・、正規・勤務時間外・勤務・

区分・応じ・、・ ・当該各号・定・・割合・乗じ・得額・。（「給

与条例」第16条、「時間外勤務手当等・関・規則」（以下「時間外勤務手

当規則」・。）第3条）

②休日勤務手当

休日勤務手当・・、休日・ ・正規・勤務時間内・勤務・命じ・・

職員・支給・・ 手当・、正規・勤務時間中・勤務全時間・対・、

勤務1時間・勤務1時間当・・給与額・100分・135・乗じ・得額

・、、当該休日他・日・振・替・・ 場合・・支給・・

。（「給与条例」第17条、「時間外勤務手当規則」第9条）

③夜間勤務手当

「夜間勤務手当」・・、正規・勤務時間・ ・午後10時・翌日午前5

時・・・間・勤務・職員・支給・・ 手当・、 ・間・勤務全時間

・対・、勤務1時間・勤務1時間当・・給与額・100分・25・乗じ

・得額・（「給与条例」第18条、「時間外勤務手当規則」第9条）



46 

(3) 新潟市・現状

①時間外勤務手当・決算額・推移（普通会計決算）

平成18年度 平成19年度 平成20年度

支給実績 1、653、551千円1、979、535千円1、816、842千円

1人当・支給年額 273千円 322千円 303千円

出典：人事行政・運営状況・概要及・人事委員会・・抜粋

②政令市比較

政令市・ ・時間外勤務手当・１人当・平均支給月額・給料・占・・

時間外手当・比率・以下・・ ・・ ・ 。

（単位：千円、％）

時間外勤務手当（月額）
月額支給・・ 給料・手当・占
・・時間外手当・割合

新潟市 ２６ ７．７％

・市 ３４ ９．０％

千葉市 ２８ ７．０％

静岡市 ３２ ８．０％

浜松市 １９ ５．７％

堺市 ２４ ６．１％

北九州市 １９ ４．９％

出典：平成20年地方公務員給与実態調査（総務省）・・筆者作成

③部課別超過勤務時間実績(個人月平均時間、上位10位) 

（単位：時間）

平成18年度 平成19年度 平成20年度

１ 財政課 65.44 財務課 70.69 財務課 60.70 

２ 障害福祉課 56.37 廃棄物政策課 63.83 廃棄物政策課 46.30 

３ 契約課 48.28 人事課 59.95 都市交通政策課 45.06 

４ 人事課 47.40 新病院建設課 57.31 農村都市交通施設整備課 40.52 

５ 選管事務局 46.90 廃棄物施設課 52.90 人事課 39.69 

６ 廃棄物政策課 36.18 区政推進課 51.23 廃棄物施設課 39.15 

７ 計画調整課 36.16 食・花・推進課 49.99 区政ｺﾐｭﾆﾃｨー推進課 37.56 

８ 黒崎公民館 32.75 契約課 41.69 道路計画課 37.28 

９ 食・花・推進課 32.50 教育総務課 40.74 西部地域土木事務所建設課 36.82 

10 秘書課 30.21 南区下水道課 39.72 廃棄物対策課 36.78 
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④時間外勤務手当・申請手続・ ・

時間外勤務手当・申請手続・ ・・ 、所属長（通常・課長級）、

職員・対・時間外勤務・命令、 ・・ 基・職員時間外勤務・行、

・後、現認（通常・係長級実施）、所属長時間外勤務命令票・

・事実・確認・ ・・・・ 。各所属・・、当該月分・支給率・異・・

部分・・ 通算、 ・ ・1時間・満・端数 ・・ ・ 、30分以

上・1時間・、30分未満・切・捨・、給与課・報告、翌月・給与・反

映・・ 。

⑤サン・リン・調査

時間外勤務手当・多課・中・、財務課（22名）、廃棄物政策課（10名）、

食・花・推進課（12名）・3課・抽出、平成21年度・、出勤簿、時間

外勤務命令票・基・支給手続適正・行・・・ ・検証 ・ ・、適

正・処理・・ 。

(4) 超過勤務縮減・関・取・組・

時間外勤務及・休日勤務職員・健康及・家庭・与・影響・考慮・、

市・・超過勤務・縮減・関・要綱（平成19年8月7日施行）・制定、

全庁的・超過勤務・縮減・取組・・ ・。

主・取・組・・ ・・ 下記・・ ・・ ・ 。

・ 所属長・・・所属全体・業務・見直・改善。

・ 時間外勤務状況報告書（月45時間超・超過勤務・行職員対象、職

員健康管理課宛提出）・提出・徹底。

・ 超過勤務縮減チェックリスト・活用。

・ ノー残業・ー(毎週水曜日)、育児・日（毎月19日）・徹底。

・ 超過勤務縮減推進員・設置。

・ 超過勤務・関・相談窓口（職員健康管理課安全衛生係及・人事課人事

係）・設置。

(5) 考察

比較的規模類似・ ・他・政令市・・比較・・、１人当・支給

月額・月額支給・・ 給料手当・占・・時間外手当・割合・ ・・・

・標準的・支給水準・ ・・ 考・。

・・ 、各部課別・１人当・月平均時間・・・ ・・・・ 、上位

10位・・・課・ ・・ 総じ・30時間・超過・ ・。中・・財務課

・ ・・ 、例年、超過勤務時間最・長課・・ ・ ・、１人当

・平均60時間・超・ ・。財務課・・サン・リン・調査・結果、超過

勤務最・多職員・230時間・超・月・。・要因・ ・・ 、

予算関連及・決算関連・用務・・・・・主・ ・、国・県・予算編成
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ス・・ュール上、超過勤務避・・・ 状況・ ・。 ・他・要因・

・・ 、政令市移行・伴業務負担、イ・ント関連業務・・・・・・・

・。、同じ課内・・個人間・・ラ ・多 ・、課内・応

援体制・充実・・、業務・平準化、効率化・向取組・必要・考

・・・。

 ３  特殊勤務手当 

 定義 

特殊勤務手当・・、地方自治法第204条第2項・規定・基・、「著

危険、不快、不健康又・困難・勤務・他・著特殊・勤務・、

給与上特別・考慮・必要・、、 ・特殊性・給料・考慮・

・適当・・ ・認・・・・・・」・従事・職員・、 ・勤務・特

殊性・応じ・各団体条例・支給・ ・ ・ ・・ ・・ ・  手当

・ ・。 

新潟市・・、新潟市給与条例第15条2項・・ ・特殊勤務手当・支

給・ ・規定・・ ・ 。 

  新潟市・ ・同手当・種類 

新潟市・・、「新潟市職員・特殊勤務手当支給条例」・・ ・、同手

当・種類・ ・16種類（賦課徴収等業務手当、滞納処分手当、療育指

導等業務手当、清掃手当、接触手当、保健福祉調査等手当、緊急出動

手当、国際緊急援助活動手当、潜水手当、高所作業手当、有機・・製

剤等取扱手当、除雪作業等従事手当、夜間特殊業務手当、福祉施設業

務手当、精神保健福祉業務手当、用地等交渉手当）・定・・ ・（同

条例第2条）。、教職員（2種類）、水道局職員、新潟市民病院職

員・対・手当・除。

(3) 平成16年度通知 

総務省平成16年・公表地方公共団体・特殊勤務手当・実態・・

・・、当該制度・合致・手当多存在、検討・要・・ ・・ 

手当・指摘。 

・・ 総務省・、同制度趣旨・合致・特殊勤務手当・廃止・含・

・見直・・ 総合的・点検・行・ ・通知 ・ ・、平成19年4月

1日・調査・・、政令指定都市・ ・ 92.3％・・手当削減・・・

至。 

・点、新潟市・ ・・ 、平成12年・段階的・特殊勤務手当・見

直・削減・整理・進・ ・ ・、平成18年度・ ・21種類、平成
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19年改正・ ・16種類・・整理・ ・ ・。 ・・ 、平成20

年・・特殊勤務手当・種類数・削減・・ ・・・ 、療育指導等業務手当

・ ・機関・長・長以外・職員・手当・同額化・・・・ 修正・ ・

・。 

特殊勤務手当・推移21

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
支給実績（普
通会計決算）

¥238,446,000 ¥127,295,000

職員全体に占
める手当支給
職員の割合

42.7% 23.3% 30.2% 22.8%

手当の種類 42種類 21種類 18種類 18種類
条例上の種類
（普通会計）

39種類 23種類 22種類 18種類

夜間特殊業務手当夜間特殊業務手当夜間特殊業務手当夜間特殊業務手当

清掃手当 清掃手当 緊急出動手当 緊急出動手当

診療手当 福祉施設業務手当療育指導等業務手当療育指導等業務手当

福祉施設業務手当療育指導等業務手当

療育指導等業務手当

支給額の多い
手当

(4)  特殊勤務手当・推移・分析 

① 支給実績・、新潟市・人事行政・運営等・状況・公表・関・条例

第6条・規定・基・公表（以下「公表資料」・。）・・平成17

年度・・・公表・。平成17年度・改正案・議会・提出・際・

資料・・・・水道局職員、教職員・対・手当・除経済効果・ ・

117，182千円・支出削減・・・・・試算・ ・・ ・・ ・  、平成

20年度・支出・・差・ ・、111，151千円・効果実証・。

② 新潟市・ ・特殊勤務手当・、一般職員、教職員、水道局 職員、

新潟市民病院職員・対・・・ ・ 、水道局職員、新潟市民病院

職員・対・特殊勤務手当・公営企業会計・支出・・ ・ 、普通

会計・・別・・・。 ・、普通会計・対象・・・・・、一般職員及

・教職員・対・特殊勤務手当・・・。

・点、平成18年度及・平成19年度・ ・・ 、公表資料・・、

「特殊勤務手当・種類」・ ・、普通会計・含・・・教職員・対

21 新潟市・人事行政・運営等・状況・公表・関・条例第6条・規定・基・公表。

、黄色・部分・条例又・財務課資料・・・確認 ・・ 。
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・手当・計上・ ・。・平成17年度及・平成19年度・公表資

料・ ・・ 、条例上・種類・・一致・ ・。

以上・観点・、平成17年度乃至平成19年度・公表資料・不適切

・ ・。

・・ 、今後、支給実績・ ・・ 、公表・ ・望・。

③ 平成20年度・「支払額・多手当」・ ・公表・「緊急出動手

当」・、消防職員火災・他・災害・出動、放水、災害現場活動

等・従事場合・支給・・・・・ ・ 。 

 サン・リン・調査 

特殊勤務手当・中・支払額大 ・・・ 、夜間特殊業務手当

・ ・サン・リン・調査・亀田清掃センター・ ・実施

ア 夜間特殊残務手当・・、以下・場合・支給・・ 。 

職員正規・勤務時間・・・勤務・一部又・全部深夜午後10時

・翌日・午前5時・・・間・。以下同じ。・ ・行・・・次

・各号・掲・業務・従事場合・、 ・勤務1回・、夜間特

殊業務手当・支給・・ 。新潟市・場合、支給対象・以下・場合・限

・・・。 

(ｱ) 規則・定・・介護員及・看護師介護・業務・従事場合 

(ｲ) 清掃センター等・ ・焼却炉若 ・尿処理場・運転作業、下

水道管理センター・・ン・管理業務、・ン・運転作業規則・定・・

施設・ ・作業・限・。又・交替制勤務・消防職員行消防業

務・従事場合22

イ 調査・方法 

亀田清掃センター・・、24時間体制・業務・遂行・ ・・・・・

・必夜勤必要・・・、当番制・・・夜勤従事担当者予定

・・ ・。同センター・・、出勤表・・・夜勤従事担当者・出勤・確

認、 ・出勤・応じ手当支給・・ 。 

・、サン・リン・調査・ ・・ 、出勤表・・・一月・夜間勤務

回数・・ウント、 ・回数・導・・ 手当・総額・ ・月・支給

・手当・額一致・ ・調査・5名・ ・行。 

ウ 調査・結果 

勤務実績・・ ・・ 支給・・ 。

(6)  考察

① 新潟市・ ・・ 、総務省・平成16年調査以前・特殊勤務手当・

22  「新潟市職員・特殊勤務手当支給条例施行規則」第6条・・・・、「下水道管理センタ

ー・・ン・場」・・定・・・・ ・。
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削減等・努・・ ・、 ・成果・認・・・・。 

② 夜間特殊業務手当 

新潟市・・、夜勤勤務手当・夜間特殊業務手当併給・・ 場合

・。前者・、Ⅲ２(2)③項目・説明。夜間特殊業務手当・、 ・

勤務実態・特殊性著 ・認・・・・場合・一定額・夜間特殊業務

手当別途措置・・・・・ ・ 。、同手当・、夜勤勤務手当

・共通・一面 ・ ・ ・、夜間特殊業務手当・措置・場合・

次・要件・満必要 ・・ 考・・・ ・ 。 

ｱ 業務・性質上交替制勤務・行・・ ・・・・・ 業務・ ・

・ 

(ｲ) 昼夜・別・、、間断・行・・・業務・ ・ ・

(ｳ) 当該勤務・従事・職員・深夜・ ・勤務、昼間・勤務・同

程度若 ・ ・以上・密度・濃・・・ ・ ・ 

(ｴ) 当該勤務・特殊性、俸給月額、俸給・調整額又・他・給与措置

・特別・考慮 ・・ ・ ・ 

新潟市夜間特殊業務手当・支給対象・ ・ ・前記施設・、

・・ 24時間体制・業務・行・・ ・・・・・ ・・・ ・  、上記

(ｱ)(ｲ)・要件・満 ・・ 明・ ・ ・。、支給対象・ ・・

・ン・管理業務・ミ焼却炉・尿処理場・業務・同程度・特殊性

・・・・ 限定・・ ・ 、・実質的要件(ｳ)(ｴ)・厳密・判断

・必要 ・。 

③ 「療育指導等業務手当」・、次・掲・者・対・療育指導等業務手

当・支給・。 

ア 明生園又・・ ・・ 園・勤務、入所者・直接接・業務・従事

・職員及・発達障児童、言語障児童等・ ・・ 言葉・相談若

・指導又・療育・相談若 ・指導・従事・職員 

イ ・ ・イサ・ートセンター・勤務、在宅知的障者・ ・

・文化的活動、機能訓練等・業務又・入浴及・食事・介助・業務・従

事・職員 

ウ 保育士・資格・有・職員・、心身障児・教育施設・勤務、

心身障児・教育補助・業務・従事・・・

同手当・、「常時入所者・直接接・業務・従事・職員・・月額・」

・支給・・ ・ 、上記業務・従事・者・・・・・該当・状況・

・。 

・状況、特殊勤務手当・定義・定・・地方自治法第204条第2項

・規定・・ ・・  「 ・特殊性・給料・考慮・ ・適当・・ ・
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認・・・・・・」・要件・該当性・疑義生・・・・ 思料・。 

 ４  ・他・手当 

(1) 初任給調整手当 

同手当・、専門的知識・必要・、採用・・・欠員・補充困難

又・特別・事情 ・・ 認・・・・役職・新・採用・・ 職員・初

任給・ ・、 ・水準・特別・調整・趣旨・設・・・ ・ 手当

・ ・、 ・・・・ 必要・人材・公務・・誘致・確保・容易・

・ ・・ 目的・支給・・ 。 

新潟市・・医師・確保・目的・同手当支給・・ （新潟市給与条例

第12条）。 

 扶養手当 

新潟市給与条例・・・、扶養親族・ ・職員・対・支給・手当・

・（同条例第13条、第14条）。支給・範囲・、「他・生計・途・、

主・ ・ ・職員・扶養・受・ ・」配偶者、満22歳・達・日以

後・最初・3月31日・・・間・ ・子・孫及・弟妹、満60歳以上・父

母及・祖父母、心身・著障 ・ ・者 ・場合・限・・・。 

 通勤手当 

新潟市給与条例・・・、通勤・ ・交通機関又・有料・道路・利用

・ ・運賃又・料金・負担・ ・・ 常例・ ・職員・対・支給

・手当・ ・（同条例第14条・2）。、通勤距離2キロメート

ル未満・場合、交通機関等・利用・ ・・・・・ 理由・者等・

・原則・ ・支給・・ 。 

 地域手当 

当該地域・ ・民間・賃金水準・基礎・、当該地域・ ・物価

等・考慮・人事委員会規則・定・・地域・在勤・職員・支給・

手当・ ・（新潟市給与条例第14条・ 3）。、医師・場合・・、

都市部・勤務・医師・・人材確保困難・ ・地方・勤務・医師

・方高・実情・配慮、特殊・地域手当・支給・ ・ ・

・（同条第14条・3・2）。 

国、他・地方公共団体等・職員・者・人事委員会規則・定・・

者、引続俸給表・適用・受・職員・・場合・ ・、人事

委員会必要・認・・場合・、地域手当・支給・ ・ ・ ・（同条

例第14条・3・3）。 

 住居手当（新潟市給与条例第14条・4） 

住居手当・、次・該当・職員・支給・・ 。 
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① 自・居住・ ・住宅貸間・含・。第3号・ ・同じ。・借・

受、月額1万2000円・超・家賃使用料・含・。以下同じ。・

支払・ ・職員人事委員会規則・定・・職員・除。

② ・所有・係・住宅人事委員会規則・定・・ ・・ 準・住宅・

含・。・当該職員・他人事委員会規則・定・・者・・ ・新

築・、又・購入・住宅・ ・、当該新築又・購入・日・起

算・5年・経過・ ・ ・・・ 居住・ ・職員・世帯主・ ・

・・ 

③ 単身赴任手当・支給・・ 職員・、配偶者居住・ ・・ 住宅

人事委員会規則・定・・住宅・除。・借・受、月額1万2000

円・超・家賃・支払・ ・・・ 又・ ・・・・・・・ 権衡上必

要 ・・ 認・・・・・・・ ・人事委員会規則・定・・・・

 単身赴任手当 

単身赴任手当・・、・・・得単身赴任・ ・ ・職員相当数存在

、経済面、心身面・負担・追・ ・実態存・ ・ ・、職員・

経済的負担・軽減・ ・等・目的・援助措置・行・・・ ・ 

（新潟市給与条例第14条・5）。 

新潟市・・、東京事務所等・・勤務者及・市立高等学校・教職員・異

動者・含・10名支給対象・・ ・。 

 宿日直手当 

宿日直手当・、職員命令・・・宿直勤務又・日直勤務・場合・

支給・手当・ ・、具体的・・、①本来・勤務・従事・ ・行庁

舎、設備、備品、書類等・保全、外部・・連絡、文書・収受及・庁内・

監視・目的・ ・勤務、②児童相談所・ ・入所者・生活介助等・

・・当直勤務、③大山台高齢者福祉センター・ ・看護業務・管理又

・監督・ ・・ 看護師等・当直勤務・場合・支給・・ （新潟市給与条

例第18条、新潟市職員・宿日直手当・関・規則第2条）。 

、同手当・、時間外勤務、休日勤務、夜間勤務・・支給・・

（同条例第18条3項）。 

 管理職手当 

管理又・監督・地位・ ・職員・職・、人事委員会規則・指定

・・・・ ・、 ・職務・特殊性・基・、 ・職・ ・者・対、

管理職手当・支給・（新潟市給与条例第21条）。・、管理職、臨

時又・緊急・必要・他・公務・運営・必要・・・休日又・休日等・

勤務場合・、監理職員特別勤務手当・支給・（同条例第21条・2）。



54 

 災害派遣手当 

災害派遣手当・、災害対策基本法昭和36年法律第223号第32条第

1項・規定・基・、災害応急対策又・災害復旧・ ・派遣・職員

・、住所又・居所・離・・市・区域・滞在・ ・・ 要・・・・ 対

・支給・（新潟市給与条例第24条・2）。 

10 寒冷地手当 

寒冷地手当・、寒冷地・在勤・職員・冬期間・ ・慣例積雪・・

・暖房用燃料費等生計費・増嵩分・補塡・趣旨・支給・・ 手当・

・。支給地域区分・、北海道全域・支給地域・、更・平均気温及・

最深積雪・基・、道内・市町村・一級地・三級地・区分、本州・

・・ 、北海道・・・同程度・気象条件認・・・・地域・限・支

給地域・ ・四級地・区分・ ・。具体的・支給地域区分・、国家公

務員・寒冷地手当・関・法律・別表・ ・市町村単位・定・・・

・ ・。 ・・・・・ 新潟市・、 ・支給地域区分・含・・・ ・。 

・、寒冷地手当・新潟市給与条例24条・規定・・ 、平

成16年改正・・・削除・。 ・後、平成18年度・平成21年度

・・寒冷地手当廃止・伴経過措置執・・、平成22年度・ ・完

全廃止・・・（寒冷地手当廃止・伴経過措置・係・規定）。 

平成20年度・支払・・寒冷地手当・、 ・他手当・0.43％・・減

少、平成22年度・・完全・消滅・。 

11 考察 

・他・手当・ ・・ 、寒冷地手当・廃止決・ ・ ・他・大

・変動・・、特・問題点・見 ・・ 。
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Ⅳ 退職手当

 １ 退職手当・制度的背景・ ・

国家公務員・退職手当・「国家公務員退職手当法」・・・支給・・ 。一方、

地方公務員・ ・・ 、地方自治法・ ・普通地方公共団体常勤職員・対

・支給・ ・ ・ ・手当・ ・「退職手当」・法定・ ・、具体的支

給方法・条例・定・・ ・・・・・ ・ ・・ ・ ・ ・  、新潟市・ ・

・「新潟市職員退職手当支給条例」・制定、 ・定・・基・ ・退職手当・

支給・行・ ・。

・・ ・ 、地方公務員・退職手当・、各地方公共団体・条例・基・支給

・・・・ ・ 、地方公務員法第24条第3項・規定・・・、「職員・給与・、

生計費並・・国及・他・地方公共団体・職員並・・民間事業・従事者・給与

・他・事情・考慮・定・・ ・・・・・ 」（均衡・原則）・ ・・ ・・  

・、地方公務員・給与・決定・ ・・ 、国家公務員・給与・参考・ ・

・ ・・・ 主旨・、総務省・・各地方公共団体・対・「職員・退職手当・

関・条例案」 ・他・通知・ ・・ ・ 、各地方公共団体・・基本的・・

・・・ 通知・準じ・条例・制定・ ・・ ・ 。

※退職金・支給・性質・ ・・ (a)在職中・功績・対恩恵的・支給・・・ ・ 功

労報賞説(b)在職中・労務・対価・退職時・一時・支給・・・・ ・ 賃金後払説(c)老後・

生活・保障・ ・・・・・ ・ 生活保障説 ・・・諸説 ・。

一般・、従来・退職手当制度・・、退職手当・支給額・退職日・給与額・退

職理由・勤続年数・応じ支給率・乗・方法・・ ・算出・。 ・・

・計算方法・、勤続年数・応じ・支給率累増・ ・職員・・ ・・ 長期

勤務待遇面・・インセンティ・・・・一方、人事管理上・一定・勤続年数・

支給率・頭打・ ・ ・・・・ 、退職管理・円滑・行・・・・ メリット・

有・。

、 ・・ ・ システム・・、在職中・貢献度合・・ 無関係・、勤続

年数・応じ・退職給付債務・自動的・増加 ・ ・・・・・ 課題・指

摘・意見・ ・、公務員制度改革大綱（平成13年12月25日閣議決定。平成

18年6月16日一部改正）・ ・、退職手当制度・ ・「退職手当・職員

・在職中・貢献度・・・的確・反映・・・・・ 、人材・流動化・阻害・

・・・ ・、退職手当制度・ ・、長期勤続者・過度・有利・・ ・ ・

現状・是正・ ・・ 、新・任用・給与制度・具体的・内容・踏・、支

給率・ー・、算定方式・在・方・見直・行。・、民間企業・退職金・支
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給実態・踏・、全体的・支給水準・見直・行。」・・記載・ ・・・ 至

・、従来型・ ・・・ 基本給連動型・退職手当制度・見直求・・・・ ・

・・。

・・ ・ 状況・踏・、国家公務員・退職手当制度・ ・・ 平成17年秋

・特別国会・ ・「国家公務員退職手当法・一部・改正・法律」成立、

国家公務員・在職中・貢献度・・・的確・反映、人材・流動化・在職期間・

長期化・・対応・ ・・ ・ 制度面・・整備行・・。国家公務員・退職手

当制度・見直・受、地方公務員・退職手当制度・ ・・ 所要・整備必

要・ ・・・ 主旨・、平成18年1月・総務省・・「職員・退職手当・関・

条例（案）・一部・改正・条例（案）等・ ・」 ・他・通知・ ・。

従来・退職手当制度・、退職日・給与額・退職理由・勤続年数・応じ支給

率・乗・方法・・・退職手当・算出・ ・、勤続・功労報賞・

性格・反映・ ・、在職中・貢献支給額・反映・・ 、勤続年数・長

短・・・有利・不利大 ・課題。

改正後・新制度・・、課題・対処・ ・・ 次・・ ・見直

・・・・ ・ 。

勤続・功労報賞的・性格・持従来・最低方式・計算・部分・「退職手当

・基本額」・、一方、新・在職中・ ・貢献部分・反映・ ・「退職

手当・調整額」・設、両者・合計額・「一般・退職手当」・ ・ ・・ 。

（一般・退職手当）

退職 ・・・ 対・退職手当・額・、退職手当・基本額・退職手当・調整額・加・

得額・ ・。

  退職手当 ＝ 退職日俸給月額  退職理由別・勤続年数別支給率  ＋  調整額

                   基本額

調整額・民間企業・ ・・ イント制・退職金制度・モ・ル・、職制上・

段階、職務・級、階級・他職員・職務・複雑、困難及・責任・度合・関

・事項・考慮・定・・区分・・・、勤続年数・中立・形・職員・在職中・貢

献度・退職手当・額・反映・制度・ ・。

（一般・退職手当）

退職 ・・・ 対・退職手当・額・、退職手当・基本額・退職手当・調整額・加・

得額・ ・。
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支給率・ ・・ 所要・見直行・・・ ・。従来・支給率・、支給額・

面・、定年・・長期間・渡・勤続職員・有利・・・、勤続年数長期

・・・・職員・自己都合退職者・長期・・ ・勤続職員・ ・

貢献度反映・・ 傾向。側面・改善・ ・中期勤続

者・支給率・引上、長期勤続者・支給率・若干下・・・・・ 、段差・少

・緩・ ・構造・ ・ ・・ 。

新潟市・ ・・ 、 ・・・ 通知・基・、平成18年・条例・一部改正・

・・ ・ 。

２ 退職手当・受給資格

 退職手当・退職手当条例・規定・・・、常時勤務・一般職・職員・他条

例・定・・者・支給・・ 。

 退職手当・支給率表・在職1年以上・設定・・ ・ 、退職手当条例・

・・・6月以上勤続場合・・ ・・ 1年・・・旨・規定 ・ ・ ・、

実質的・・勤続6月以上・職員・退職手当・受給資格発生・。

「新潟市職員退職手当支給条例」抜粋

退職手当・支給

第条 ・条例・規定・・・退職手当・、前条（新潟市職員退職手当支給

条例第条）・規定・職員・常時勤務・服・・・ 地方公務員法第

条・第項、第条・第項又・第条・第項若 ・第項

・規定・・・採用・者・除。以下「職員」・。退職場合・

・、 ・者死亡・・・退職・場合・・、 ・遺族・支給・。 

 職員以外・者・、職員・ ・定・・・・ ・勤務時間以上勤務

日法令又・条例若 ・ ・・ 基・規則・・・勤務・要・ ・・ 

・、又・休暇・与・・ 日・含・。日以上・月引続・

月・超・・ 至 ・・・ 、 ・超・・ 至日以後引続当該勤務時

間・・・勤務・ ・・ ・・ ・・・・   、職員・・・ ・、 ・条例第

条中年以上年未満・期間勤続者・通勤・・・負傷又・病気以下

「傷病」・。・・・ 退職及・死亡・・・退職・係・部分以外・部分並・

・第条・中公務上・傷病又・死亡・・・退職・係・部分並・・年以上

勤続者・通勤・・・傷病・・・退職及・死亡・・・退職・係・部分以外

・部分・除。・規定・適用・。 

平条例・平条例・平条例・平条例・一部改正
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第５条第７項 

 前各項・規定・・・計算在職期間・年未満・端数 ・場合・・、

・端数・、切・捨・・。、 ・在職期間月以上年未満第

条第項傷病又・死亡・・・退職・係・部分・限・。第条第項又・第

条・第項・規定・・・退職手当・基本額・計算・場合・ ・・ 

年未満・場合・・ ・・ 年・ ・。 

３ 退職手当・計算方法

 常勤一般職員・対・、新潟市職員退職手当支給条例・基・退職手当支

給・・ ・ 。退職手当・基本的・計算構造・「１ 退職手当・制度的背景・

・」・記載 ・ ・、退職手当・基本額・調整額・加算・算出・。

平成18年度条例改正・主・目的、国家公務員退職手当法・改正・準じ・公

務員制度改革・ ・退職手当制度・改革・必要性・給与構造改革・状況等・

対応、職員・在職期間中・公務・・貢献度・・・的確・反映・制度・実現

・ ・・ ・ ・・ ・・   述・。

制度・実現・ ・・ 改正・具体的中身・、「退職理由別支給率」・

改正・民間企業・退職金・・イント制・ ・職務・イント・参考・「退

職手当・調整額」・導入・ ・。

(1) 退職手当・基本額

退職手当・基本額・、新潟市職員退職手当支給条例第3条・第4条・4

・・及・第4条・７ ・第4条・９・・・規定・基・計算・・・・ ・ 

、原則的・・退職日俸給月額・勤続期間・応じ退職理由別支給率・乗じ

・算出・ ・ ・ ・（、支給限度額・退職日俸給月額・60ヶ月

分・限度・ ・）。

退職理由別・支給率・次頁・・ ・・ ・ 。退職理由別支給率・平成18

年度・条例改正・・・改正行・・・ ・。従来・支給率・、在職中・貢献

度・関係・、定年・理由・長期勤続者・有利・設計・・ ・ ・・ 

問題点指摘・・ 。 ・、中期勤続者（勤続年数概・16年

・24年・者）・支給率・引上、長期勤続者（勤続年数概・25年以

上・者）・支給率・微減・・・・・ 、段差・少・緩・ ・構造・ ・・

、支給率・見直・行・ ・、現在・、改正後・支給率・・・退職手当

・計算 ・・ ・ 。
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職理由別支給率 

  改正箇所 

（改正前）     （改正後）    

勤続

年数 

自己 

都合 

定年・

勧奨・

公務外

死亡 

勤務公

署移転

整理・公

務上傷

病、死亡 

公務外

傷病そ

の他 

勤続

年数

自己

都合

定年・

勧奨・

公務外

死亡 

勤務公

署移転 

整理・公

務上傷

病、死亡 

公務外

傷病そ

の他 

1 0.6 1 1.25 1.5 1 1 0.6 1 1.25 1.5 1

2 1.2 2 2.5 3 2 2 1.2 2 2.5 3 2

3 1.8 3 3.75 4.5 3 3 1.8 3 3.75 4.5 3

4 2.4 4 5 6 4 4 2.4 4 5 6 4

5 3 5 6.25 7.5 5 5 3 5 6.25 7.5 5

6 4.5 6 7.5 9 6 6 3.6 6 7.5 9 6

7 5.25 7 8.75 10.5 7 7 4.2 7 8.75 10.5 7

8 6 8 10 12 8 8 4.8 8 10 12 8

9 6.75 9 11.25 13.5 9 9 5.4 9 11.25 13.5 9

10 7.5 10 12.5 15 10 10 6 10 12.5 15 10

11 8.88 11.1 13.875 16.65 11.1 11 8.88 13.875 13.875 16.65 11.1

12 9.76 12.2 15.25 18.3 12.2 12 9.76 15.25 15.25 18.3 12.2

13 10.64 13.3 16.625 19.95 13.3 13 10.64 16.625 16.625 19.95 13.3

14 11.52 14.4 18 21.6 14.4 14 11.52 18 18 21.6 14.4

15 12.4 15.5 19.375 23.25 15.5 15 12.4 19.375 19.375 23.25 15.5

16 13.28 16.6 20.75 24.9 16.6 16 15.39 21.375 21.375 24.9 17.1

17 14.16 17.7 22.125 26.55 17.7 17 16.83 23.375 23.375 26.55 18.7

18 15.04 18.8 23.5 28.2 18.8 18 18.27 25.375 25.375 28.2 20.3

19 15.92 19.9 24.875 29.85 19.9 19 19.71 27.375 27.375 29.85 21.9

20 21 27.3 27.3 32.76 21.84 20 23.5 30.55 30.55 32.76 24.44

21 22.2 28.86 28.86 34.632 23.088 21 25.5 32.63 32.63 34.476 26.52

22 23.4 30.42 30.42 36.504 24.336 22 27.5 34.71 34.71 36.192 28.6

23 24.6 31.98 31.98 38.376 25.584 23 29.5 36.79 36.79 37.908 30.68

24 25.8 33.54 33.54 40.428 26.832 24 31.5 38.87 38.87 39.624 32.76

25 33.75 42.12 35.1 42.12 35.1 25 33.5 41.34 41.34 41.34 34.84

26 35.25 43.992 36.66 43.992 36.66 26 35.1 43.212 43.212 43.212 36.504

27 36.75 45.864 38.22 45.864 38.22 27 36.7 45.084 45.084 45.084 38.168

28 38.25 47.736 39.78 47.736 39.78 28 38.3 46.956 46.956 46.956 39.832

29 39.75 49.608 41.34 49.608 41.34 29 39.9 48.828 48.828 48.828 41.496
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30 41.25 51.48 42.9 51.48 42.9 30 41.5 50.7 50.7 50.7 43.16

31 42.5 53.04 44.2 53.04 44.2 31 42.7 52.572 52.572 52.572 44.408

32 43.75 54.6 45.5 54.6 45.5 32 43.9 54.444 54.444 54.444 45.656

33 45 56.16 46.8 56.16 46.8 33 45.1 56.316 56.316 56.316 46.904

34 46.25 57.72 48.1 57.72 48.1 34 46.3 58.188 58.188 58.188 48.152

35 47.5 59.28 49.4 59.28 49.4 35 47.5 59.28 59.28 59.28 49.4

36 48.75 59.28 49.4 59.28 49.4 36 48.7 59.28 59.28 59.28 49.4

37 50 59.28 50 59.28 50 37 49.9 59.28 59.28 59.28 49.9

38 51.25 59.28 51.25 59.28 51.25 38 51.1 59.28 59.28 59.28 51.1

39 52.5 59.28 52.5 59.28 52.5 39 52.3 59.28 59.28 59.28 52.3

40 53.75 59.28 53.75 59.28 53.75 40 53.5 59.28 59.28 59.28 53.5

41 55 59.28 55 59.28 55 41 54.7 59.28 59.28 59.28 54.7

42 56.25 59.28 56.25 59.28 56.25 42 55.9 59.28 59.28 59.28 55.9

43 57.5 59.28 57.5 59.28 57.5 43 57.1 59.28 59.28 59.28 57.1

44 58.75 59.28 58.75 59.28 58.75 44 58.3 59.28 59.28 59.28 58.3

45 59.28 59.28 59.28 59.28 59.28 45 59.28 59.28 59.28 59.28 59.28

(2) 退職手当・調整額

 改正前・退職手当・算定方法・、退職日給料月額・・・退職手当・算定・基

礎・ ・ ・、在職中・貢献度退職手当・反映・・ 仕組・・・ ・

。弊害・解消・ ・、職・職制上・段階、職務・級、階級・他

・職・複雑、困難及・責任・度合・関・事項・考慮・決・・区分・・・

職員・在職中・貢献度・評価、退職手当・額・反映・「調整額」・仕組・

・導入・ ・。近年、民間企業・退職金制度・、在職中・貢献度・退職金・

支給額・反映 ・ ・・ 仕組・・ ・ ・・・・ イント制・導入・ ・・

・増・ ・・ ・ ・ 、「調整額」・制度・、 ・・ イント制・ ・職

務・イント・モ・ル・ ・ ・・ ・・・ ・  。現在・、退職手当・基本額・

・調整額・加算 ・・・ 一般・退職手当・ ・退職者・支給・ ・。

具体的・計算方法・、新潟市職員退職手当支給条例第4条・10・規定・定・

・・・ ・、職制上・段階、職務・級、階級・他・職・複雑、困難及・責

任・度合・関・事項・考慮・職員・区分・定・、以下・方法・・・算定

・。

（具体的算定方法） 

基礎在職期間・初日・属・月・末日・属・月・・・各月・・ 、当該各月
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・ ・者属・職員・区分（第１号区分～第９号区分）・応じ・定・・額（調

整月額）・、 ・額多・・ ・ ６０月分・調整月額・合計額・調整額

・ ・。 

・、職員・区分・、俸給表・級数・対応・関係・・ ・ ・。 

一般俸給表適用職員・調整月額区分 

区

分
調整月額 

月

・・ 

月

以降 

区

分
調整月額 

月

・・ 

月

以降 

１，円 級 級 
７，円

級 
級 

２，円 級 級 級 

３，円 級 級 

８ 円

級 級 

４，円 級 級 級 
級 

５，円 級 級 級 

６，円 級 級     

例新級・在級期間年（月）、新級・在級期間年（月）・ ・

場合・調整額・、（，円月）＋（，円月）＝，，

円・・・。 

① 短期勤続者等・対・退職手当・調整額 

    以下・者・対・退職手当・調整額・、次・・ ・・ ・ 。 

 勤続２４年以下・退職者 

     第７号区分・調整額・勘案・（０円・ ・） 

 勤続４年以下・退職者及・勤続１０年以上２４年以下・自己都合退職者 

・・・ 計算額・２分・１・相当・額 

  ② 退職手当・調整額支給・・ 者 

 退職手当・基本額支給・・ 者 

 勤続９年以下・自己都合退職者 

  ③ ・他 

   退職手当・調整額・算定対象・・・・・、平成８年４月１日以降・期間・ ・。 

４ 退職者数・推移・退職手当・支給実績

 最近・退職理由別退職者数及・退職手当支給実績・推移・以下・・ ・・ 
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・。

退職手当支給実績       

（単位：百万円）

会計区分 退職事由 
H18年度決算 H19年度決算 H20年度決算 

人数（人） 金額 人数（人） 金額 人数（人） 金額 

普通会計 普通 41 316 35 342 29 271

定年 107 2，639 160 3，983 170 4，212

募集 120 3，146 112 2，928 118 3，113

特別職 2 39     2 20

22条臨時 6 45 5 90 9

計 276 6，142 352 7，259 409 7，627

公営企業等会計 普通 31 79 33 104 34 29

定年 17 451 23 593 26 667

募集 22 516 11 285 7 179

特別職 1 10         

22条臨時         1 

計 71 1，057 67 983 68 876

合計 普通 72 395 68 446 63 300

定年 124 3，090 183 4，577 196 4，879

募集 142 3，662 123 3，213 125 3，292

特別職 3 50 0 0 2 20

22条臨時 6 45 5 91 9

  計 347 7，200 419 8，242 477 8，503

 過去3年度・退職者数及・支給額・・・・、 ・・ 増加傾向・ ・。

５ 退職手当・支給見込額

調査日（平成21年11月）現在・ ・、今後・退職者及・退職手当支給見

込額・ヒヤリン・ ・ ・次・・ ・・・ 。

・・・・・ 、退職支給額、退職人数・・、平成21年度以降・増加予定・

・。
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今後・退職手当見込額（新潟市全体）

区分 平成21年度 平成22年度  平成23年度

退職者数（人） 退職手当額（千円） 退職者数（人） 退職手当額（千円） 退職者数（人） 退職手当額（千円） 

普通 63 589，113 63 589，113 63 589，113

定年 185 4，584，115 191 4，732，789 201 4，980，579

募集 127 3，350，895 124 3，271，740 116 3，060，660

計 375 8，524，123 378 8，593，642 380 8，630，352

・、新潟市職員・年齢層別人員構成・以下・・ ・・ ・ 。

※「新潟市・現状分析 平成21年5月 新潟市行政改革チーム」 ・・

新潟市職員・年齢層別人員構成・・・・、 ・・・ 「団塊・世代」・中心・

50歳代占・・割合最・多、今後数年間・60歳定年退職者・中心・

大量退職継続・見込・・・ ・。 ・・・・ 財源的・負担・・対応今後

・引続課題・・・。
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６ 退職手当債・ ・

 退職手当・財源的・負担・対応・ ・、新潟市・・退職手当債・起債・

・。残高・推移（予定・含・）・・・・・・以下・・ ・・ ・ 。

退職手当債 残高推移 

 退職手当債・、地方財政再建促進特別措置法・規定・基・、地方公共団体

財政・健全化・図・ ・、職制・ ・定数・改廃・ ・予算・減少・・・

退職職員・支払退職手当・財源・ ・・ ・・  発行・地方債・ ・。

起債・ ・・ 、職員・退職・・ ・当該地方公共団体・財政負担軽減

・、真・財政再建・健全化促進・・・・・ ・ 、・・ 職員数・純減、

将来・・ ・確保・・ ・・・・・  等・基本的・要件 ・。

尚、調査日現在（平成21年11月）・ ・、平成21年度中・・5、000百

万円程度・起債見込・・・ ・・・ ・・ ・  。

７ 退職手当・支給状況

 平成19年4月1日・平成20年3月31日・・・期間・退職職員一人

当・・ 退職手当・指定都市別・支給状況・次・・ ・・ ・ 。

（単位：百万円）

償還元金未償還残高償還元金未償還残高償還元金未償還残高償還元金未償還残高償還元金未償還残高

平成18年度 0 1,000 0 1,000 0 1,000 71 928 142 786

平成19年度 ― ― 0 3,000 0 3,000 0 3,000 214 2,785

平成20年度 ― ― 0 4,000 0 4,000 0 4,000

合計 0 1,000 0 4,000 0 8,000 71 7,928 357 7,571

平成23年度
借入年度

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
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指定都市（17団体）・退職手当・支給状況

（単位：千円）

指定都市名 

全職種 一般職員 
一般職員・一般行政

職 
教育公務員 

全退職者

・平均支

給額 

歳定年

退職者・平

均支給額 

全退職者・

平均支給額

歳定年

退職者・平

均支給額 

全退職者・

平均支給額

歳定年

退職者・平

均支給額 

全退職者・

平均支給額

歳定年

退職者・平

均支給額 

札幌市 ，，，，，， ， 

仙台市 ，，，，，，，，

・市 ，，，，，， ，，

千葉市 ，，，，，，  

横浜市 ，，，，，，，，

川崎市 ，，，，，，，，

新潟市 ，，，，，，，，

静岡市 ，，，，，，，，

浜松市 ，，，，，，，，

名古屋市 ，，，，，，，，

京都市 ，，，，，，，，

大阪市 ，，，，，，，，

堺市 ，，，，，， ，，

神戸市 ，，，，，，，，

広島市 ，，，，，，，，

北九州市 ，，，，，，  

福岡市 ，，，，，，，，

※総務省HP「平成20年度地方公務員給与実態調査」・・（報告数値・関係・団体公

表・数値・異・・場合 ・。）

（注１）平成19年4月1日・平成20年3月31日・・・期間・退職職員１人
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・平均・支給額・ ・。

（注２）全退職者・・、「昭和37年改正条例(案)附則第5項・適用者」・含・・。

(注３)「60歳定年退職者・平均支給額」・全退職者・60歳定年・退職職員１人

・・ 平均支給額・ ・。

(注４)個人情報保護・観点・、対象・・・職員1人又・2人・場合・、当該箇所・「ア

スタリスク（＊）」・ ・ ・。（ ・他、数値・・欄・ ・・ 全・「ハイフン

(-)・ ・ ・。」

平成20年度・新潟市・ ・退職職員一人当・・ 退職手当・平均支給額・、

指定都市17団体中、全退職者平均上・4番目・水準・ ・、60歳定年退

職者・平均上・15番目・水準・・ ・ ・。

８ 平成18年度改正・退職手当・対・影響・関・考察

 平成18年度・条例改正退職手当・支給額・与・効果・検証・。

(1)退職給付債務

 新潟市・・普通会計・貸借対照表・作成・ ・、固定負債・「退職手当引

当金」・計上・ ・。貸借対照表注記・・・・、引当金・計上方法・次・方

法・・ ・ ・。

 引当金・計上方法 

  退職手当・ ・・ 、普通会計及・法非適企業会計及・ ・他・公営企業会計・

・、会計年度末・職員全員普通退職場合・要支給額・計上・ ・。（以下省略） 

・・ 、会計年度末・ ・職員全員自己都合・・・一斉・退職場合

・退職手当要支給額・引当金・ ・計上・ ・・・ ・ 。 ・基準・・・引

当金・計上・場合、平成18年度改正後・退職手当・計算基準・、同改正前・

同基準・比・・・、中期勤続者・支給額増・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・ 、

引当金・額増加・ ・ ・予想・・ 。

・、新潟市人事課給与係・依頼、平成18年度改正・ ・退職給付債

務・・影響額・検証・ ・、退職手当引当金・試算・実施 ・ ・以下・

・ ・結果・・。
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(a)平成21年度末職員全員普通退職場合・退職手当総額（全会計分）

70，168，278千円

(b) (a)・場合・平成18年・条例改正前・制度・再計算場合・額

64，123，187千円

(c) 平成18年・条例改正・・・影響額

(a)－(b) ＝ ＋6，045，094千円

検証・結果、平成18年度・条例改正・・・引当金・約60億円増加 ・

・・・。

(2)退職理由別・シミュレーション

①サン・リン・調査・結果

平成18年度改正、退職手当・支給額・与・影響・退職理由別、勤続年数

別・検証・ ・、平成21年度・退職予定者・、サン・リン・調査・行

。

調査・方法・、平成21年度・退職者、退職予定者・中・職位、退職理由、

勤続年数・異・・者・数名抽出、退職日・平成22年3月31日・設定、

実際・退職日月額報酬額・計算要素・平成18年度改正前・基準・改正後・基準

・退職支給額・シミュレーション。

自己都合・起因・ ・退職者・ ・・ 、在職年数・比較的少・者・ ・

・横・又・減少・・ ・ ・、在職年数17年以上・者・ ・・ 、退職手

当支給額増加・結果・・。

   ア 平成18年度改正前・基準・・・定年退職者・計算例

退職日報酬
月額（円）

在職基礎
年額(年)
退職事由支給率退職手当額

(円)

職員　１ 60主査 465 373,400 33定年退職 56.1620,970,14420,970,144

職員　２ 60副参事 573 423,300 41定年退職 59.2825,093,22425,093,224

職員　３ 60課長 677 425,900 42定年退職 59.2825,247,35225,247,352

職員　４ 60参事 745 448,300 37定年退職 59.2826,575,22426,575,224

職員　５ 60部長 831 471,400 37定年退職 59.2827,944,59227,944,592

職位年齢検証対象者

一般の退職手当

合計号級
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イ 平成18年度改正後・基準・・・定年退職者・計算例

※定年退職者・ ・・ 職位・勤続年数・ ・・ 全・・対象者・ ・退

職手当・支給額増加・結果・・

ウ 平成18年度改正前・基準・・・自己都合退職者・計算例

退職日報酬
月額（円）

在職
基礎
年額
(年)

退職事由支給率退職手当額
(円)

区分
（号）
調整月
額（円）
在職
期間
(月）

区分
(号)
調整月
額（円）
在職
期間
(月）

退職手当
額

職員１60主査465 373,400 33定年退職 56.31621,028,394 620,850 60 1,251,00022,279,394

職員２60副参事573 423,300 41定年退職 59.2825,093,224 433,350 60 2,001,00027,094,224

職員３60課長677 425,900 42定年退職 59.2825,247,352 341,700 13 433,350 472,109,55027,356,902

職員４60参事745 448,300 37定年退職 59.2826,575,224 341,700 60 2,502,00029,077,224

職員５60部長831 471,400 37定年退職 59.2827,944,592 245,850 12 341,700 482,551,80030,496,392

検証
対象
者
年齢

調整額

号

一般の退職手当

職位級 合計

退職日報酬
月額（円）

在職基礎
年額(年)
退職事由支給率退職手当額

(円)

職員　Ａ 24技師 130 180,600 2普通(自己都合) 1.2 216,720 216,720

職員　Ｂ 32主事 226 231,300 8普通(自己都合) 6 1,387,800 1,387,800

職員　Ｃ 36副参事 324 266,200 11普通(自己都合) 8.88 2,363,856 2,363,856

職員　Ｄ 41主査 443 349,000 17普通(自己都合) 14.16 4,941,840 4,941,840

職員　Ｅ 49副参事 567 392,100 26普通(自己都合) 35.2513,821,52513,821,525

職員　Ｆ 53課長 665 418,100 31普通(自己都合) 42.517,769,25017,769,250

職員　Ｇ 55参事 734 437,700 31普通(自己都合) 42.518,602,25018,602,250

職員　Ｈ 60部長 827 469,800 36普通(自己都合) 48.7522,902,75022,902,750

職員　 Ｉ 59部長 916 512,900 37普通(自己都合) 5025,645,00025,645,000

級号

一般の退職手当

合計検証対象者年齢職位
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エ 平成18年度改正後・基準・・・自己都合退職者・計算例

※自己都合・起因・ ・退職者・ ・・ 、在職年数・比較的少・者・

・・横・又・減少・・ ・ ・、在職年数17年以上・者・ ・・ 、退職

手当支給額増加・結果・・。

② 定年退職者・対・退職手当支給額・ ・・ 考察

サン・リン・調査・結果・受、条例・内容・ ・考察。

勤続年数・応じ支給率・ ・見・・、定年退職・理由・ ・支給率・

・・ 、勤続35年以上・層・ ・、改正・前後・支給率・ ・・ 59.28・

変更見・・・。条例・定・・60歳・・定年・目処・ ・・ 、満25歳未満

・採用・者・ ・・ 勤続35年・要件・満 ・・・・ 。

・・ 「退職手当・基本額」・支給部分・ ・・ 支給率・・・影響・

・、退職手当・計算・基礎・・・退職日報酬月額同じ・ ・・ 仮定・・

・・「調整額」加算・・ 分、「一般・退職手当」・支給額・増加・結果・

・・・考・・・ 。

定年退職者・勤続年数・応じ支給率・ ・・ 、勤続年数25年・32年

・層・改正・・・支給率下 ・ ・、現状、職員・多・新卒採用者・

・ロ・ー職員・ ・ ・予想・・ ・ ・ 、勤続年数25年～32年・定年

退職者・ ・層・絶対数・・・・・多・ ・予想・・ ・ 、支給率・減

少自体0.78・ ・、 ・・ 金額・換算・・ 、退職日基準額・部長級・退職

日報酬月額・ ・471、400円・仮定・・ 367、692円・減額・ ・・・ 。

一方、調整額・ ・・ 、仮・副主査級・7号区分・・・・16、700円60ヶ

月・、1、002、000円・支給・ ・・ ・・  考・・ 、定年・理由・ ・退

職手当・ ・・ 、・・ ・・・ 勤続年数・層・渡・、平成18年度改正後・条

退職日報酬
月額（円）

在職
基礎
年額
(年)

退職事由支給率退職手当額
(円)

区分
（号）
調整月
額（円）
在職
期間
(月）

区分

(号)
調整月
額（円）
在職
期間
(月）

退職手当
額

職員Ａ24技師1 30 180,600 2普通(自己都合) 1.2 216,720 0 216,720

職員Ｂ32主事2 26 231,300 8普通(自己都合) 4.8 1,110,240 0 1,110,240

職員Ｃ36副参事 3 24 266,200 11普通(自己都合) 8.88 2,363,856 0 2,363,856

職員Ｄ41主査4 43 349,000 17普通(自己都合) 16.83 5,873,670 620,850 24 500,400 6,374,070

職員Ｅ49副参事 5 67 392,100 26普通(自己都合) 35.113,762,710 525,000 51 620,850 9 1,462,650 15,225,360

職員Ｆ53課長6 65 418,100 31普通(自己都合) 42.717,852,870 433,350 36 525,000 24 1,800,600 19,653,470

職員Ｇ55参事7 34 437,700 31普通(自己都合) 42.718,689,790 341,700 24 433,350 36 2,201,400 20,891,190

職員Ｈ60部長8 27 469,800 36普通(自己都合) 48.722,879,260 245,850 36 341,700 24 2,651,400 25,530,660

職員 Ｉ 59部長9 16 512,900 37普通(自己都合) 49.925,593,710 150,000 24 245,850 36 2,850,600 28,444,310

検証
対象
者
年齢職位級号

一般の退職手当

合計

調整額
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例・基準・・・計算 ・、条例・改正前・基準・・・計算場合・比

較・、退職手当支給額・増加・結果・・・・考・・・ （ ・試算・、退

職日報酬月額条例・改正前後・同額・ ・ ・前提条件・・・）。

③ 自己都合退職者・対・退職手当支給額・ ・・ 考察

引続、自己都合・理由・ ・退職者・ ・考察・加・。勤続年数・

応じ支給率・減少・ ・層・勤続年数6～10年・層・同25年～27年・層

・・ ・ ・。

勤続年数6～10年・層・ ・・ 、「調整額」・加算・無・ ・ ・・

僅・考・・・ ・ 、退職手当・支給額・条例改正前・・・改正後・・

減少・ ・予想・・ 。、 ・層・、退職手当・支給額自体

概・総額・2~3百万円前後・予想・、改正支給額・与・影響・、金額・

ース・・僅・ ・・ 考・・・ 。

勤続25年～27年・層・ ・・ 支給率・減少・0.05～0.25・ ・、退職日

基準額・部長級・471、400円・仮定・・ 減少額・23、570円～117、850円

・ ・、「調整額」・支給・考・・ 退職手当・支給総額・基本的・・改正後・

基準・・増加・・・・ 考・・・ 。

以上・検証・結果、平成18年度・退職手当条例・改正・、退職・理由・ ・

・、退職日・報酬月額同額・ ・・・・ 、職員一人 ・・ 退職手当支給

額・増加 ・結果・・ ・ ・・ 考・・・ 。

９ 意見

（1) 退職手当・財源・人員管理・ ・

 新潟市・・・・、近年、 ・・・ 「団塊・世代」・大量退職・影響・・

・、地方自治・現場・・職員・退職手当・支給・ ・・ 財源・確保課題

・・ ・ ・。

・ ・、財源・確保・手段・ ・退職手当債・起債・方法 ・、

新潟市・ ・・ 起債・ ・・ ・ ・・ ・・   述・。「退職手当債」・

①職員・退職・・・当該地方公共団体・財政負担軽減・、財政・健全化

促進・・ ・・・・・  ②職員数・純粋・減少・ ・将来・・

・確保・・ ・・・・・  、・・・起債・当 ・・ 条件 ・、総務省

・許可制・・ ・ ・。又、許可・申請・ ・・ 総務省・人件費・将来

計画・提出・ ・・・ ・ ・ 。 ・・ 、将来・人件費・ ・負担減

起債・前提・・ ・ ・、償還・前提・・・ ・ ・、結局・・ ・、

負債・償還・将来・新潟市・財政・・負担・ ・ ・・・・ ・ 
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「行政改革・ラン2005」・掲・・・ ・・ ・  財政運営・面・総人件費

・適正・コントロール・ ・重要・ ・・ 考・。

人件費・ ・財政面・・問題・解決・ ・・・・ ・ 案・

・、市職員・年齢別人員構成・均一化・図・方策・検討・必要 ・・ 考

・。

新潟市職員・年齢別人員構成・、 ・・・ 「団塊・世代」・ ・50歳代後

半・、30歳代半・・人員集中・ ・構成・・ ・ ・。

 地方自治・現場・ ・・ 、事務職・中心・ ・、従来、公務員・定数・、

定数条例・従欠員・新・任用・補充・・・ 考方・退職者分・欠員

・、概・新規・採用・賄・。

・ ・・ 、 ・特定・時期・職員・大量・採用・・ 、 ・世代退職

時期・迎 ・ ・、一時期・退職手当・財源的負担顕在化、財政面・

行政・運営・不安定・要因・与・ ・・ 意味・。 ・ ・、今、・ ・

団塊世代・大量退職・対・退職手当・支給負担・・ーク・迎・ ・、

・退職者・欠員分・新規採用者・・・補充場合、40年後・ ・新規採

用者・定年退職・迎・・ ・ 、再・退職手当・支給負担・問題

発生・ ・予想・・ 。

・、 ・・ ・ 新規採用者・中心・任用・方法・・、特定・年齢層

・人員集中・構成・改善・ ・・ 不可能・ ・、組織内・ ・「青・

壮・老」・・ランス常・ ・ ・構成・・・、・スト・配分・不自然・・

・・・・ ・・ 得・ ・・・ 課題解消・ ・ ・弊害・ ・ ・予

想・・ 。

問題・対応・ ・、欠員・補充・新卒採用者・偏・ ・ ・・

、一定・割合・ ・・ 民間企業等・勤務経験 ・中途採用者・賄・

発想・検討・値・・ 考・。

民間企業経験者・ ・・ 、「新潟市行政改革・ラン2005」・ ・導入

謳・・、平成19年度・実施・・・ ・ 過去3年間・採用試験合格者数

計17人・、市職員全体・占・・割合・・ ・ ・。過去3年間・実績・

・・ 、退職者・概・1％程度・民間企業等経験者・採用枠・賄・ ・

・ ・、行政改革・ラン・趣旨・・・ ・ 不十分・ ・・ 感じ・。

 地方分権化・進展・伴、民間・培・・様々・経験・持多様・人材・

採用・拡大・ ・・・・ 民間企業・様々・ノウハウ・コスト意識行政・

導入・・ ・・  公務員制度改革・新潟市行政改革・ラン・趣旨・・適、

有意義・ ・・ ・・  思・・・。

・・ ・ 取・組・・・・、年齢別・人員構成平準化・・ 、退職手当

・支給一時期・偏・ ・・・・ 発生・財源不足・問題緩和・、 ・
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他・人件費・毎年平準化・・ ・・・・  、限・ ・財源・・・計画的・運

用・ ・可能・・・・考・。  

(2) 退職手当・受給資格・ ・

  民間企業・ ・・ 、新卒採用者・退職率・、俗・「３年３割（採用３

年以内・約３割・者退職・）」・・・ ・・・ ・ 。

中央労働委員会公表・ ・「平成19年 賃金事情等総合調査」・・

民間企業・ ・退職一時金・受給資格発生・最低勤続年数・調査

・ ・。調査・対象・資本金5億円以上、又・従業員1、000人以上・民間

企業・ ・、有効回答社数・248件・・ ・ ・。同調査・・・・、自己

都合・理由・ ・退職者・、退職一時金・受給資格・得・ ・・ 最低勤務

年数・以下・・ ・・ ・ 。

勤続年数 該当社数 割合 

1年未満 13 6.4%

1年以上2年未満 59 29.2%

2年以上3年未満 29 14.4%

3年以上 101 50.0%

合計 202 100.0%

※中央労働員会「平成19年賃金事情等総合調査」・数値・・・・ ・・

・・・・・ 、調査対象企業・半数、勤続後3年以上・退職一時金・

受給資格発生、一方、勤続年数1年未満・受給資格発生・・・ 、

全体・・6.4％・ ・。

「新潟市職員退職手当支給条例」・・・・、新潟市職員・退職手当・受給

資格・、事実上、採用後６月・発生・ ・・・・ 、民間企業・・比

較・・ 、相当・・ランス・欠・ ・・・・ 感じ・。

  公務員・退職手当・ ・財源税金・賄・・・ ・ ・・ 考・・ 、採

用後１年・待 ・退職者・・退職手当・基本額支給・・ 現状

・関・・ 、近年・民間企業・ ・厳経営状況・・・・「情勢適応

・原則」・「均衡・原則」・・・公務員・給与・対・基本的・考方

・・違和感・持。

、短期間・勤務者・退職手当・受給資格・要件・ ・・ 、

公務員給与・基本的・ ・方・立返・、地域・民間企業・実態・調査・

上、市民・理解得・・・範囲・、一定・調整・図・ ・・ 検討・余地

・・ 考・。
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(3) 退職手当・調整額・人事評価・ ・

  平成18年度・条例改正・・・新・「退職手当」・算定方式・・、「退

職手当・調整額」・「退職手当・基本額」・加算・ ・・ ・ ・ 。「退

職手当・調整額」・民間企業・退職金・・イント制・ ・職務・イント

・参考・ ・ ・・ 考・・ 、 ・導入・趣旨・勤続期間・長 ・・

、在職中・公務・・貢献度・退職手当・支給額・反映 ・ ・ ・

・・ ・、具体的算定方法・前述 ・ ・・ ・ 。

、 ・「退職手当・調整額」・計算方法・、 ・計算・基礎・・

・「職員・区分」、俸給表・級数・対応・関係・・ ・ ・。 ・・

、 ・「級数」「在職中・貢献度」・対応関係・・ ・ ・ ・計

算・前提・・ ・ ・ ・・・・ 。級数・・対応関係・ ・、退職手当

・支給額・計算要素・一・ ・「退職日俸給月額」・ ・・ 、 ・級

数・・対応関係・ ・決定・・ 。 ・・ 、 ・「級数」公正・

人事評価制度・基・昇給制度・・・決定・・ ・・・・・ ・・   、費

用対効果・観点・・ 、効率的・運営・ ・・ ・・・  言難・・・

・ ・ ・恐・ ・。裏・返・、市民満足度・連動公正・基準

・基・人事評価制度構築・ ・・ 、役職・号級・在職中・貢献・一定

・対応関係 ・・・・・・ ・ ・ 、退職手当・支給・ ・・ 費

用対効果・面・合理性認・・・・ ・・・・・ 思・・・。

以上・観点・退職手当・ ・・ 、職員・市民・対・貢献度・評価

・基準・公正・人事評価制度・・・評価、 ・支給額・反映・

・ ・ ・望・・・訳・ ・、現行・退職手当・計算構造・、

給与・昇任・ ・評価反映・・ 事・・・、退職手当・支給額・・自

・ ・評価反映・・ 事・・・。 ・意味・・給与、退職手当、昇任等

・制度・公正・人事評価制度・・有機的・関係・構築期待・・ 。
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第３部 人事管理・関・事務・執行

Ⅰ 採用 

１ ・じ・・

         人員・一人採用・ ・・ 、生涯・・ ・支払給与、研修・ ・

費用、社会保障費・・・考併、数億円・投資・行 ・・ 等 ・・

・ ・考 ・。 ・人的投資・見合効果、 ・投資額数億円

・下回・場合・・、経営・観点・・ 、「投資・失敗」・評価・・・。

人材・関・ ・・ 同様・価値観・地方公共団体・当・・・・ ・・・

異論 ・ ・ ・・ 。、地方公共団体・、 ・運営基盤税金

・支・・・ ・ 以上、民間企業以上・効率的・運営・求・・・・立場・

・・ ・ 。・・・・職員・定年退職・・・在職期間中、数億円・財政

的・支出・伴 ・・ 事実・ ・、事実・踏・ ・・ 、「新潟市

人材育成基本方針」・掲・新潟市職員・ ・必要・資質・備優秀・

人材・採用・ ・・ 、限・・財源・有効・活用・・ 視点・・

意義・ ・ ・・ 捉、「採用・制度」・ ・・ 今回・外部監査・範囲

・含・・ ・・ 。

  ２ 採用・現状

(1) 人事委員会・・・採用試験

    地方公務員・採用・ ・・ 、地方公務員法第15条・「職員・任用・、

・法律・定・・・ ・・・・ 、受験成績、勤務成績、 ・他・能力・

実証・基・ ・行・・ ・・・・・ 」・・規定 ・、具体的手段・

・「人事委員会・置地方公共団体・ ・・ 、職員・採用及・昇進

・、競争試験・・・・・・ ・（同法第17条第3項）」・・定・ ・

・ ・、原則・ ・競争試験実施・・ （但、「人事委員会・定・

・職・ ・人事委員会・承認場合・、選考・・・ ・・ 妨

・」・・但書 ・）。新潟市・ ・・ 、「新潟市職員任用規則」

・基・、人事委員会・・・採用試験実施・・ ・ 。

(2) 採用試験・区分

    採用試験・、新潟市任用規則第4条（以下「任用規則」）・・・次・7

区分・分類・・ 。

    ①職員採用試験（大学卒業程度）

    ②職員採用試験（短大卒業程度）
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    ③職員採用試験（高校卒業程度）

    ④消防吏員採用試験（大学卒業程度）

    ⑤消防吏員採用試験（高校卒業程度）

    ⑥免許資格職採用制度

    ⑦前各号・掲・・・・・ 、人事委員会定・・採用試験

  「大学卒業程度・試験」・・、大学卒業（見込・）者・対象・試験・

・・、「大学卒業程度・学力・必要・ ・試験」・意味・ ・、年齢

要件等・受験資格・満 ・学歴・ ・・ 受験・可能・ ・。高校卒

業程度等・試験・ ・・ 、同様・実際・学歴・受験・要件・・・ ・

・。

  「平成21年度 新潟市職員採用試験総合案内」・・・・、平成21年度・

職員採用試験・選考実施計画・ ・(a)大学卒業程度（消防吏員・含・・・）

(b)高校卒業程度（消防吏員・含・・・）(c)免許資格職(d)民間企業等経験者

(e)身体障害者・5 ・区分・分類・募集・ ・・ ・ 。

   免許資格職・ ・・ 、薬剤師、保健師、助産師、獣医師、看護師、保育

士、栄養士、言語聴覚士、診療放射線技師、臨床検査技師・募集・行予

定・ ・ ・。

(3) 採用関連予算 

平成21年度・採用関連予算・9，032千円・ ・。

(4) 採用・現状

① ・ ・職員像

    地方公共団体・ ・・ 、厳財政状態・中央省庁・中心・行・・

・ ・公務員制度改革・影響・、地方公務員・ ・求・・・・人物像

・・変化見・・・。従来、一般的・・地方公務員・「法令等・通じ、

中央・指示、指導・忠実・遂行・能力」重要・ ・・ ・ ・ 

・、地方分権・進展・伴、・・「課題解決型」・人材必要・ ・

・ ・ ・。流・・受、新潟市・於・・ 、新潟市人材育成

基本方針・ ・「・ ・職員像」・以下・・ ・明確化・ ・

・・抜粋・。
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～新潟市人材育成基本方針・・抜粋～ 

第章 ・ ・職員像 

  本市・取・巻環境・変化・的確・適応、変革・・取・組・・進・・ ・・・ 、職

員一人・・・次・示「人材・基本理念」・共有・ ・求・・・・。 

 第節 人材・基本理念 

  「市民・行政・結・ 市民・信頼・・ 新潟市職員」 

  市政・市民・・・・ ・、市民・・ 信頼・支持・上・市政・ ・・ 。 

 職員・、新潟市・愛、「市民・行政・結・」役割・担、地域・発展・市民・幸・実

現・ ・・ 働、 ・何・・・「市民・信頼・・ 」・資質基本・ ・求・

・・・。 

第２節 求・・・・人材像・必要・能力 

 「市民・信頼・・ 職員」・基本理念・ ・職員・育成・ ・、３ ・人物像・提

示、 ・育成・進・・ ・。 

○ 法令、倫理、社会規範・・適応性 ～コン・ライアンス～ 

  市民・信頼・・ 新潟市職員・ ・、単・法令・遵守・ ・・・ 、倫理・社

会規範等・適応、急速・社会・変化・対応・ ・人材 

  （主・能力） 

  接遇力、倫理的思考力、論理的思考力、自立能力、コミュニ・ーション能力 

  職務遂行能力、法令・関・知識 

○ 新時代・切・拓力 ～フロンティア精神～ 

・・・・ 行政・概念・・・・・・・、幅広視点・発想・ ・創造的思考・持、

自分 ・道・自分 ・力・切・拓 ・・・ ・ 情熱・・・ 人材 

  （主・能力） 

  課題解決能力、情報活用能力、論理的思考力、政策形成能力、政策法務能力 

○ 市民・協働・新 ・ ・創・ ～・ートナーシッ・～ 

 市民・・協働・・・・ ・ ・・ ・ ・ 、市民・声・敏感・感じ取・ ・・・ ・ 思

・・・ 心・、互・理解尊重合・ユニ・ーサル・・・イン・視点・持、市民

・立場・立・行動・ ・・・ ・ 複眼型・視点・持人材 

  （主・能力） 

  コミュニ・ーション能力、政策形成能力、課題解決能力、交渉力・折衝力 
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 第３節 必要・能力・向上 

  新潟市職員・ ・求・・・・人物像・必要・能力・、大分・「仕事力」「対話力」

「改革力」・３ ・分・ ・ ・ ・。 

 「仕事力」・・職務遂行能力・情報活用能力・・「対話力」・・接遇力・コミュニ・

ーション能力・・、「改革力」・・課題解決能力・政策形成能力含・・・。 

 ～中略～ 

・、新潟市職員・ ・仕事・進・・上・、３ ・能力・ ・欠・・ 求・・

・・人物像・・近・ ・ ・。３ ・能力・・ランス・高・・ ・必要・。 

 ～以下省略～ 

・・・ 踏・、「平成21年度 新潟市職員採用試験総合案内」・ ・新

規採用希望者・対、「人材・基本理念」・「求・・・・人物像・必要・能力」

・ ・上記・「コン・ライアンス」「フロンティアス・リッツ」「・ートナーシ

ッ・」・3 ・行動基準明・ ・ ・・ ・ 。

  ② 受験資格・ ・国籍条項・ ・

 採用試験・受験資格・ ・・ 、原則・ ・国籍・・・制限・・、「公権力

・行使又・公・意思・形成・・参画・携・・公務員・ ・・ 、日本国籍・必

要・ ・」・公務員・基本原則・基・、一部・職種・ ・・ 日本国籍

・有・職員・職務・・制限 ・。

 国籍・・・、日本国籍・有・職員・従事・制限 ・業務 

  ア 「公権力・行使・ ・業務」

(ｱ）「市民・権利・自由・制限・業務

(ｲ) 市民・義務・負担・課業務

(ｳ) 市民・対・強制力・・ ・執行・業務

  イ 「公・意思形成・参画・職」

   新潟市・行政・ ・企画、立案、決定等・関与・職・、具体的・・、

新潟市事務専決規定・定・・専決権・有・課長相当職以上・職・、新潟

市・基本政策（基本計画・策定、予算・編成、組織、人事、労務管理等）

・携・・職該当・。

③ 採用説明会

  新潟市採用試験受験希望者・対・情報提供・機会・ ・、新潟市職員
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採用説明会・行・ ・。平成21年度新潟市職員採用説明会・概要・以下

・・ ・・ ・ 。

  日  時 平成21年3月26日

  会  場 クロス・ル・

参加者数 325人 技術職122人 一般行政職（第1回）123人 同（第

2回）80人

職種・・ 1時間50分・ス・・ュール・職種紹介・質疑応答、個別

面談・実施・ ・。

   ④ 申込・ ・採用・・・流・

 地方公務員法第18条・規定・・・競争試験・人事委員会実施・。採用試

験・合格者・、同法21条・規定・・・「任用候補者名簿」・登載・、 ・名

簿・登載者・任命権者（市長、消防長、教育委員会等）採用・決定・。

※「平成21年度新潟市職員採用試験総合案内」・・

⑤ 新潟市職員採用試験実施状況

平成20年度、平成19年度、平成18年度・職員採用試験・実施状況・次・・

・・ ・ 。
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 ※「平成21年度新潟市職員採用試験総合案内」・・

⑥ 新規採用・現状・ ・

   ア 採用試験・内容

      第1次試験・、筆記試験・実施・ ・。第1次試験・問題・、(財)

日本人事試験研究センター・提供・受・ ・。

※ (財)日本人事試験研究センター・東京都及・大阪府・除 ・・

・道府県・政令市会員・・ ・ ・新潟市・同様・問題・提供

・受・ ・。
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       第2次試験・、面接（個別面接・集団面接）・作文・行・ ・

、作文・ ・・ 、㈱公職研・問題・作成及・採点・委託・

・。 

        一般行政・ ・・・ 、第2次試験・集団討論面接・実施・

・。討論テーマ・人事委員会事務局・作成・ ・。

      第2次試験・第1次試験・合格者受験、第1次試験・成績・、

第2次試験受験者・合否判定・・影響・与・選考方法・・ ・

・。

イ 過去・集団討論面接試験・課題

[平成20年度] 

○大学卒業程度・一般行政

       「インターネット・子・・・利用 ・ ・・ 是非・ ・議

論、・ルー・・ ・・ 意見・・・・・。」

       「小中学生・携帯電話・持 ・ ・・ 是非・ ・議論、

・ルー・・ ・・ 意見・・・・・。」

       「コン・ニエンスストア・深夜営業・規制・ ・・ 是非・

・議論、・ルー・・ ・・ 意見・・・・・。」

       「熊本市・病院、様々・理由・子育・ ・ ・親・匿名

・新生児・預・、 ・・・ 「赤・・・ スト」・設置・

、 ・是非・ ・議論、・ルー・・ ・・ 意見・

・・・・。」

      ○高校卒業程度・一般事務

       「成人年齢・引下・ ・・ 是非・ ・」

    ⑦ 中途採用・現状・ ・

     ア 中途採用試験・ ・
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     「民間企業等・経験・培専門的・知識、柔軟・発想力、サー・

ス意識、コスト意識・・・活、即戦力・ ・活躍・ ・人材」

・採用・ ・、民間企業等・経験者・若干名募集・ ・。平成

21年度・採用予定・以下・・ ・・ ・ 。

   一般行政 3名程度  一般行政＜国際＞ 1名程度 土木 2名程度 

土木＜水道＞ １名程度

     イ 採用試験

(ｱ) 採用試験・内容

       第1次試験・・筆記試験・実施・ ・。

       第2次試験・・面接（個別面接・集団面接）、作文・実施・

・。一般行政・・集団討論面接・、一般行政＜国際＞、土木、土

木＜水道＞・・・レ・ンテーション・実施・ ・。

(ｲ) 過去・集団討論面接試験・課題

[平成20年度] 

      ○民間企業等職務経験者・一般行政

       「近年、企業等・コン・ライアンス（法令遵守）違反続・

・、 ・背景・原因・考察・ ・、防止策・ ・

・ルー・・ ・・ 意見・・・・・。」

     第2次試験・第1次試験・合格者受験、第1次試験・成績・、

第2次試験受験者・合否判定・・影響・与・選考方法・・ ・

・。

３ 受験予定者及・新入職員・対・アン・ート・調査結果・考察

   平成20年度・新潟市・職員採用試験・倍率・全区分合計・8.0倍（平成

29年度7.5倍）・ ・、一般行政職・限・・・・ 、大学卒業程度・7.6

倍（平成19年度17.2倍）、高校卒業程度・12.0倍（平成19年度8.7倍）

・・ ・ ・。

・・ ・ 事情・、新潟市・職員採用・大勢・募集者・・ ・相対

的・優秀・人材・選・ ・ ・ ・環境・ ・、職員・多・厳

選抜・受・採用・・ ・ 人材・ ・・ ・ 窺・。
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・ ・、採用・現場・於・ ・「優秀」・条件・定義・ ・・ 難

・・・ 考・。組織・中・優秀・人材・評価・・ ・・・  、 ・者

・能力、「組織・目的」・実現・ ・・ 有用・・・・ ・、 ・能力

組織・中・発揮・・ ・ 必要・ ・・ 考・。又、評価・基準・・・

「組織・目的」・、時間・経過・・・・少変化・・・・ ・ 、過

去・基準・優秀・者、現在・基準・優秀・ ・・・ 必 ・限・

・。点・採用試験・実効性・確保・ ・・ 難 ・・ 考

・。

 新潟市・ ・・ 新潟市人材育成基本方針・ ・、前述 ・ ・新

潟市職員・ ・・ 目指・職員像・ ・・ 「基本理念」・「求・・・・

人物像」「必要・能力」明・ ・・ ・ ・・・ ・ ・  、採用試験・

・重要・・・、 ・示・・ ・ 「必要・能力」・判断基準・場

合・「優秀・人材」・ ・・ 評価・・ 受験者・、・・・ ・判断、選

抜・ ・点・尽・・ 思・・・。

   従来、地方公務員・採用試験・・第1次・筆記試験重視・・ ・ 

・ ・、近年・・、多様・人材・確保・ ・、第1次試験・合格者

・増・第2次試験・ ・集団討論・・レ・ンテーション試験・実施・

・・従来・異・採用・手法・取・入・・ ・地方公共団体・増・

・・ ・ ・。

 新潟市・ ・・ 、前述 ・ ・、第2次試験・ ・集団討論面接

・・レ・ンテーション・実施・ ・職種 ・。

採用試験・選抜方法、新潟市志向・職員・採用・有効・

機能・ ・ ・ ・検証・ ・、平成20年度・ ・、第1次試験

・・ 第2次試験・合否・状況・検証・・・・・ 、来年度以降公務員試

験・受験・予定・学生（以下「受験予定者」・ ・）及・平成21年度・

採用・・新潟市新入職員（以下「新入職員」・ ・）・アン・ート・

・・調査・実施。

最初・、 ・アン・ート調査・結果・ ・考察・。

  受験予定者・・アン・ート・、複数・公務員受験予備校・協力・・・実

施。回収サン・ル数・253サン・ル・ ・。

「志望動機・ ・」・質問・対・回答・内訳・以下・・ ・・ ・ 。

公務員・志望・動機・答下。

当・・・・・・・１選択・。  
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受験予定者全体・見・・、志望動機・第1位・「都市造・・福祉・・公共性

・高仕事・・・ ・感じ・ ・」・ ・、全体・ 46%・占・・ ・。

、「最・優先・就職志望先」・「新潟市役所」・掲・受験予定者・限・・、

志望動機・トッ・・「民間企業・・ ・倒産・リストラ・リスク・、安定

・ ・ ・」53％・第1位・・・、志望動機・原因・ ・強安定志向

窺・・・。 ・傾向・、受験予定者・対・「ライフ・ラン」・関・質問・

公務員志望動機

1
26%

2
14%3

46%

4
7%

5
0%
6
7%

No.項目 人数

1
民間企業のように倒産やリストラのリスクがな
く、安定しているから

67

2
給与や福利厚生面などの待遇が充実している
から

36

3
都市造りや福祉など公共性の高い仕事にやり
がいを感じるから

115

4両親や親類、友人などに勧められたから 17
5民間企業は競争が激しく、大変そうだから 0
6その他 18

253合計

問4.最も優先する就職希望先

人数 9 0 8 0 0 0 17

回答別比率 53% 0% 47% 0% 0% 0% 100%

人数 0 3 10 2 0 0 15

回答別比率 0% 20% 67% 13% 0% 0% 100%

人数 17 7 15 2 0 1 42

回答別比率 40% 17% 36% 5% 0% 2% 100%

人数 14 10 27 5 0 3 59

回答別比率 24% 17% 46% 8% 0% 5% 100%

人数 21 14 50 6 0 13 104

回答別比率 20% 13% 48% 6% 0% 13% 100%

人数 4 1 0 1 0 0 6

回答別比率 67% 17% 0% 17% 0% 0% 100%

人数 2 1 5 1 0 1 10

回答別比率 20% 10% 50% 10% 0% 10% 100%

人数 67 36 115 17 0 18 253

回答別比率 26% 14% 45% 7% 0% 7% 100%

民間企業は競争が激
しく、大変そうだから

その他 全体

民間企業のように倒
産やリストラのリスク
がなく、安定している
から

給与や福利厚生面な
どの待遇が充実して
いるから

都市造りや福祉など
公共性の高い仕事に
やりがいを感じるから

両親や親類、友人な
どに勧められたから

警察官・国税専門官・消
防署・その他の特別職

民間企業

その他

合計

新潟市役所

新潟県庁

その他の地方公共団体

国家公務員（一般）
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・顕著・ ・傾向現・・ ・。

「ライフ・ラン」・関・調査・ ・、以下・質問・受験予定者・実施。

公務員採用後・ライフ・ラン・・最・近・・・答下。

 当・・・・・・・１選択・。 

 受験予定者全体・観・・「定年・・公務員・ ・働予定・ ・」79%

・第1位・ ・、新潟市役所・第1志望・ ・受験予定者・限・・・・ 、

88% ・・ 理由・挙・ ・。

採用後のライフプランについて

1
79%

2
2%

3
7%

4
10%

5
1%
6
1%

No.項目 人数
1定年まで公務員として働く予定である 201

2
行政での経験を生かし、一定期間勤め
た後に転職する予定である

4

3定年前に転職する可能性もある 18
4わからない 25
5その他 2
6無回答 3

253合計

問4.最も優先する就職希望先

人数 15 0 1 1 0 0 17

回答別比率 88% 0% 6% 6% 0% 0% 100%

人数 12 1 0 2 0 0 15

回答別比率 80% 7% 0% 13% 0% 0% 100%

人数 32 0 4 6 0 0 42

回答別比率 76% 0% 10% 14% 0% 0% 100%

人数 44 3 7 4 0 1 59

回答別比率 75% 5% 12% 7% 0% 2% 100%

人数 90 0 4 8 0 2 104

回答別比率 87% 0% 4% 8% 0% 2% 100%

人数 1 0 1 3 1 0 6

回答別比率 17% 0% 17% 50% 17% 0% 100%

人数 7 0 1 1 1 0 10

回答別比率 70% 0% 10% 10% 10% 0% 100%

人数 201 4 18 25 2 3 253

回答別比率 79% 2% 7% 10% 1% 1% 100%

民間企業

その他

合計

新潟県庁

その他の地方公共団体

国家公務員（一般）

警察官・国税専門官・消
防署・その他の特別職

その他 無回答 全体

新潟市役所

定年まで公務員とし
て働く予定である

行政での経験を生か
し、一定期間勤めた
後に転職する予定で
ある

定年前に転職する可
能性もある

わからない
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同様・質問・、新入職員・実施・・ 。アン・ート対象者・128名、回収

サン・ル数・106サン・ル（回収率82.8%）・ ・

公務員・志望・動機・答下。（単一選択）

・・・・・ 「民間企業・・ ・倒産・リストラ・リスク・、安定・

・ ・」・20％・・・、受験予定者・比・・・安定志向・強・ ・窺

・。「ライフ・ラン」・関・・ 質問・・、「定年・・公務員・ ・働予定

・ ・」・選択新入職員・ 64%・ ・、公務員志望者・比・・・実際・採

用・新入職員・・・弾力的・キャリア・ラン・志向・ ・・ ・ ・ 。

一方・、「給与・福利厚生面・・・待遇充実・ ・ ・」・処遇・

関・要因・志望動機・挙・新入職員・19％・受験予定者・14％・上回・、

「都市造・・福祉・・公共性・高仕事・・・ ・感じ・ ・」・「・

・」・志望動機・掲・新入職員志望動機・ ・・ 第1位・ ・・・・ 、

・割合・全体・37%・ ・、公務員志望者全体（46%）、新潟市役所・第1志

望・ ・受験予定者（47%）・両方・比較・・ 少・ ・ ・ ・。

・受験予定者、新入職員・双方・「 ・ ・・ 公務員・求・・・・ ・」

・ ・質問・・ 。結果・以下・・ ・・ ・ 。

志望動機

1

20%

2

18%

3

37%

4

7%

5

4%

6

14%

No. 項目 人数

1民間のように倒産やリストラのリスクがなく、安定しているから。 21

2給与や福利厚生面などの待遇が充実しているから。 19

3都市造りや福祉など公共性の高い仕事にやりがいを感じるから。 40

4両親や親類、友人などに勧められたから。 7

5民間企業は競争が激しく、大変そうだから。 4

6その他 15
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・・・公務員・求・・・・・・、・・様・・・考・？

当・・・・・・・・・選・。 

受験予定者・回答 

これからの公務員に求められること

8%

21%

51%

15%

34%

48%

27%

31%

16%

5%

15%

12%

5%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

No.項目 人数 ％
1より高度で専門的な知識を持つこと 21 8%

2学習意欲を持ち積極的に自己啓発に努めること 54 21%

3
市民の安全・安心を守り、地方分権を推進する使命
感を持つこと

129 51%

4公務員として高い倫理観を持つこと 38 15%
5住民ニーズを的確に捉え、施策を実施すること 86 34%
6積極的に市民と協働し、課題の解決に当たること 122 48%

7
社会情勢の変化に的確に対応できる柔軟性を持つこ
と

69 27%

8現状に妥協せず、常に改善・改革に取り組むこと 79 31%
9失敗を恐れず、新しいことにチャレンジすること 40 16%
10コスト意識と経営感覚を持つこと 12 5%
11市民への説明責任を果たすこと 38 15%
12サービス業を自覚し接遇能力の向上を図ること 30 12%

13仕事と家庭生活を両立し、ストレスに負けないこと。 12 5%

14その他 3 1%
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新入職員・回答

問4.最も優先する就職希望先

人数 0 3 10 1 9 12 2 8 1 0 0 4 0 0

回答別比率 0% 18% 59% 6% 53% 71% 12% 47% 6% 0% 0% 24% 0% 0%

人数 0 3 5 5 8 6 4 4 4 0 3 2 1 0

回答別比率 0% 20% 33% 33% 53% 40% 27% 27% 27% 0% 20% 13% 7% 0%

人数 2 9 15 5 20 25 8 13 6 1 7 9 3 0

回答別比率 5% 21% 36% 12% 48% 60% 19% 31% 14% 2% 17% 21% 7% 0%

人数 0 8 17 13 26 26 28 20 7 7 6 9 2 2

回答別比率 0% 14% 29% 22% 44% 44% 47% 34% 12% 12% 10% 15% 3% 3%

人数 17 27 77 13 20 48 19 30 16 3 17 5 5 0

回答別比率16% 26% 74% 13% 19% 46% 18% 29% 15% 3% 16% 5% 5% 0%

人数 0 1 1 1 2 0 4 2 2 1 4 0 0 0

回答別比率 0% 17% 17% 17% 33% 0% 67% 33% 33% 17% 67% 0% 0% 0%

人数 2 3 4 0 1 5 4 2 4 0 1 1 1 1

回答別比率20% 30% 40% 0% 10% 50% 40% 20% 40% 0% 10% 10% 10% 10%

人数 21 54 129 38 86 122 69 79 40 12 38 30 12 3

回答別比率 8% 21% 51% 15% 34% 48% 27% 31% 16% 5% 15% 12% 5% 1%

1410 11 12 137

合計

8 93 4 5 61 2

警察官・国税専門官・消
防署・その他の特別職

民間企業

その他

新潟市役所

新潟県庁

その他の地方公共団体

国家公務員（一般）

今後公務員に求められること

38%

16%

9%

19%

48%

20%

42%

21%

1%

31%

11%

15%

19%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14
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両者・比較場合、顕著・差・ ・ ・・・・ ・・・  「・・高度・専門

的・知識・持 ・」・回答・ ・挙 ・、受験予定者全体・8％、新潟市

役所・第1志望者・ ・受験予定者・0%・ ・・ 対、新入職員・・38%

・・・ ・・ ・ 。 ・ ・・ 、採用試験・・ ・専門知識・修得・意欲

・ ・人材・選抜・採用・ ・ ・ ・・ 表・・評価・ ・。

一方、公務員志望者全体・ 16%「失敗・恐・新 ・・ チャレン・

・ ・」・挙・ ・・・ 対、新入職員・・ ・・ 回答・挙者1％・留

・ ・ ・。全職員・対象・アン・ート（資料編40頁「問46」参照）・

・、・・ 回答・者・5％・。若年層・・業務・対・保守的・考

方・ ・ ・窺・。人材育成基本方針・新潟市職員採用試験層案内

・掲・「フロンティアス・リッツ」・・対称的・結果・ ・、採用段階・

・志望者・積極性・・・様・評価・ ・・ ・ 点・ ・問題・感

じ。

No. 項目 人数%
1より高度で専門的な知識を持つこと。 40 38%

2
学習意欲を持ち積極的に自己啓発に努
めること。

17 16%

3
市民の安全・安心を守り、地方分権を推
進する使命感を持つこと。

10 9%

4公務員として高い倫理観を持つこと。 20 19%

5
住民ニーズを的確に捉え、施策を実施す
ること。

51 48%

6
積極的に市民と協働し、課題の解決に当
たること。

21 20%

7
社会情勢の変化に的確に対応できる柔
軟性を持つこと。

45 42%

8
現状に妥協せず、常に改善・改革に取り
組むこと。

22 21%

9
失敗を恐れず、新しいことにチャレンジす
ること。

1 1%

10コスト意識と経営感覚を持つこと。 33 31%
11市民への説明責任を果たすこと。 12 11%

12
サービス業を自覚し接遇能力の向上を
図ること。

16 15%

13
仕事と家庭生活を両立し、ストレスに負
けないこと。

20 19%

14その他 1 1%
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最後・、公務員志望者、新入職員・・・「現行・試験制度・、上記・質問・

回答事柄・評価・ ・」・ ・質問・・ 。

現行・試験制度・・、「今後公務員・求・・・・・・・・」・回答事柄・

評価・・・思・？

 当・・・・・・・１選択・。 

公務員志望者・回答 

現行の試験制度への評価

1
12%

2
55%

3
15%

4
17%

5
1%

No.項目 人数
1十分評価できる 31
2大体評価できる 137
3評価できない 38
4わからない 44
5無回答 3

253合計

問4.最も優先する就職希望先

人数 2 6 5 4 0 17

回答別比率 12% 35% 29% 24% 0% 100%

人数 0 9 4 2 0 15

回答別比率 0% 60% 27% 13% 0% 100%

人数 5 16 5 16 0 42

回答別比率 12% 38% 12% 38% 0% 100%

人数 9 27 11 11 1 59

回答別比率 15% 46% 19% 19% 2% 100%

人数 13 70 9 10 2 104

回答別比率 13% 67% 9% 10% 2% 100%

人数 0 5 1 0 0 6

回答別比率 0% 83% 17% 0% 0% 100%

人数 2 4 3 1 0 10

回答別比率 20% 40% 30% 10% 0% 100%

人数 31 137 38 44 3 253

回答別比率 12% 54% 15% 17% 1% 100%

警察官・国税専門官・消
防署・その他の特別職

民間企業

その他

合計

新潟市役所

新潟県庁

その他の地方公共団体

国家公務員（一般）

十分評価できる 大体評価できる 評価できない わからない 無回答 全体
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新入職員・回答

現行・新潟市採用試験・ ・、上記・質問・対「評価・ ・」又

・「・ ・・ 」・回答割合新潟市役所・第1志望・ ・受験予定

者・53%、採用試験・合格者・ ・新入職員・47%・・・・ ・ ・ ・。

受験予定者、・・・ 新入職員・約半数、現行・採用試験・評価基準・、

何・ ・不満・持・ ・ ・窺・。

４ 意見

 （1）採用説明会

「新潟市人材育成基本方針」・・、新潟市職員・ ・求・・・・人物像

・能力・ ・「コン・ライアンス・フロンティア精神・・ートナーシッ・」

・３ ・キィワー・・基・人物像・示・ ・。、 ・・ ・ 資

質・兼・備人材・、今後、 ・・・ 地方公共団体・必要・ ・・ ・ 

・予想・・ 。多・公務員志望者・、新潟市 ・・ 、国家公務員・

他・都道府県、政令市、市町村・・・視野・ ・・ 就職先・選・・ ・。

新潟市・ ・・ 、人材・地元中心・求・・ ・・ 、首都圏・近畿圏

・・・大都市・採用説明会・開催・ ・・ 、民間・合同就職説明会・参

加、民間企業・希望・優秀・人材・対・・ 地方公務員・使命・ ・

魅力・伝・ ・・・・ 検討・、・・多様・人材、 ・ ・県外在住・

方・・・・新潟市・受験・・・ ・・  様々・工夫検討・・・ 

・・・・ ・感じ・。新潟市、優秀・人材・・ ・魅力・職場・

・・・・、採用希望者 ・ ・・ 選択肢・中・、新潟市役所・選・機

採用試験制度の評価

1

4%

2

49%
3

23%

4

24%

No. 項目 人数
1十分評価できる 4
2大体評価できる 53
3評価できない 24
4わからない 25
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会・・ ・・ ・ 可能性 ・・ 考・。

多様・人材・確保・視点・、現状・採用説明会・・日程・、規

模、内容・・ ・工夫・余地 ・・ 思・・・。県外居住者・・・多様

・人材・新潟市・新潟市職員・仕事・魅力・発信・ ・・ 、優秀・人材

・獲得・チャンス・拡大・ ・・ ・ ・・  考・。 ・ ・、受

験生・・ ・数多・選択肢・・ ・、「新潟市」・選・・・・ ・

努力・ ・姿勢、採用戦略上、重要・ ・・ 考・。

（2）採用方法・複線化 ・

   採用試験・ ・・ 、現在、・・・・・道府県、政令市・・・同一・日

程・実施・・ ・ 。東京都、大阪府・除道府県、政令市採用試験・

作成・(財)日本人事試験研究センター・問題・提供・・ ・ ・ 、試験

問題似・・ 傾向 ・ ・・ 考・。

・・ 受験生・立場・ ・・ 採用試験・受験機会限定・・ ・・ 

意味・。例・、採用試験・独自・作成、試験日程・他・道府県・政

令市・違・・ 、単純・受験者数・増加・ ・見込・・・。新潟市・

・ ・・ 採用試験・受験者数増、採用者・選択・幅広・・ 

・・ ・。

現実的・・、試験問題・新潟市独自・作成・・・・・ 、 ・部分・

・・ 財政支出増・ ・予想・、実施・ ・・ ・・  費用

対効果・検証・ ・・・・・ ・・・ ・  、予算上・関係・、採

用試験全体・取・組・・導入・ ・・ 困難・ ・・ 。

、大学入学試験・ ・ AO入試（ア・ミッション・・オフィス入試）

・・ ・、採用枠・一定・人員・ ・・ 、新潟市求・・人物像・

照・ ・有用・思・・・分野・ ・特・秀・人材・、一般・採用試験

・日程・・別・日程・、選考・中心・選抜方法・・・採用・・・・

措置・、予算・ ・現行・地方公務員法・規定・・ ・・ 実施・

・・可能・思・・・。 ・・ ・ 採用方法・、対外的・・、新潟市求・

・人材像・発信・ ・ ・、市民・対・・ 新潟市・人材・対・考

・示 ・ ・ ・効果 ・・ 考・。

（3）民間企業経験者等・採用・拡大

民間企業経験者採用・拡大・ ・・ 新潟市・集中改革・ラン・導入

・・ 、既・数名・採用実績 ・、 ・人数・年間数名程度・十分

・実績・挙・ ・・・ 言難。既・民間企業・・終身雇用制度・崩壊

、民間企業・・人材・流動化加速・ ・。消費者・ニー・・変化・

情報インフラ・高度化、商取引・国際化・・・変化・速専門的分野・ニ

ー・・・対応・・ ・理由・考・・・ 、事情・行政・運営・
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・共通・部分 ・・ 考・。

新卒採用者・比・・・、民間企業経験者・、社会・残・実績

・・・、能力・見極・ ・。給与面・新卒者・比・・・割高・・懸

念・ ・・ 思・・・、在職年数少・ ・・ 分、退職手当・負担減・、

採用分野・・ ・・ 即戦力・ ・機能・・・ 、未経験者・ 1 ・教育

・・・、総合的・コスト面・・合理的・ ・・ ース・出・ ・・ 思・・・。

・、中途採用者・拡大・、組織・年齢層・平準化・資・効果 ・

・考・。定年退職者・欠員・若年層・ ・新規採用者・・・補充・・

仮定場合、・年度・新規採用・急・拡大 ・ ・・ 、年齢層・「・

・」 ・後約40年間・・ ・組織・中・持 ・・ ・ 。現在、

団塊世代・大量退職続・ ・、退職手当・財源・退職手当債・発行・

行・・ 財政面・負担生じ・ ・、 ・・・ 退職者・欠員分・新卒採

用者・・・補充場合、約40年後・・ ・同じ・ ・問題発生・

・予見・・ 。

   組織・年齢階層・老・壮・青・・ランス・・・ ・ ・ 理想的・

・・思・・、中途採用・拡大・ ・面・・効果 ・・ 考・。

受入・側・ ・市・・ロ・ー職員・側・・、包括外務監査人・・実施

全職員向アン・ート・・、民間・・ 人材登用・ ・積極的・登

用・ ・ ・・ 回答・ ・・・ 81%・・ ・ ・、民間企業経験者

・採用拡大・ ・・ 、概・理解・得・・・・・・推察・・ 。 

・ ・・ 、民間・培コスト意識行政・運営・活 ・・ ・ 期

待・・ ・・  言・・・・ ・・  考・。

（4） ・・・

   今回・外部監査・ ・、 ・基礎資料・ ・、３ ・アン・ート・

実施。アン・ート・調査結果・・ 、新潟市職員、・ ・入庁1年目

・新入職員・「フロンティア精神」・関・意識希薄・感じ・・、採用

・段階・ ・、 ・「フロンティア精神」・資質、採用・際・評

価・対象・・ ・ ・ ・点・ ・疑問・感じ。

アン・ート・調査対象・、全職員向、公務員試験受験予定者、平成21

年度新潟市入庁職員・3種類・ ・、 ・ ・・ アン・ート・ ・

・「 ・ ・・ 公務員・求・・・・ ・・ 、・・様・ ・ ・考・

？」・・設問・設・・ 。新入職員・対・アン・ート・・回答項目

・・ ・「失敗・恐・、新 ・・ チャレン・ ・ ・」・挙者

有効回答数106サン・ル・、3 ・・・ 複数回答・・・ ・・ 

、・「１」・・・・ ・。全体・・0.3%・ ・。 ・質問

・対・回答・割合・、公務員試験受験予定者・ 16%、全職員対象アン・
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ート・5%・ ・。

   新潟市・・人材育成基本方針・・ ・、求・・人物像・１ ・ ・「

・・・・行政・概念・・・・・、幅広視点・発送・ ・創造的思考・

持、自分 ・道・自分 ・切・拓 ・・・ ・ 情熱・・・ 人材」

・提示、「新潟市職員採用試験総合案内」・ ・・ 明・ ・ ・ ・・

・・ ・ 。アン・ート・回答・・ 、市民・・協働、 ・・ ・ ートナ

ーシッ・・対・意識・高・、専門性・高知識・習得・勤勉性

・関・・部分・意欲的・ ・ ・窺・・・反面、新・試・・チャレン

・ ・・ 積極性・・欠・ ・・ 新入職員像想像・、人

材育成基本方針提示・新潟市職員・理想像・比較・・ 、「改革力」・

「フロンティア精神」・資質・部分・ ・・・ ランス・欠・

・・ ・印象・受。

、筆記試験・・計・・資質・完全・見極・・・・困難・ ・

・・ 承知・ ・ ・。、採用試験・ ・重要・・・、新潟市

求・・職員像・体現・ ・資質・持受験者・見極・、採用・ ・・ 

・。民間企業・ ・・ 筆記試験・計・・資質・見極・・ ・

・リクルーター制度・導入・・・ ・ 何度・面接・繰・返、採用・際

・参考・ ・・・ ・ ・ 。

地方公務員・任用・ ・・ 、地方公務員法第15条・規定・・・、「受

験成績、勤務成績・他・能力・実証・ ・行・・・ ・・・・・ 」

・・規定 ・、民間・ ・リクルーター・制度・ ・・・ 導入・

・・困難・ ・ ・思・・・、法令・要請・範囲内・、選考方法・何・

・工夫・凝・必要・ ・・ 考・。少・ ・・ 、「失敗・ ・、新

・・ チャレン・ ・ ・」・設問・ ・、公務員受験予定

者・回答率・ ・ 16%・上回・結果・出・ ・・ 、採用試験総合案内・

掲・「 ・・・・ 行政・概念・・・・・、幅広視点・発送・ ・創

造的思考・持、自分 ・道・自分 ・切・拓 ・・・ ・ 情熱

・・・人材」・「選抜」 ・ ・・・ 言難・・・・ 。

一方・、各職場・ ・若職員・柔軟・発想・チャレン・精神・芽・

摘・・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・・  、採用・段階・「フロンティア精

神」溢・・受験生・選抜・ ・・ 意味・・ ・・・・ 。若職員・フ

ロンティア精神・醸成・組織風土・ ・・ 重要・ ・・ 考・。

採用・選考方法・ ・、新・視点・、積極的・人材・登用・仕組・

・ ・・ 是非「チャレン・」 ・ ・・ 思。
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Ⅱ 人事評価 

 １ ・じ・・

   公正客観的・人事評価制度・構築・ ・・ 、任用・人材育成（研

修）等・人事管理全般・適正・行上・、不可欠・前提・・・・・・考

・。

   新潟市・、新潟市行政改革・ラン2005・ ・、今年度（平成21年度）

・・・、「広域合併・誕生新・新潟市・職員一人・・・能力・最大限

・発揮・ ・・ 、目標管理・活用人事評価制度・導入・図・、意欲

・人材・育成、業績・応じ適切・処遇・・・、「評価」「能力開発」「処

遇」・連動 ・人事管理システム・構築・。」・内容・取組内容

・掲・ ・、人事評価制度・人事管理上・要・・・・・・ ・位置・

・ ・。

・、新潟市・任用制度・研修制度・ ・検討・前・、・、新

潟市・ ・人事評価制度・ ・検討・。

２ 新人事評価制度導入・経緯

(1) 一般論

① 公務員・対・新・人事評価システム・導入・、国家公務員・

・・ 、平成8年11月21日・行政改革会議・始・・、平成13年

12月25日閣議決定・公務員制度改革大綱等・ ・謳・・、・

・・踏・ ・、平成20年12月31日・国家公務員法等・一部

・改正・法律施行・・・ 至・ ・。

改正・国家公務員法第18条・2第1項・・、職員・人事評価・

「任用、給与、分限・他・人事管理・基礎・ ・ ・・ 、職員 ・

職務・遂行・・ 当・発揮能力及・挙業績・把握上・

行・・・勤務成績・評価」・定義、「所轄庁・長・、・・・人事評価・

結果・応じ措置・講じ・ ・・・・・ 。」・ ・・ ・ （同法第70

条・4第2項）。 ・・・ 過程・、国家公務員・ ・・ 新・人事

評価システム・、能力・実績・応じ昇任・給与・・関係強調

・・ ・。

地方公務員・ ・・ 、国家公務員・流・・沿 ・議論・

・、平成19年5月・能力及・実績・基・新・人事評価制度・構築

・掲「地方公務員法及・地方独立行政法人法・一部・改正・法律

案」国会・提出・（・、同法律案・、平成21年8月・衆議院

解散・・・廃案）。・ ・・ 、地方公務員・人事評価システム・検討過
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程・ ・・ 、能力・実績・重視人事制度・・指向・加、人材育

成・・意識・・ 強調・・ ・ 。

② 自治体・人事評価・実施状況・ ・、地方行政運営研究会第15次

公務能率研究部会平成10年8月・アン・ート調査結果等・・・・

調査研究（以下「15次調査」・）、地方行政運営研究会第18次公

務能率研究部会平成14年9月1日現在・アン・ート調査結果等・・

・・調査研究（以下「18次調査」・）及・18次調査・基礎・

地方公共団体・ ・人事評価・活用等・関・研究会 ・

・調査研究・重・平成21年3月・提出「地方公共団体・ ・人

事評価・活用等・関・研究報告書」（以下「研究報告書」・）・

アン・ート調査結果・ ・、以下紹介・。

＜勤務評定実施の有無＞ （単位 ：  %） 

勤務評定実施の

有無 

都道府県 指定都市 市区 町村 全団体計 

18次20次 18次20次18次20次18次20次 18次 20次

実施 87.3 100.0 91.7 100.0 55.8 71.7 25.1 45.3 32.6 58.4

定期的実施 83.0 97.9 91.7 100.0 50.6 65.9 21.8 39.5 28.9 52.7

不定期実施 4.3 2.1 0.0 0.0 5.2 5.8 3.3 5.8 3.7 5.7

未実施 12.8 0.0 8.3 0.0 44.2 28.3 74.9 54.7 67.4 41.6

計 100.1 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

出典：「地方公共団体・ ・人事評価・活用等・関・研究報告書」 ・抜粋

＜対象職位＞ （単位 ：  %）

対象職位 
都道府県 指定都市 市区町村 全団体計 

18次 20次 18次 20次 18次 20次 18次 20次 

①全ての職員 12.2 44.7 18.2 64.7 61.9 56.8 59.6 56.4

②部長級職員 34.1 55.3 36.4 100.0 67.2 63.0 65.6 63.2

③課長級職員 61.0 87.2 90.9 100.0 79.3 87.4 78.8 87.6

④課長補佐級職員 92.7 91.5 63.6 82.4 89.8 87.8 89.7 87.8

⑤係長級職員 87.8 89.4 100.0 88.2 91.7 90.0 91.6 90.0

⑥その他係員級職員 87.8 89.4 90.9 88.2 90.9 89.6 90.8 89.6

出典：「地方公共団体・ ・人事評価・活用等・関・研究報告書」 ・抜粋
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＜目標管理の実施＞ （単位 ：  %）

素のみ）を実施 その他 0.0 0.0 1.2 1.1

計 2.2 5.9 30.3 30.1

評価のみを実施 その他 0.0 0.0 1.2 1.1

計 26.1 5.9 27.4 26.9

出典：「地方公共団体・ ・人事評価・活用等・関・研究報告書」 ・抜粋
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＜面接の実施＞ （単位 ：  %）

対象職位 
都道府県 指定都市 市区町村 全団体計 

18次 20次 18次 20次 18次 20次 18次 20次 

実施 43.9 80.9 36.4 100.0 21.2 49.7 22.2 51.8

毎年定期的に実施 36.6 78.7 18.2 94.1 11.5 38.1 12.5 40.7

必要に応じて実施 7.3 2.1 9.1 5.9 7.4 9.6 7.5 9.2

その他 0.0 0.0 9.1 0.0 2.3 2.0 2.2 1.8

未実施 56.1 19.1 63.6 0.0 78.8 50.3 77.8 48.2

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

出典：「地方公共団体・ ・人事評価・活用等・関・研究報告書」 ・抜粋

(2) 新潟市・ ・経緯

① 新潟市・ ・・ 、平成15年度・、・じ・・課長補佐以上・職員・対

象・人材育成・目的・人事評価（業績・能力・態度）・試行・実施

。・ ・・ 、 ・試行・ ・・ 、業績評価・後・述・・目標管理・手

法・導入・ ・、結果・対・業績評価・。能力・態度評価・

・・ 、現在実施・・ ・ 内容・・・同じ内容・ ・。

・、平成15年度・試行・開始人事評価・、人材育成・・・目的

・ ・・・ ・ 、任用・給与・反映・・・・・・ ・ ・ 。・・

現在・ ・・ 同様・ ・。

・ ・、「新潟市職員・初任給、昇格、昇給等・関・規則」・第29

条・ ・規定・・ ・ 「職員・勤務成績」・、 ・述・・人事評価

・・・評価・・、全別・・・・・・。

② ・後、平成19年度・、業績評価・ ・、目標管理・活用評価

・変更。

・、平成20年度・、主幹以下・職員・対象・、人事評価（能力・

態度・・）・試行・実施、平成21年9月・主幹以下・職員・対象・、

業績評価・含・人事評価・実施・・ 至・ ・。

・、主幹以下・職員・含・目標管理・基・業績評価・導入平成

21年9月・年度・途中・・ ・ ・ ・・ 、・・・・・同年4月実施

予定・、①前年度新規拡大主幹以下・対象・人事評価・

検証・行必要 ・、②実施・ ・組合協議・時間・要

・、③評価・際・・ 十分・研修必要・ ・目標設定研修・実施・

・時間必要・ ・、・・・・・・・ ・・ ・ 。
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(3) 考察

平成21年9月・、・・ ・・・ 職員23・対、業績評価・含・人事

評価制度導入・点・ ・・ 評価・ ・。

現在、試行・ ・ ・・ ・ 、具体的・問題点・指摘・現時点・・困難

・ ・、今後、PDCAサイクル・基・ ・不断・見直・行、継続的・

改善・図・ ・ ・不可欠・ ・、新潟市・ ・ ・・ ・ 努力・

・・ ・・  期待・。

３ 人事評価・手法

(1) 評価者

新潟市・ ・・ 、評価者個々・主観・排除評価・客観性・高・・

・、原則・ ・２段階・評価者・設定・ ・。  

１次評価者・被評価者・職務遂状況・行動・身近・最・・把握・ ・

上位者行、評価基準・・・事実・基・公正・納得性・ ・評価・行

・期待・・ ・ 。

２次評価者・、１次評価者・・・上位・職員行、１次評価・内容、

自己・観察等・踏・ ・、評価・行。

(2) 能力評価及・業績評価・二本立・・実施

  ① 定義

研究報告書・ ・・ 、能力評価及・業績評価・ ・ ・次・・ ・

定義・ ・。

「能力評価」・・、日常・業務遂行・目標達成・・・ロセス・中・評

価項目・挙・期待行動持続的・・・・・ ・ ・ ・通じ、発揮

能力・有無・度合・評価・・・・ 、「業績評価」・、

期待行動（能力）・通じ、目標等・応じ・業績・有無・度合

・評価・・・・ ・・ ・  。

イメー・・ ・・ 、能力評価・目標・向 ・ロセス・着目評価

・、業績評価・成果・業績・着目評価・ ・・・ ・ 、図

・表・以下・図・・ ・・・ 。

23副市長、技監、教育長、病院事業管理者・対・評価・今回見送・・・ ・。
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＜能力・意欲・業績と評価の関連イメージ図＞ 

出典：「地方公共団体・ ・人事評価・活用等・関・研究報告書」 ・抜粋

研究報告書・・、能力評価及・業績評価・二・評価・組・合・

・ ・・・・ 、 ・一方・評価 ・・ 測定・ ・・・ 含・

各職員・勤務成績・的確・ ・・・・ ・ ・ ・ 、全職員・能力評価

及・業績評価・実施・ ・ ・ ・。

・ ・・ 、職員・職責・能力育成段階・ ・状況等・勘案・、能

力評価・業績評価・ウェイト差・設・ ・・ 合理的・ ・・・ 指摘

・・ ・。

新潟市・ ・・ 、前述・・ ・、平成20年9月・・主幹以下・職員

・含・業績評価導入・ ・・・・ 、・・ ・・・ 職員・対象・能

力評価・業績評価・二・評価組・合・ ・・ 評価・ ・・・ 至

・ ・。

② 絶対評価24・相対評価

 ア 一般論

   能力評価及・業績評価・評価・方法・ ・・ 、評価結果・開示・

受・被評価者・・・気・動議付・観点・、他者・・比較・・・

24 絶対評価・・、組織・ ・期待求・・一人・・・・基準・対・、職員・職務遂行状

況、取・組・姿勢、能力・保有状況・・・評価・方法・ ・、他・職員・比較・方法

（相対評価）・異・・・・・ ・。

業績評価

能力評価

成果

プロセス

（発揮能力・行動）

〈意欲 ・態度〉

保有・潜在能力
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評価基準・照・達成度合・測・絶対評価適切・ ・・ 研修報

告書・・指摘・・ ・ 。

・ ・・ 、絶対評価・分布制限・ ・寛大化傾向・中心化傾向

見受・・・ ・ 、給与・任用・活用・・一定・昇給枠・・スト枠

・ ・・・ 枠・・整合・持 ・必要 ・ ・・・ ・ 、絶対

評価・基本・ ・何・ ・相対化・必要・ ・ ・。 

   イ 新潟市・ ・評価方法

     新潟市・ ・・ 、人事評価マニュアル・ ・、人事評価・ ・

・絶対評価・・・・・・ ・、相対評価・一切入・・ ・・ ・・  

・。

新潟市・・人事評価・給与・任用・反映 ・仕組・現時点・

・整・・・ ・ ・ 、昇給枠・・スト枠・・整合・持 ・必要

・相対評価・入・・必要性・ ・・・ ・・ ・  。

・、寛大化傾向・中心化傾向等・ ・・ ・・  、人事評価マニ

ュアル・「評価者陥・・誤・」・項目・、原因・対応策・・

・指摘・ ・・ ・ 、・研修・ ・講師・説明・ ・・・ ・ 

・・・・対応・ ・・ ・ 。

   ウ 考察

     新潟市絶対評価・評価・実施・ ・点・、研究報告書・指摘・

沿 ・・ ・ ・ 、・寛大化傾向等・弊害・ ・・ 対応

・ ・・ ・ 適切・ ・・ ・ 。

     今後・、人事評価・給与・任用・活用・・ ・ 、相対化要素・

・・・ ・ ・入・・課題・ ・。

③ 能力評価・手法

 ア 一般論

  能力評価・、被評価者評価期間内・、・・程度、期待求・・・

・職務遂行能力・発揮・ ・ ・ ・ ・、職位別・各評価

項目・・ 評価、 ・評価点・合計・ ・・・・ 行・・・。

研究報告書及・18次調査・・、従来型・勤務評定・見・・「指導

力」「計画性」・抽象的・評価内容・・・、 ・ ・・ 団体

「期待・人物像」・則・、評価項目・沿具体的・職務行動例

・職位・職務内容・・ 具体化、明示・ ・必要・ ・・ 指摘

・ ・。

・ ・、前提・ ・、人材育成基本方針・策定・「期待・人物

像」・明・ ・、期待役割・想定・評価項目・検討・ ・必

要・ ・。
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   イ 新潟市・ ・能力評価・手法

(ｱ) 新潟市・・、能力評価・他・態度評価・評価・範囲・ ・ ・。

態度評価・広意味・・能力評価・含・・・・・・・ ・、

新潟市・・、能力評価・・別立・・態度評価・取・上・ ・。

新潟市・人事評価マニュアル・・・・、「能力」・職務遂行上求

・・・・知識・実効性・ ・・ 、「態度」・職務遂行上求・・

・・公務員・ ・・ 姿勢・職務・対・・ 改革意欲・・取組

・ ・・ 、・ ・ ・。

・・・ 「能力」、「態度」・評価・、必要・ ・・ 行動安定

的・・・・・ ・ ・観点・評価・・・・ ・ 、具体的

・・、評価期間中・ ・、人事評価表上・「着眼点」・記・

行動等・・・ ・ ・ 観点・、各評価項目・照

・合・ ・評価・ ・・ 。

(ｲ) 次・、新潟市・ ・掲・・・ ・ 具体的・着眼点・評定基  

準・紹介・。「着眼点」・「評定基準」・、人事評価マニュアル

・添付・・ ・ 人事評価表・記載・・ ・ 、 ・具体的内容

・資料編58頁～70頁掲載・資料5・・ ・・ ・ 。

・記載・着眼点・評定基準・、先行実施都市・着眼点

・評定基準・参考・ ・決・・・・ ・。

       評価・流・・、以下・・ ・・ ・ 。

       被評価者・、自・・評価期間中・行動・ ・、着眼点・記

・行動等・・・ ・ ・ 観点・振・返・、3段階（◎

○△）・ ・ ・評価区分・記載・。

1次評価者・、被評価者・評価期間中・行動・ ・、被評価者

・自己申告・「人事評価観察メモ25」・・・参考・、最終面接・

中・、業務遂行上・行動等・確認、評価基準・基・、5段階

「54321」（・ ・4段階）・評価・行、人事評価表・記載・。

2次評価者・、1次評価・自己・観察メモ・・・参考・2次評価

・行。

(ｳ) ・、人事評価マニュアル・・・・、能力・態度評価・評価期

間・、平成22年度以降・ ・・ 、毎年10月・翌年9月・・

・評価期間・、評価期間・毎年4月・翌年3月・・・ ・

・業績評価・評価期間・ ・ ・設定・ ・。

・・ 、能力、態度・ ・・ 、仕事・成果・出 ・・ 活動、

・・・ ロセス・評価・ ・・・・ 、具体的・・、仕事・対

25 被評価者・日常・職務業務・対・取・組・・姿勢・ ・・ 備忘・ ・・ 記録。
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・・・・ ・姿勢・態度・臨・、・・・ ・思考・・・・ ・ 

行動・ ・評価・・・・ ・ ・ ・ 、人事異動、昇任等

・評価・行前・参考・ ・ ・最終評価時期（10月1日）・設

定・ ・・・ ・・ ・  。

・・ 対、業績評価・ ・・ 、年度・事業等・実施・

・・、4月期・設定業務・目標・対・年度末・最終評価・

行 ・ ・評価時期（2月1日)・設定・ ・・・ ・・ ・  。

   ウ 考察

(ｱ) 新潟市・、人事評価・ ・先進的・取・組・・ ・地方公共団

体・基準等・参考・ ・人事評価・基準・作成・ ・ ・ ・、

能力・態度評価・ ・詳細具体的・着眼点及・評定基準作

成・・ ・・ ・  。

・ ・・ 、 ・評価基準26・ ・・ 不十分・点・ ・。

・・点不十分・端的・ ・、新潟市・・評価基準・根底・

・「・ ・職員像」・十分・議論・尽 ・確立・ ・・ 

・、 ・職員像・基・一貫人事評価制度・・ ・ ・ ・

感じ・・・点・ ・。

・・ 、人事評価制度・、評価・道具・使・、職員一人

・・・市民・組織・期待・・ 行動・成果・残・職員・成長

・ ・・ 目指・・・ ・ 以上、最終的・「・ ・職員像」

定・・・・ ・ ・・ 人事評価制度・方向性・定・・ ・ ・

・。

確・、新潟市・・・ ・職員像・人材育成基本方針・掲

・ ・、 ・・ 新潟市職員・市民・意見・十分・聴取、十

分・議論・尽上・作・・ ・・・・・ 、主・他・地方公共

団体・人材育成基本方針・参考・ ・作成・ ・・・・・・・ 。 

・、新潟市・人事評価制度・詳細記載・人事評価マニュ

アル・人材育成基本方針・記載・・ ・・ ・  職員像・基・

・作・出・ ・・・・・ 、他・地方公共団体・参考・作成

・・ ・・・・・ ・ ・ 。

・、十分・評価基準・確立・前提・ ・、・、十分検討

・ ・新潟市・・ ・職員像・確立・ ・考・。

具体的・定・方・ ・・ 、近県Ｎ市・ ・例参考・・・・

思・・・・・次・ ・紹介・。

26 ・評価基準・、能力・態度評価・評定基準・・異・・、着眼点・評定基準・包

括 ・・・ ・ 使・ ・。
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出典：「人事評価システム・構築・活用・・」地方公共団体人事評価システム研究会（編集）25頁・抜粋

・ ・職員像（期待職員像）・能力評価制度・構築手順 

アン・ート・「仕

事」・教・下
・・・・参加・

①アンケートで「いい仕事」をエントリー（登録） 

②「いい仕事」についてインタビュー 

③「いい仕事」を導く行動パターンを整理 

④めざすべき職員像を確立 

⑤役割や能力評価の基準として活用 

⑥「いい仕事」をする職員に成長 

⑦市民に信頼される市役所の実現 

～・ ・仕事・・・方Ｎ市職員・モ・ル・～ 

Ｎ 市 職 員 

エントリー中・指名・人・

「仕事」・ ・インタ・ュー

職員・・・「仕事」・ ・ ・

・、市民・信頼・・ 市役所・実現・

・  

「・ ・職員像（期待職員像）」

・近・ ・ ・努力・ ・・ 「

仕事」・ ・職員・成長・

・・・「仕事」・思・ ・内

容・最大公約数化、「仕事」・

導仕事・・・方・行動・文章・

職員研修所職員課

・提出・
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      Ｎ市・・、前頁・図・・ ・ ・、「・ ・職員像」・確

立、 ・・ 基・ ・具体的・評価基準・確立・ ・・・ 思

・・・。・ ・図・・示・・ ・ 、Ｎ市・・「・ ・

職員像」・確立・・ ・ 、市民アン・ート・実施、市民・職

員・対・期待・ ・・ 情報収集上・「・ ・職員像」

・確立・ ・、 ・点・新潟市「・ ・職員像」・確立

・際・・、参考・・・・ ・。

(ｲ) ・、今後・、部局レ・ル・着眼点・評定基準・検討設定・

・ ・ ・細・評価基準・作・上・ ・望・・・。

・ ・、財務部・健康福祉部・・・、職員・求・・・・能力・

態度等・異・・・思・・・・ ・、現時点・・、一般行政職・技

術労務職・ ・基準分・・・ ・ 、財務部

・健康福祉部・基本的・・同一・基準・・ ・ ・。

今後・、新潟市独自・確立「・ ・職員像」・基・、

部局間・公正性・客観性・保、各部局レ・ル・各部局・職

務内容等・合致評価基準・策定・ ・望・・・。

④ 業績評価・手法

 ア 一般論

   研究報告書・ ・18次調査・・・・、業績評価・手法・・イント・

・概・以下・・ ・事項 ・・・ ・ 。

(ｱ) 目標管理・手法・・・業績評価

評価者・被評価者期首・目標・認識合、明確・目標・設定

上・、 ・達成度・測・目標管理・手法・・・業績評価・基本

・ ・ ・ ・。

(ｲ) 目標・設定・ ・

  人材育成等・観点・、組織目標・直接関・・・・自己開発目

標・形・・目標設定・積極的・推奨・ ・地方公共団体・

・、・ ・、所属・組織・ ・達成・業務・目標又・

・上位・組織目標・踏・目標・設定・第一・ ・ ・ ・。

・、目標設定・ ・・ 、被評価者案・基・期首面談・通

じ・内容確認・チェック・意見交換・行、評価者・被評価者間・

認識共有・中・、必要・応じ・加筆修正、最終的・・評価者

確定 ・ ・重要・・・。

チェック・イント・ ・・ 、組織目標・踏・ ・・ 否、当

該職員・職位・・ ・目標否、担当業務・主・要素・

・分解目標・・ ・ ・、職位・勘案難易度・重
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要度・設定・ ・・ ・ 否、・点挙・・・ 。

・、可能・範囲・数値化・・・ ・ 、被評価者・・ ・、何

・達成・具体的・認識・ ・目標・ ・・・・・ 、評価者

・・ ・・ 、 ・達成度合・的確・判定・ ・目標・ ・ ・

重要・ ・。

(ｳ) 定型的・業務・対・評価・ ・

  定型的・業務・ ・・ 目標・立・・ ・・ 指摘・ ・、当

該業務・期限、多寡、効率性、業務改善・関・点・・、業務遂行

・状況・測・目安 ・・ ・ 、業務・態様・可能・限・分解

上・目標・具体化・・ 、職員・繰・返周知徹底・ ・

肝要・ ・。

   イ 新潟市・ ・業績評価・手法

(ｱ) 目標管理・処方・・・業績評価

新潟市・ ・・ 、業績評価・目標管理・手法・・・旨人事評価

マニュアル・ ・指摘・ ・・ ・ 。

(ｲ) 目標・設定方法

  人事評価マニュアル・・、課（係）・・・組織・ ・・ 目標（方

向性）・踏・ ・、被評価者・１次評価者面接（後述(ｴ)記載・目

標設定面接・。以下単・「面接」・場合・目標設定面接

・ ・・ ）・上・、被評価者個々・職位・業務分担・応じ目

標・設定・ ・・ ・・ ・  。 

・、目標・決定者・、１次評価者・ ・・ ・ 、組織・ ・

・目標（方向性）・整合性・・・・ ・ ・ ・ 留意点・ ・

掲・・・ ・ 。

・、窓口業務・・・定型的・業務・技能労務職・担当・ ・

場合・・組織目標・直結個人目標・設定・ ・難場合

・・、係・チーム・・・共通・組織・目標・設定、 ・個人

・ ・・ 目標・導出・・・・・ 個人目標・設定・・・・ 指摘

・・ ・・ ・ 。

(ｳ) 目標・内容

  人事評価マニュアル・・、目標設定・中・、達成基準・明確・、

評価・際・考慮・ ・・ ・ 難易度・設定・ ・・ 求・・ ・。

・・ 、達成基準・、a ・・・ 、b・ ・・ （・ ・数値

化・）、c・・・ ・（手段、方法、手続・・・具体的・記載・）

・要素・明確・ ・・ ・ ・ 。

  目標・難易度・ ・・ 、目標内容・「改革度」、業務・「経験」
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・基・ ・、以下・表「難易度決定表」・・・被評価者・１次評価者

・面接・中・決定・・ ・・ ・  。併・、「改革度・目安」・「経

験・目安」・以下紹介・。

・、 ・掲「難易度決定表」等・ ・、「技能労務職員」

対象・・・・別途存在・、 ・・ ・・  割愛・。

《難易度決定表》 

改革度

経 験
創 造 改 革 改 善 

初挑戦(未経験） Ｓ１ Ａ１ Ｂ１ 

再挑戦(経験有) Ｓ２ Ａ２ Ｂ２ 

出典：新潟市の「人事評価マニュアル」より抜粋 

＜改革度の目安＞ 

 （主幹・副主幹（係長）・係長用）

Ｓ ： 創造 
・係の目標を達成するとともに、課の事業が計画的・効果的に推進できるように、課内全

般について組織の構造、業務のあり方を考え、課題を発見し、解決を導き出す活動。 

Ａ ： 改革 
・係の目標を達成するために、係の各担当（スタッフ）の業務が計画的・効果的に推進で

きるように、係内の業務のあり方を考え、課題を発見し、解決を導き出す行動。 

Ｂ ： 改善 

・係の目標を達成するために、事業が計画的・効果的に推進できるよう、マネジメント能

力を発揮して推進する活動。 

（副主幹・主査・副主査・一般用）

Ｓ ： 創造 

・前例踏襲にとらわれることなく、非日常の視点で課題をとらえ、新しい価値を創造する

活動。 

・これまでの手法や制度、仕組みを根本から見直し、従来の延長線上にある、改善・改

革を超えて、新しい発想でチャレンジする活動。 

Ａ ： 改革 
・自分の業務や作業、工程を見直すだけでなく、係の業務について、自主的に業務の仕

組みやあり方を考え、課題を発見し、解決を導き出す活動。 

Ｂ ： 改善 

・自分の業務や作業、工程を見直し、自主的に業務のあり方を考え、課題を発見し、解

決を導き出す活動。 
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＜経験・目安＞

「初挑戦」27・目標 ・・・ 経験 ・ ・場合・。

 「再挑戦」・目標 ・・・ 経験 ・ ・場合・。

出典：新潟市の「人事評価マニュアル」より抜粋 

(ｴ) 目標設定面接

      目標設定面接・、評価者・被評価者・・間・行、評価期間中・

被評価者・業務上・目標・明確・、認識・共有化・図・ ・・ 目的

・ ・実施・・・・・ 人事評価マニュアル・・位置・ ・・・ 

・。

      認識・共有化・ ・ ・イント・ ・、a目標・合意28、b達成手

段・合意29、c達成基準・合意30、d支援・合意31指摘・・ ・ 。

・、面接・際・留意点・ ・、評価者・ ・・ 「面接・前・、

自身・業務課題等・踏・、被評価者・業務上・目標等・ ・検討

・ ・ ・」「素直・話合・雰囲気・作・・心 ・

・」等・指摘、被評価者・ ・・ 「面接・前・、組織・ ・・

目標（方向性）・踏・ ・、個々・職位・業務分担・応じ個人目標

・自分自身・設定・・・ ・ 」「目標・内容、達成基準、難易度

・設定・ ・評価者・認識・共有化 ・」等・具体的・

指摘人事評価マニュアル・ ・ ・ ・・ ・・ ・  。

27以前・別・職場・類似仕事・ ・ ・、同じノウハウ・仕事・ ・場合・「初挑戦」

・・・・・。

・、簡単・仕事、毎日繰・返行業務・・、２～３ヶ月程度・マスター・ ・・

・仕事・「初挑戦」・、「再挑戦」・ ・。

・ ・、人事異動・新業務・就場合・、全・・業務「初挑戦」・・・・ ・・

・ ・・ 注意・。

28目標・合意・・、目標・設定・、被評価者考・ ・目標・評価者期待・ ・目標

・照・合・ ・決・・・・・ ・、両者・間・目標・・ャッ・ ・場合・ ・問題

点・明確・、解決策・考上・、話合・結果両者・納得合意・ ・望・・

・ ・・ 。
29達成手段・合意・・、目標原則・ ・現状・超・設定・ ・ ・、被評価者意欲的

・業務・取・組・ ・・ 阻害要因・・・・ ・面接・場・目的達成・ ・・ 手段・両者

・・話合・決・・ ・・ 。
30達成基準・合意・・、目標・・ ・限・具体化・数値化、「・ ・・・ ・ 達成・・

」・達成基準・決・・ ・・ 、評価・解釈・齟齬・可及的・防 ・・ 。
31支援・合意・・、達成手段・合意・・ ・・ 指摘 ・・ 同じ理由・、評価者（上司）

・ ・・・・ ・・  ックアッ・ ・ ・ ・検討・必要 ・ ・・ 。
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(ｵ) 最終面接

     最終面接・、評価期間・最終期・ ・、評価期間中・目標達成・

・取・組・・進捗状況、職務上・行動・・・振・返・、適切・指

導・助言・行 ・・ 目的・ ・行面接・ ・・ ・ 。 ・最終面

接・経・評価者・ ・最終評価・行。

     最終評価・・・一連・流・・以下・・ ・・ ・ 。

・、被評価者、目標・対・・ 達成状況・応じ・決定・達成

度・既・設定・・ ・ 難易度・業績評価判定・自己評価・行、

人事評価表及・個人目標シート・記載、１次評価者・提出・。

      達成度・、下記「達成度決定表」・・・決定・。

【達成度決定表】  

目標に対して達成した業績 達成度

達成度が 

１００％以上 

達成基準を１００％以上満たす質の良い内容、また

は期限より１割以上早く達成した場合 

（「早く達成した場合」とは、実質的に効果が発生す

ることを条件とする） 

Ⅰ 

達成度が 

概ね８０％以上 
ほぼ期待を満たす Ⅱ 

達成度が 

概ね６０％以上 

期待をやや下回る質の内容、もしくは期限より１割以

上遅れた場合 

（「遅れた場合」とは、実質的な損失の発生の有無を

考慮しない） 

Ⅲ 

達成度が 

概ね３０％以上 
期待を下回る質の不良な内容 Ⅳ 

達成度が 

３０％未満 

または未着手 

期待を相当下回る質の著しく不良な内容 Ⅴ 

  出典：新潟市の「人事評価マニュアル」より抜粋 
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・、決定達成度・設定済・難易度・、下記「業績評価

・相関表」・・・、原則5段階（S、A、B、C、D）・評価・。

【業績評価・相関表】

       達成度 

難易度 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

Ｓ１ Ｓ Ｓ Ａ Ｂ Ｄ

Ｓ２ Ｓ Ａ Ａ Ｂ Ｄ

Ａ１ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｄ

Ａ２ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ３ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｄ

Ｂ１ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｄ

Ｂ２ Ｂ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ

Ｂ３ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ｄ

   ＊「難易度」・ ・・ 、105頁・難易度決定表・参照。

出典：新潟市の「人事評価マニュアル」より抜粋 

次・、1次評価者・、最終面接・ ・自己申告・ ・被評価者

・意見・特・確認・点・・・ ・被評価者・説明・求

・、被評価者・自己申告等・参考・ ・最終評価・導出、同じ

人事評価表及・個人目標シート・記載・。

・、2次評価者・、1次評価・自己・観察メモ・・・参考・2

次評価・行、同じ人事評価表及・個人目標シート・記載・。

ウ 考察

(ｱ) ・、新潟市・実施・ ・業績評価・内容・ ・見・・・・、能

力・態度評価・同様、先進的・人事評価・取・組・・ ・地方公共団体

・人事評価マニュアル等・参考・ ・作成・・ ・ ・ ・ 、詳細・

業績評価・手法人事評価マニュアル・掲・・・ ・ 。研究報告書等

・指摘・比較・・ 十分・内容・・ ・ ・・ ・ 。

(ｲ) 目標管理・基・業績評価・実際・運用状況・ ・・ 、目標管理

平成21年9月1日・開始・ ・ ・・ ・・ ・  、残念・

・十分・検証・行 ・・・ ・ 。

、目標管理・ ・目標・設定・関、「面接・ ・十分・コ

ミュニ・ーション・・ 形・目標・設定・・ ・」・・アン・
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ート調査・行 ・ ・（資料編34頁「問41」参照）、「十分・コミュ

ニ・ーション・・上・、満足・ ・目標・設定・。」

・答人・41％・・・・・、「十分・コミュニ・ーション・・・ ・

・・ ・、マニュアル・沿・一応・目標・設定・。」

45％、「面接・ ・ ・・ 目標・設定。」10％、「現時点・

・・、未目標設定・ ・・ ・ 。」2％・結果・・。

目標・設定・否・着目・・ 、約86％・職員目標・設定・

・回答・ ・、目標管理・基・業績評価・大・目玉・ 1

評価者・被評価者・面接・・・コミュニ・ーション・通じ目標

設定・ ・ ・ ・ ・・ 、約60％・職員十分・コミュニ・ーショ

ン・・上・目標・設定・ ・ ・ ・実態・問題・ ・・ 

・。

  目標管理・重要・ ・・ 、職員面接・・・目標・設定・自・参加

・行 ・・・・ 、職員主体的・仕事・参画、目標対象・興味

・関心・持 ・期待・・ ・・ ・  。目標管理、単・・上意

下達・仕組・・・・、以上・・ ・意義・有・ ・ ・・ 、今後

職員・理解・・・ 取・組・必要・考・。

(ｳ)  次・、繰・返・指摘・・・、今後、PDCAサイクル・基・ ・

不断・見直・行、継続的・改善・図・ ・・ 不可欠・ ・。

・ ・、本年度・・ ・・・ 職員・対象・ ・導入・目標管

理・手法・、多・企業・ ・ ・機能・ ・ ・・ 指摘・

・・ ・ 。・ ・・ 、目標管理・利用・仕方・問題 ・

・ ・機能・ ・ ・ ・ ・・ 、民間企業・話・ ・地

方公共団体・ ・・・ 当・・・・話・・・ ・ ・・ 、 ・

言 ・・ 、目標管理・ ・・・ 人事評価・適切・行 ・・ 道

具・、適切・評価・ ・ ・判断・場合・・、積極的・実

態・即手法・改良・変更・姿勢重要・ ・・ ・・ 

・。

人事評価マニュアル・ ・・ （4頁目）、「完璧・人事評価制度・

構築・ ・ ・ ・。常・PDCAサイクル・推進・ ・、・、行

政・取・巻環境・適応 ・ ・、見直・進・・ ・。」・自

・宣言・ ・、今後PDCAサイクル・基・検証・新潟市実行

・ ・ ・ ・。

４ 人事評価制度・実効・・・・ ・ ・・  取組

(1)評価者訓練
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① 一般論

評価者訓練・実施・、人事評価・成否・左右・・ ・・  過言・・

・。人事評価制度導入時・、原則評価者全員・対・、人事評価制度

・評価方法、評価・実例等・ ・・ 教育・機会・十分・提供・ ・

不可欠・ ・、 ・後・、新任・管理・監督者・・・じ・・評価・行

者・対象・研修・実施・ ・適切・ ・・ 研究報告書

等・指摘・ ・。

具体的・・、各団体・・新任・管理・監督者向階層別研修等・実施

・基本・ ・一方、広域的・共同研修・都道府県単位・研修等・・・評

価リー・ー・評価者研修・講師養成・図・ ・望・、市町村ア・

・ミー・国際文化ア・・ミー、人材育成等ア・・イ・ー制度（総務省）

等・活用・有効・ ・・ ・ ・ 。

・、実際・評価・行・・・ ・ 自体最・効果的・訓練・ ・

・ ・、人事評価制度・試行・通じ・評価者訓練・行 ・・ 重要・

・・・指摘・・ ・・ ・ 。 

②新潟市・評価者訓練・現状

新潟市・ ・・ 、平成19年度・評価者訓練・研修・実施・ ・、

平成19年度・、①平成19年6月4日、②同年7月2日及・③同年9月

3日・、平成20年度・、①平成20年7月18日（同内容・講義・同年8

月27日）及・②平成21年1月14日～同月16日・、平成21年度・、

①平成21年4月14日～同月15日及・②平成21年8月18日、同月19

日、同月21日、同月24日～26日・ ・ ・実施・ ・。

新潟市・今後・研修予定・ ・・ 、平成22年度・予算確定・

・ ・ ・・ ・・  ス・・ュール・示 ・ ・ ・、新

・評価者・・・新任・係長・対・・ 必研修・行・・ ・・ ・  。

・、現時点・・、新潟市・ ・広域的・共同研修・ア・・イ・ー

制度等・活用・ ・・ 予定・・、民間・行・・・人事評価研修・

職員・参加 ・ ・・ 現在・行・・・ ・、・政令市間・・情報交

換・行・ ・・・ ・・ ・  。

・、新・人事評価制度・試行・平成21年9月・・・ ・・・  職

員・対象・ ・実施・ ・、現在進行中・ ・。

③考察

新潟市、平成19年度・評価者訓練・ ・・ 研修・定期的・実施

・ ・点・評価・ ・。

・ ・・ 、アン・ート調査・ ・、「今後、人事評価制度・関・研

修企画・場合参加」・・質問（資料編35頁「問42」参
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照）・対・、「積極的・参加」・答職員・25％・・・・・、

・・ 対・「指示・ ・・ 参加・」・答職員72％・・昇

・ ・、1次評価者・ ・・ ・ 課長補佐・係長・ ・・ 、「指示

・ ・・ 参加・」・答者・、課長補佐・・75％、係長・・60％

・結果・・ ・ ・。

・アン・ート結果・ ・・ 、職員・人事評価制度・対・関心

低 ・窺・。

    今回、監査・行・中・、人事評価マニュアル・作成等・行、

人事評価制度・構築・直接携・ ・ ・人事課・職員・ ・他・職員・

人事評価・対・重要性・認識及・関心・程度・大・差 ・ ・

感じ・・。

    公正開・人事評価制度・、 ・・・ 述・・ ・ ・非常・

重要・ ・、人事課以外・職員・・共通・ ・・ ・ 認識・持・・・

・ ・人事評価制度・成功 ・ ・・ 不可欠・前提・ ・・ 考

・。 ・・ ・ 認識・職員共有・ ・・ 、初・・評価者訓練・実・

上・・ ・ 。

今後、 ・・ ・ 認識・全職員・浸透 ・ ・必要・ ・、 ・

・・ 活動新潟市・期待・・ 。

(2)評価基準・明示

① 一般論

人事評価・基準、方法・職員・明示・ ・・ 、人事評価・客観性・

職員・納得性・確保・観点・職員・人事評価制度・対・理解・深

化・・・ 人材育成・促観点・必要・ ・。

・・ 、 ・・ 加・期待・人材像、人材育成基本方針等・含・

人事行政・取・組・・住民・積極的・公表・発信・ ・、地方公共

団体・人事行政・対・住民・信頼・高・・ ・・ ・ ・ 。

以上・ ・・・ ・ 、人事評価・基準、方法・職員・明示・ ・

・・研究報告書等・・指摘・・ ・ 。

② 新潟市・評価基準開示・現状

新潟市・ ・・ 、各職員保有・・ ソコン・人事評価マニュアル

及・人事評価表・公表、 ・中・評価基準示・・ ・ 、 ・・

職員確認・ ・状況・・ ・ ・。

・、・ソコン・保有・ ・職員・ ・・ 、人事評価マニュア

ル及・人事評価表・・リントアウト ・・・ 各職場・ ・備置

・ ・、 ・・ ・・  閲覧・ ・・ ・ ・ ・ 。

・ ・・ 、職員・対・アン・ート調査結果・・・・、人事評価マニ
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ュアル・ ・・ 理解度・質問アン・ート・ ・（資料編32頁

～33頁「問39」参照）、約半数・職員「内容・理解・ ・」・

・「存在自体知・・」・結果・・。

・、人材育成基本方針・認知度・質問アン・ート・結果（資料

編3頁～4頁「問6」参照）・、約75％・職員「読・ ・ ・」

・ ・「存在自体知・・」・結果・。

③ 考察

  新潟市・ ・・ 、上述・・ ・形式的・・人事評価・評価基準・開

示・・ ・・ ・・ ・  。

・ ・・ 、職員・十分・浸透・ ・・ 開示・ ・・ ・ ・ 

点・・、十分・ ・ ・アン・ート結果・見・明・ ・

・。 

今後・、評価基準・開示・仕方・ ・再考・必要性 ・・ 

・。

・、 ・評価基準・開示・仕方・変 ・ ・・ 、職員・人事評

価制度・対・関心・ ・・ 十分・浸透・ ・考・・・ 。 ・、

開示・方法・検討及・実行並・・人事評価制度・・職員・関心・高・・

方策（ ・ ・人事評価制度職員・・・・ ・影響・・ ・ 職員・

理解・・・ ・・  取組・・）・検討・実行・ ・必要・

・。

(3)評価結果・フィー・・ック

① 一般論

人材育成・資・・ 観点・評価・結果・活用・ ・・ 任用・給与

処遇・・・対・納得性・向上・図・観点・、評価・関・フィー・

・ック・実施、評価結果・開示・通じ・指導・人材育成・行 ・

望・。

研究報告書等・ ・・ ・ 旨指摘上・、被評価者自身希望

・場合・除、面談・通じ・評価結果・フィー・・ック・行 ・

基本・ ・・ 指摘・・ ・ 。

・ ・・ 、留意点・ ・以下・ ・・ 挙・ ・。

a職員・対・開示・趣旨・徹底・図・・・・・、開示方法・ ・・ 、

面接等・・・本人・納得・理解・得・ ・。

b人事評価結果・開示範囲・ ・・ 、人材育成・職員・納得性・向上

・趣旨、 ・・・ ・ ・・  団体・組織風土・踏・個々・十

分・検討・ ・。

c開示・対象者・ ・・ 、人材育成・観点・踏・ ・・ 全員・開示
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・ ・望・、例・係長以上・・ ・試行・行、 ・

結果・踏・、一般職員・ ・・ 当面希望者・・ ・・ 実施・

・・・、段階的・開示・視野・入・・検討・ ・。

② 新潟市・現状

新潟市・・、 ・・・ 人事評価結果・開示・ ・制度化・・ ・ 

、新・人事評価制度・導入・伴、人事評価マニュアル・

・、評価結果・開示・制度化・・ 至。

導入・評価結果・開示・内容・以下・・ ・・ ・ 。

 ア 趣旨

      人事評価マニュアル・・・・、評価結果・開示・・・、人事評価制

度・関・透明性、納得性・向上・図・・・・・、被評価者・自己開発

・能力開発・促進・ ・指摘・・ ・ 。

      前・・指摘、新潟市・・人事評価・結果・人事管理全般・活

用・システム・現時点・・整・・・ ・ ・ ・ 、人材育成・資

・・ 視点・・・指摘・・ ・ ・。

    イ 開示対象者

      最終面接時・ ・、今後・能力開発・ ・・ 指導・助言・行

・ ・、被評価者全員・・一律的・開示・行・、以下・a､b・開示

対象者・対・・・ 評価結果・開示・行 ・・ ・ ・ 。

a自己・能力開発・ ・・ 人事評価結果・開示・希望・職員

b所属長、指導育成・観点・特・人事評価結果・開示・行必要

・・ 判断職員（「能力・態度評価」・最終評価・「1」一以

上・職員・必対象・ ・）

    ウ 開示・流・

(ｱ) 前記a・場合

      ⅰ開示希望・被評価者・「開示申請書」・所属長・提出（最終評価

結果・提出期限・約１週間後・開示申請書・提出期限・ ・）

      ⅱ所属長・「開示書」（各項目・評価結果記載・ ・・ ）・作成

      ⅲ所属長・１次評価者・開示内容・説明・・・・・ 、被評価者・

「開示書」・交付、面接・・・評価内容・説明

(ｲ) 前記b・場合

      ⅰ所属長・「開示書」（各項目・評価結果記載・ ・・ ）・作成

      ⅱ所属長・１次評価者・開示内容・説明・・・・・ 、被評価者・

「開示書」・交付、面接・・・評価内容・説明及・指導

③ 考察

職員・対・アン・ート調査・ ・、 ・・・ 人事評価結果・フィ
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ー・・ック十分・・ ・・ ・・  質問・行 ・ ・（資料編34

頁「問40」参照）、「・ ・・・ 言・」・・回答57％・最大・割合

・占・・、「十分・・ ・・ ・ 」・・回答14％・ ・・ 対

、「十分・・ ・・ ・ 」・・回答28％・「十分・・ ・・ ・ 」

・・回答・ 2倍・数・占・。 ・・ ・ 結果・、新潟市・ ・、

・・・人事評価結果・開示・ ・制度化・ ・・ ・ ・・ 

・・・ ・大 ・思・・・・ ・、新潟市・新・人事評価制度

導入・ ・・ 伴、評価結果・開示制度化・ ・・ 、評価・

・・ 言・。

・、開示・対象者・ ・ａ開示・希望・職員・ｂ所属長特・開

示・必要・判断職員・ ・ ・・・ 、評価結果・開示制度・導入段

階・ ・ ・ ・・ 適当・、今後・運用・見・、開示者・範囲

・広・ ・・・ 検討・ ・ ・ ・。

・、開示・方法・ ・・ 、評価結果・開示・ ・・・ 、面

接・通じ・被評価者・・助言・指導・機会設・・・ ・・・ ・  

・、適当・ ・。

今年度導入制度・ ・ ・、運用実態・ ・・ 検証・・ ・

、今後、人事評価マニュアル・ ・・ 運用・ ・・ ・・  、PDCA

サイクル・基・不断・見直行・・・ ・・ 期待・。

(4)苦情対応

① 一般論

研究報告書等・ ・・ 、以下・・ ・述・・・・ ・。

人事評価・公正性・確保、信頼性、納得性・高・・上・、苦情対応

システム・不可欠・ ・。

・、第１段階・ ・幅広「苦情相談」・ ・体制・整・必要

・。相談・担当・・・ 、迅速的確・対応可能・人事担当課

窓口・中心・考・・・ 、規模・大団体・・、各部局単位・総務

課職員・上位評価者等・・・相談員・配置・ ・・ 考・・・ 。

相談者相談結果・納得・ ・場合・、苦情相談・続第二段階・

・、本人・申出・基・、任命権者側・ ・ ・・ 評価結果・当否等

・点検、調査、審査・「苦情処理」・組・合・ ・・ 基本・ ・。

先行的・取・組・・ ・地方公共団体・ ・・ 、開示・評価結果

・関・・・ 又・苦情相談・・ ・・ ・・  不服残・・・・対象・

・、人事担当課又・苦情処理委員会・・ ・合議組織・・・・審査等・

行・ ・。

② 新潟市・ ・苦情対応・現状
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新潟市・ ・・ 、平成21年9月・人事評価・手続・関・苦情

相談制度導入（試行） ・・・ 至。

具体的・・、各部、各区等・苦情相談員・設置、申出人（被評価者）

口頭、電話、メール・・・申出・行、苦情相談員相談内容・聞

上・、評価手続・関・・・・ 改善必要・ ・・ 場合・、直接、

・ ・部長・区長等・通じ・、申出人・意向・確認・、評価者・伝

達改善・促 ・・ ・・ ・  。

苦情相談員・、各部・各区等・主幹課・課長補佐原則・ ・担当

・、苦情相談員・直接・評価者以外・者・ ・ ・ ・、上記・職員

直接・評価者・・・場合・・・・、人事課長補佐・苦情相談員・ ・。

・、平成21年12月末日現在・・苦情相談件数・0件・・ ・・ 

・。

③ 考察

 苦情対応・ ・・ 、新潟市・・、各部・各区等・苦情相談員・設置

、苦情対応・体制整・・・ ・・  言・。

・ ・・ 、実際、相談件数・平成21年12月末日現在・ ・・・ 、

運用実態等・検証・今後十分・行・ ・期待・・ 。

・先行的・取・組・・ ・地方公共団体設置・ ・苦情処理

委員会・・ ・合議組織・新潟市・・・規模・自治体・ ・・ 設置

・ ・思・・、今後・点・検討・期待・。
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Ⅲ 任用 

 １ 序論

(1) ・じ・・（視点）

民間企業・・、高度経済成長期・人事管理システム・転換、年功序

列制度・見直、人事評価・成果主義・導入等・柱・ ・、人材・有効

活用・・・、新低経済成長期・ ・人事管理システム・構築図

・・・ ・。

・社会情勢・中、地方自治体・ ・・ 、人事政策・見直・再

構築・行 ・・ 喫緊・課題・ ・。・・具体的・・、限・・財源・

人材・最大限・活用・ ・・ 、 ・・・・ 仕組・・現状・真摯・見直

、頑張・・報・・、 ・ ・組織活力・向上・・・、・ ・・ 市民

サー・ス・向上・ ・ ・人事制度・再構築・ ・ ・。

・観点・、新潟市・ ・任用管理（特・昇任管理）、並・・人

事異動・配置管理・ ・本人・意思・反映 ・ ・・ 民間企業・活

用例増加・ ・自己申告制度及・公募制度・ ・、現状・分析・

行、若干・考察・加・ ・・ 。

(2) 能力主義・原則

地方公務員法第17条第1項・、「職員・職・欠員・生じ場合・・、

任命権者・、採用、昇任、降任、又・転任・ ・ ・方法・・ ・職

員・任命32 ・ ・ ・ ・」・規定・ ・。 ・「採用、昇任、降

任、及・転任」任用・基本類型・ ・33。

・、同法第15条・、「職員・任用・、 ・法律・定・・・ ・・・

・、受験成績、勤務成績・他・能力・実証・基・ ・行・・ ・・・

・・」・ ・、任用・基本原則・ ・成績主義・採用・ ・・ 規定

・ ・。「受験成績」・・、競争試験（採用試験及・昇任試験）又・選

考・・ ・示・受験者・成績・、「勤務成績」・・、勤務成績・

評定（同法第40条）・・、職員・ ・勤務実績・。

同法第15条任用・根本基準・ ・成績主義・原則・採用・ ・趣

旨・、以下・2点・ ・・ 解・・ 。

a. 人材・確保・育成

32任命・、任用・同義・解・・ （橋本勇著「逐条地方公務員法第2次改訂版」（学陽書

房）222頁）。
33 地方公務員法・基・任用・・、他・法律・基・ ・、・ ・事実上・任用・ ・、

兼職、充・職、事務従事、出向、派遣行・・・ ・。
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地方公共団体・行財政・運営効率的・行・・・ ・・ 最・重要・

・・・一・、少数精鋭主義・・ ・公務能率・最大限・発揮・

・・ ・。・ ・・ 欠 ・ ・ ・ ・・ 、優秀・人材・確保、

優・職員・ ・育成・ ・・ ・ 。優秀・人材・育成・具

体的・方法・一・、能力主義・・ ・登用・行、・・優・人材

・行財政運営・責任・権限・与・ ・・ ・ 。

・・ ・ 成績主義・原則・、地方公共団体・能率・向上、・

・・住民福祉・増進・ ・・ 絶対的・要件・・ ・・・・ ・ 。

b. 人事・公正・確保

人事行政・・ ・極・・重要・ ・・ 一・、人事・公正・・ ・

・・・・ ・ ・・ ・ 。成績主義・対立・概念・ ・猟官主

義 ・、 ・・ 任命権者・・・縁故・個人的・ ・ ・、信頼関

係等・基・ ・任用・制度・ ・。猟官主義・・・情実人事行・

・・・、優秀・人材・確保・ ・阻害・・ 公務・遂行・支障・

与・ ・ ・ ・・ 、他・職員・志気・低下・・ ・ ・

・。 ・弊害・避・ ・・ 、任用上・成績主義・原則採用・

。

２ 昇任

(1) 定義

昇任・・、職員・現在就・ ・職員・職・・上位・職・任命・

・・。

(2) 一般論

地方公務員法第17条第3項・、「人事委員会・置地方公共団体・

・・ 、職員・採用及・昇任・、競争試験・・・・・・ ・。但、人

事委員会・定・・職・ ・人事委員会・承認場合・、選考・

・・ ・・ 妨・。」・規定、人事委員会・置自治体・・原則・

・競争試験義務付・・ 、特定・場合・・選考許・・・ 建・

・・ ・ ・ 。

、従来・、・・・・・自治体・管理職昇任・、競争試験・・・

、選考・・ ・ ・・ 現実・34。

・「選考」・・、特定・候補者・ ・、 ・者・任用・ ・

・ ・職・・ ・能力 ・否・実証・方法・。

34 「平成9年度昇任試験・実施状況調査＜自治省＞」・・・・、681市区・、競争試

験・ ・実施中・144団体、検討中・39団体、予定・ ・498団体・。
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、選考・ ・・ 明確・基準・設・ ・・ 、学歴、年齢、勤務年数、

性別、 ・日・・ 勤務状況・見・・総合的判断・名目・・・・、

従来・年功序列的・昇任運用・ ・・ ・・  指摘 ・・ ・・ 

周知・・ ・・ ・ 。

・指摘・・・、公務員制度改革大綱Ⅱ―１－２－（２）・・、「能

力基準・能力評価・活用・ ・・・・ 、真・能力本位・適材適所・人

事配置・実現・。 ・・・・ 、人事管理権者・、所属・職員・能力

・最大限・活用、機動的・効率的・行政運営・確保・。」 ・表明

・・ ・ 。 ・、 ・具体的措置・ ・「人事管理権者・、能力評

価・結果、就・ ・ ・職務・求・・・・適性及・ ・他・事情・総

合的・考慮・職員・昇任 ・。」・ ・。

(3) 新潟市・現状

①序論

新潟市職員任用規則（以下「任用規則」・。）・、a. 任用・一般

的基準、b. 選考・・・昇任、c. 選考・方法、d. 選考・基準・ ・、

以下・・ ・規定・ ・。

a. 任用・一般的基準

第3条第3項「職員・採用及・昇任・、第13条及・第14条・規定

・・・選考・・・ ・ ・ ・場合・除、競争試験（以下「試験」

・。）・・・・・・ ・。」

b. 選考・・・昇任

第14条「昇任・、選考・・・ ・ ・ ・。 ・場合・ ・・ 、

法第17条第3項書35・規定・人事委員会・承認 ・・

・・・。

c. 選考・方法

第16条第1項「選考・、選考・・ 者・選考・対象・・・職・職務

遂行・能力・有無・第19条・規定・選考・基準・基・ ・判定・

・・・、必要・応じ、筆記試験、面接試験、実地試験、勤務評定

・他・方法・用・ ・ ・ ・。」

同条第2項「人事委員会・第19条・規定・選考・基準・・・難

・認・・・ ・、前項・規定・ ・・ 、当該選考・基準・・・

・選考・行 ・ ・ ・。」

35地方公務員法第17条第3項「人事委員会・置地方公共団体・ ・・ 、職員・採用及

・昇任・、競争試験・・・・・・ ・。但、人事委員会・定・・職・ ・人事委員会

・承認場合・、選考・・・ ・・ 妨・。」
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d. 選考・基準

第19条第1項「選考・、法令・基・免許・他・資格及・経歴、

学歴又・知識・ ・技能・有・ ・及・昇任・場合・ ・・ 、

更・勤務成績優秀・ ・ ・・ 基準・ ・。」

同条第2項「前項・基準・・・難場合・、人事委員会別・定・

・・ ・・・・ 。」

② 競争試験

ア 概要

任用規則第3条第3項・規定・ ・・ 、従来、新潟市・・競

争試験・行・・・ ・。 ・・ 、例・係長・・昇任・

・・ 、任用規則第14条、第16条及・第19条等・基・、対象

職員（役職：主査）・、所属長・係長・・昇任内申・

・・・ ・、人事担当（最終決定者・市長）適当・認・ ・・

・係長・昇任・・・ 選考・方法・・ ・。

、新潟市・・、平成20年4月期・、以下・概要・・、係

長昇任・一部・ ・・・ 、競争試験・開始。

a. 職種

「事務」及・「土木」

b. 目的

次世代・担意欲・ ・若手・人材発掘・育成。

c. 対象（受験資格）

昇任時34歳以上38歳以下、主査経験１年以上。

d. 選考方法

人事評価表・・・勤務評定、論文、及・個別面接・内容・総合

的・評価・決定・。

イ 実施状況

上記・競争試験・実施状況・以下・・ ・・ ・ 。

a. 職種：一般事務

昇任時期対象者数受験者数合格者数最終昇任

者

合格倍率

平成20年

4月1日

266人 12人 5人 5人 2.4倍

平成21年

4月1日

310人 4人 3人 3人 1.3倍
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b. 職種：土木

昇任時期対象者数受験者数合格者数最終昇任

者

合格倍率

平成20年

4月1日

21人 1人 0 － －

平成21年

4月1日

18人 3人 2人 1人（1人

辞退）

1.5倍

   ③ 選考

ア 課長及・部長職・ ・

課長及・部長職・ ・、人事委員会・、任命権者（通常・市長）

・・ 請求・者・ ・選考・実施・ ・。

任用規則第19条第1項・・・・、選考・・・昇任・、「法令・基

・免許・他・資格及・経歴、学歴又・知識・ ・技能・有

・ ・」及・「勤務成績優秀・ ・ ・」・基準・ ・。

・点、実際・・、選考・対象・・・職員・経歴書人事委員会

・提出・・ 。人事委員会・当該経歴書及・以下・経験年数・・・

基準等・参考・、任用規則第19条第1項定・・上記各要素・判断

・選考・実施・ ・。

従・、以下・昇任基準表・定・・・経験年数・・・判断・

・・・ ・・・  。、平成19年1月・人事委員会・設置以

後、以下・昇任基準表・経験年数・満 ・者課長・部長

・・例・、国・・ 割愛採用・・・1名・・・ ・。

昇任基準表

    一般

        役職

学歴

課長 部長

大学卒 経験年数

11年

経験年数

17年

短大卒 経験年数

14年

経験年数

20年

高校卒 経験年数

19年

経験年数

23年

中学卒 経験年数

23年

経験年数

27年
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注1 経験年数・、新潟市職員・採用・・ ・・  年数・。

注2 国等・・ 割愛採用・ ・・ 、国等・採用・・ ・・  年数・。

、経験年数・満 ・場合・、個別・審査・行。

注3 民間等・・ 経験・採用要件・ ・採用・者・ ・・ 、採用前・経験

・経験年数・加・ ・・ ・ 。

  イ 課長及・部長職以外・ ・

課長及・部長職以外・ ・・ 、任命権者（通常・市長）、選

考・実施・ ・。具体的・・、任命権者・指示・受総務部

人事課・ ・任用規則第19条第1項掲・選考基準・基・

・実際・選定行・・・ ・。

当該選定・ ・・ 、所属長・内申等・・・人物評価・欠員状況

等・加味上・、総合的評価・行・ ・。当該評価・際・一資

料・ ・、以下・・ ・各階層・ ・期待・・ 行動・必要・

・・能力示・・ ・ 。

階

層

期待・・ 行動 必要・ ・・ 能力

新

規

採

用

職

員

◇市役所職員・ ・・ 責務・自覚・。

◇上司・先輩・指導・受・ ・、担当業務・円滑・遂行

・。

◇市民・・対応・ ・誠実・対応・ ・。

◇公務員・ ・・ 自

覚・基礎知識

◇基本的職務遂行能

力

◇住民対応・基本的

能力

◇情報活用能力

一

般

職

員

◇業務・担当者・ ・、業務・関・知識・技能・深・、

業務遂行・ ・・ 技術水準・向上・努・・ ・、業務遂行

・行・。

◇環境変化・担当業務・・適合度・考・ ・・ 職場・

・協力・連携・深・・。

◇市民対応・第一線・ ・、誠実丁寧・対応・

・。

◇コミュニ・ーショ

ン能力

◇問題解決能力

◇企画立案能力

◇政策形成能力

◇情報活用能力

主

査

職

員

◇業務・担当者・ ・、業務・関・高度・知識・技術・

深・、業務遂行・行・。

◇係長・補佐、後輩・指導・ ・。

◇政策形成能力

◇情報活用能力
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係

長

職

員

◇環境変化・動向・留意・ ・、係組織・チームリー・

ー・ ・、チームマネ・メント・行。

◇係組織・担当業務・精通、仕事・管理・改善・推進

、意識的・部下・指導育成・取・組・・ ・、チーム・

活性化・図・。

◇チームマネ・メン

ト能力

◇政策形成能力

◇問題解決力

◇部下指導・育成能力

課

長

補

佐

職

員

◇管理者・ ・・ 自覚・持・、上司・補佐・。

◇組織・方針・沿・部下・指導・。

◇組織内・関係・部門・・調整及・対外的・機関・・

折衝・行、政策・実現・ ・ ・。

◇組織マネ・メント

能力

◇政策形成能力

◇部下育成能力

課

長

職

員

◇組織管理者・ ・、外部環境・内部環境・動向・留意

・ ・組織・ ・取・組・・政策課題・政策目標・明

確・、 ・達成・ ・・ 組織・経営資源・最適活用・図

・政策・実施・評価・。

◇部下・計画的・指導育成・職場風土・創造・取・組・

・ ・、組織経営・仕事・管理・進・・。

◇環境・変化・重視、 ・・ 適応業務・組織・再構

築・取・組・。

◇組織マネ・メント

能力

◇組織経営管理能力

◇政策形成能力

◇組織開発能力

◇部下育成能力

部

長

職

員

◇部門管理者・ ・、外部環境・内部環境・動向・留意

・ ・部門組織・取・組・・政策課題・明確・、 ・

達成・ ・・ 部門・経営資源・最適活用・図・政策・実

施・評価・。

◇豊・人間性・広視野、高見識・洞察力・有・・

・・・長期的展望・立政策評価・行、統率力・折衝

力・発揮・市議会・国・県・関係団体・市民・・・対応

・・・・・ 、部門組織・経営管理・ ・。

◇部門組織経営管理

能力

◇政策評価能力

◇高度・意思決定能

力

◇洞察力

◇対外調整能力

◇危機管理能力

(4) アン・ート・結果

アン・ート問17（資料編14頁～15頁参照）・・・・、将来・昇進・

・・ 考・、「・ ・限・昇進」若 ・「家庭生活・・調和

・・・・範囲・昇進」・回答職員・合計・164名（約38％）

・ ・、「昇進・・ ・・・ 」若 ・「昇進 ・」・回答

職員・合計（254名（約60％））・約22％下回。

・、アン・ート問33（資料編29頁～30頁参照）・・・・、昇任試

験制度・導入・ ・・ 「積極的・導入・ ・ ・」・回答職員
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全体・約3分・2・相当・281名（66％）・。問17・「・

・限・昇進」・回答職員・ ・・ 、77％・職員昇任試

験制度・「積極的・導入・ ・ ・。」・ ・ ・一方、問17・「昇

進 ・」・回答職員・ ・・ 、 ・71％昇任試験制度・

「積極的・導入・ ・ ・。」・回答・ ・。年齢別・・・・、昇任

試験制度・「積極的・導入・ ・ ・」・回答20歳代、30歳代、

40歳代、50歳代以上・職員・、 ・ ・82％、70％、62％、62％・

・、若年者・・、昇任試験・導入・積極・。

・・ 、昇任管理・ ・方・関・質問（資料編30頁～31頁「問34」

参照）・ ・・ 、「人事評価制度・導入・能力・実績・評価・決・

・・」若 ・「昇任試験制度・導入・」・回答職員・合計

数221名（約52％）・ ・、「 ・・ 年功序列・・・・」若

・「所属長・内申・勘案・決・・・」・回答職員・合計数155

名（約36％）・約16％上回・ ・。

(5) 考察

新潟市・・、一部・係長昇任・ ・競争試験導入・・ ・ 他・、

従来・・ 選考・・・昇任行・・・ ・。当該選考基準・ ・・ 、

上記（2(3)③）・示 ・ ・・ ・ 。 ・・ 、各階層・ ・期待

・・行動・求・・・・能力一応示・・ ・ 他・、基本的・・所属長

・内申等・基・総合評価・・・・・・ ・・ ・ 。 ・・・ 基準・

抽象的・ ・・・ 評価・免・得・ ・考・。

    本来、地方公務員法第15条成績主義・原則・掲・ ・趣旨・、上

述・・ ・、a.人材・確保・育成、及・b.人事・公正・確保、・点・

・。 ・、a.真・優秀・人材・確保・育成・ ・・ 、・b. 情実

主義・・・弊害（優秀・人材・確保・ ・阻害・・ 上、他・職員

・志気・低下・ ・ ・）・排除・ ・・・ 、客観的・実績・能力・

実証不可欠・ ・、 ・ ・・・ 実績・能力評価・基準客観化・

・ ・極・・重要・ ・。

・点・ ・・ 、アン・ート問33（資料編30頁～31頁参照）・、

「人事評価制度・導入・能力・実績・評価・決・・・」若 ・

「昇任試験制度・導入・」・回答職員・割合、「 ・・ 年功

序列・・・・」若 ・「所属長・内申・勘案・決・・・」・回

答職員・・約16％上回・ ・ ・ ・、職員・意識・傾向・・適

合・ ・・ ・ 。

・、実績・能力評価・基準・客観化・具体的・方法・ ・考

・・ 、・挙・・・・ 、既・係長・一部・導入・昇任試験制
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度・拡充・ ・。・ ・・ 、昇任試験・対・・ 、管理職・能力・・ー

・ー試験・試 ・出来・・、昇任試験・没頭・ ・・ 本業・職

務疎・・・・・・・ 、職場・・ ・有利不利生じ・・・・・

・問題点指摘・・ ・ 。アン・ート・問33（資料編30

頁～31頁参照）・昇任試験制度・導入・ ・・ 理由・ ・・ 記述式

回答・ ・・ 、上記・同内容・回答散見・。

    実績・能力評価・基準・客観化・・ 一・方法・ ・・ 、人事評

価制度・・・評価結果・選考基準・反映 ・・ ・ 考・・・ 。

・方法・対・・ 、評価・公正、公平・担保・如何・図・ ・

点問題・・・ ・、既・新潟市・ ・・ 試行・・ ・ 人事評

価制度・活用・ ・考・・・ 。新潟市・ ・・ 、新潟市行政改

革・ラン2005【工程表】・ ・、「人事管理システム・構築」・

実施項目・ ・、「「評価」「能力開発」「処遇」・連動 ・人事管理

システム・構築・。」・ ・ ・・ ・・ ・  、当該システム・構築・

早急・実現・ ・極・・重要・政策課題・考・。

 ３ 自己申告制度

(1) 一般論

自己申告制度・・、一般・、職員・対、職務・関・異動希望・現

在・職務・・成果・文書・申告 ・ ・・ 。

自己申告制度・導入・目的・ ・・ 、

a. 担当職務・・適性・満足度・異動希望・聞、人事異動・・・資料

・ ・活用・、

b. 各職場抱・不満・問題点・把握、職場環境整備・各種人事施

策・反映 ・、

c. 改善案・提案・ ・・・ 、経営施策・業務運営・役立・・

・・挙・・・ 。

地方行政運営研究会第18次公務能率研究部会・・・調査結果・・・

・、都道府県・政令指定・ ・7割・8割、一般・市区町村・概・5

割・地方公共団体自己申告制度・導入・ ・。

(2) 新潟市・現状

①対象職員

新潟市・ ・・ 、職員・勤務・状況・人事異動・対・考方・把

握、適正・人事管理・行 ・・ 基礎資料・ ・ ・・ 目的・、対象

職員・「自己申告書」・提出・受・ ・。対象職員・以下・・ ・

・ ・。
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職 種 対象者

行政職（課長補佐～参事）全員（必須）

行政職（主幹以下） 在課３年以上・職員（原則）上記以外・職員

・希望者

保育士 希望者

技能労務職 希望者

  ② 実施方法

対象者・所属長・自己申告書・提出（対象者・人事課・直接提出

・可能）、 ・後自己申告書・基・所属長面接・行。所属長・

面接・後、人事課・自己申告書・提出・。

③ 実績

 上記・自己申告書、実際・人事異動等・・・程度反映・・ ・ 

・ ・・ 、新潟市・客観的・資料・不明・ ・。

(3) アン・ート・結果

アン・ート問15（資料編13頁参照）・・・・、仕事・・・ ・感

じ、持続・増進 ・ ・・ 必要・ ・・ ・ 、「希望・合適切・人

事配置」36％・、「職場・コミュニ・ーション・円滑化」・37％・次

・二番目・多回答・。

・、アン・ート問30（資料編27頁参照）・・・・、現在・人事異

動・・・配置管理・ ・、「 ・・ 適切・ ・。」若 ・「・ ・

・ ・適切・ ・。」・回答職員・94名（22％）・。一

方、「 ・・ 適切・・。」若 ・「全適切・・」・回答職員

・121名（28％）・。

・・ 、アン・ート問31（資料編28頁参照）・・・・、 ・・ 配

置管理・ ・、「職員・適性・考慮・配置・」、「職員・・ 自己

申告・最大限・尊重・」、「多様・経験・積・ ・・ 配置・」

・回答職員・、・ ・231名（54％）、104名（24％）、70名（16％）

・。

(4) 考察

  2002年・厚生労働省「雇用管理調査」・・・・、民間企業・ ・自

己申告制度・企業規模1000人以上・8割程度・実施率・・ ・ ・。・

、従来・申告内容・参考程度・扱場合少・ ・、近時・、

積極的・自己申告制度・活用・企業増・ ・、先進的・企業・・、

能力開発・自己開発・実績・今後・希望、キャリア・ラン・・・重視、
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キャリア・・イン・ ・・ 自己申告・活用・ ・事例・増加・ ・

・ ・・・ ・ 。

・現状・下、地方自治体・ ・・ 、組織・便宜 ・・ 、人

事異動・関・一定・選択肢・与・ ・・ 、人事異動・通じ・職員・

自学・促、能力・伸・ ・ ・必要・考・。 ・ ・・ 、上

記アン・ート結果・見・・・職員・意識・傾向・・適合・。 ・・ 、

全体・36％・職員仕事・・・ ・持続・増進 ・ ・・・ 希望・

人事配置必要・回答・ ・。・適切・配置管理・方法・

・、自己申告・重視・ ・・ 挙者・24％・一定・割合・占・・

・。

・基本的・・、今後、自己申告制度・維持・発展 ・ ・

望・ ・考・、現状・・自己申告・結果実際・人事異動・

・・・ 程度反映・・ ・・ ・ ・・   情報全開示・・ ・ 

。 ・状況続・職員・間・自己申告制度・軽視・風潮生・

・・・・、制度形骸化・ ・・ 否定・ ・。確・、対象職

員・数多集約・・相当・時間・労力必要・・・・思・・・、職

員自発的・キャリア開発・行上・自己申告制度・果役割・重要

・考・。

・、自己申告制度・結果・集計・管理体制・整、可能・範囲・

職員・開示・ ・・ 検討・・・ ・ 考・。

４ 庁内公募制度

(1) 一般論

庁内公募制度・・、一般・、特定・・スト・ ・職員・希望・・

・、申出・職員・中・審査選考・上、当該・スト・配置・

・・。

新規事業・・ロ・ェクト・積極的・挑戦・意欲・高人材・発掘

・場合・、職員・自立的キャリア形成・促進・支援、自学・促進・

観点・、今後自治体・ ・庁内公募制・導入普及・ ・考

・・・ ・。

公務員制度改革大綱Ⅱ－2－(3)・・、職員能動的・自・・能力・生

・・ スト・応募・ ・・ ・ ・・・・・  、組織・活性化・図・ ・、

・・・ 、慣習的・固定的・人事配置・見直、多様・経歴・人材・起

用・ ・・・・ 縦割・意識・前例踏襲的・意識・改革、職員・・・主

体的・キャリア・形成・促進・ ・・・・ 、エン・ロイア・リティ（雇
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用可能性）・向上・・ 観点・、公務部内・任用・ ・・ 、公

募制・積極的・活用・ ・・ 掲・ ・。

(2) 新潟市・現状

新潟市・・、平成20年4月期及・平成21年4月期・各人事異動・際

・、以下・概要・・公募制人事・行。 ・目的・、担当業務・ ・

じ・明示、 ・業務・従事人材・庁内・広募集、職員

希望・業務・従事・ ・・・ ・ 、 ・能力・意欲・最大限発揮

・ ・・ ・ 。

①対象業務

a. 平成20年4月期人事異動

７業務（地域経済活性化、国体、全国障害者ス・ーツ大会、情報

システム開発・運用及・Ｉ Ｔ推進、語学活用、新潟駅周辺整備業務、

国等・・派遣）

b. 平成21年4月期人事異動

７業務（地域経済活性化、情報システム開発・運用及・Ｉ Ｔ推進、

語学活用、新潟駅周辺整備業務、歴史学・考古学・民俗学知識活用、

福祉、国・県等・・派遣）

② 対象職員

a. 職員

主査、副主査及・一般職員

b. 在職年数

募集翌年度4月1日時点・在職3年以上。、国等・・派遣

・募集翌年度4月1日時点・在職7年以上。

c. 在課年数

募集翌年度4月1日時点・在課2年以上。、国等・・派遣

・募集翌年度4月1日時点・在課2年以上。

③実施方法

希望者・所属長・応募用紙・提出後、必要・応じ・応募者・面接

等・実施・。、平成20年4月期・応募・ ・・ 対象者・

人事課・・提出・可能。

④実施状況

平成20年4月期分 応募者22人 8人意向反映

平成21年4月期分 応募者14人 6人意向反映

(3) 考察

公募制人事制度・ ・・ 、自己申告制度・同様、従来・受身・・

・ ・・ 職員・意欲・能力・高・・・メリット ・、職員
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自発的・キャリア形成・行 ・・ 、今後・維持・発展 ・

・望・ ・考・。組織・側・ ・・ 、人材・流動化・・・組

織活性化 ・、通常・ルート・・判明・特殊・テーマ・関心・

持人材・発掘出来・等・メリット・大 ・ ・。

・ ・公募・対象・・・業務・・・増加 ・ ・・ 、職員上司

・気兼・・応募・ ・・ ・ 、人事課・・直接応募・原則・ ・ ・

・・検討・値・・ 考・。
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Ⅳ 研修

１研修関連費用・推移・内訳

（単位：円）

区分/年度 18 19 20 備考欄 

研修所研修 15，561，839 19，314，429 17，200，445階層別研修、専門（実務）研修等

報償費 182，300 224，400 512，000講師謝礼 

旅費 609，2901，009，440 366，990

需用費 226，136 921，430 763，758研修テキスト印刷等 

役務費     8，960

委託料 14，517，113 17，113，869 15，548，737研修委託 

使用料、賃借料 27，000 45，290

派遣研修 24，660，005 25，061，065 20，754，608特別派遣研修、業務派遣研修等

報償費 70，000 70，000

旅費 11，166，400 13，382，906 8，879，767

需用費 4，295，865 4，556，379 3，005，691研修参加費等 

役務費 270，275 100，000 254，550

委託料 4，373，465 4，249，600 4，249，600大学院等授業料 

使用料、賃借料 4，484，000 2，420，180 3，905，000派遣研修生の宿舎代 

負担金   282，000 460，000大学院入学金 

職場研修／自己開発 848，139 806，035 736，665

報償費 361，594 293，440 327，275自主研究グループ支援 

旅費 150，720 22，220 21，440

需用費 335，825 490，375 387，950通信教育受講支援 

研修企画  592，478 450，304 279，286研修企画、庁内講師養成等 

旅費 277，460 225，560 165，980

需用費 150，168 224，744 113，306

備品購入費 164，850   

研修諸経費 596，540 120，370 92，900

需用費 5，460 6，048

役務費 29，108 20，982

委託費 152，250   研修所移転経費 

使用料、賃借料 322，722   

負担金 87，000 93，340 92，900加入団体負担金 

合 計 42，259，001 45，752，203 39，063，904
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２職員・能力開発・研修制度・取・組・

地方公務員法・、第39条1項・ ・「職員・・、 ・勤務能率・発揮

及・増進・ ・・ 、研修・受・機会与・・・ ・・・・・  。」、同

条3項・ ・「地方公共団体・、研修・目標、研修・関・計画・指針

・・・・事項・他研修・関・基本的・方針・定・・・・・ ・。」・

定・・・・ ・、 ・規定・基・、職員・教育訓練・行 ・・ 目的・

「新潟市職員研修規定」定・・・・ ・。 

新潟市・・、職員・定員適正化計画・・・職員数・減少・伴職員構成

変化・一方・、政令市移行・市民ニー・・多様化・・・・・本市

・今後・ ・複雑・高度・行政経営・行・ ・ ・・・・・ ・ 

・、職員一人・・・ ・・ 一層・資質・能力向上・努・・必要 ・。 

・、同市・・、「新潟市人材育成基本方針」（平成20年3月改訂）・

・、職員自己開発・環境・提供・ ・、職員・能力開発・行

・・ 表明、研修・ ・基本的方針内包・・ ・ （人材育成基本

方針第4章）。

＜参考：新潟市・・職員像（人材育成基本方針・・抜粋）＞

研修体系・考・・ 際・・ 、 ・人材育成基本方針・具体化 ・・

・ ・ ・重要・ ・。 ・新潟市・・、人材育成基本方針・具体的

人材の基本理念 

求められる人材像 

必要な能力 

市民と行政を結ぶ 市民から信頼される新潟市職員 

コンプライアンス 
～法令、倫理、社会

規範への適応性～ 

フロンティア精神 
～新しい時代を切り

拓く力～ 

パートナーシップ 
～市民と協働で新し

いまちを創る～ 

【仕事力】 
◇職務遂行能力 

◇情報活用能力 

◇論理的思考力 

         など 

【対話力】 
◇接遇力 

◇ｺﾐｭﾆｹーｼｮﾝ能力

◇交渉力―折衝力

         など 

【改革力】 
◇課題解決能力  

◇政策形成能力 

◇政策法務能力  

など 

【ﾏﾈｼ゙ﾒﾝﾄ能力】
       (管理

職) 

◇対外調整能力 

◇危機管理能力 

◇部課育成能力 
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手段・ ・、年度毎・「研修・イ・」新潟市職員研修所・・作成・、

・・ 基・具体的・実施・・ ・ 。・、実施・研修・内容等・

・・ 、同研修所・・「研修記録(年度別)」・ ・・・・・・・ ・ 。

能力開発・ ・・ 基本体系・ ・・ 、人材育成基本方針・・・「職場

研修（OJT）」「職場外研修（OFF-JT）」「自己開発」・３ ・分類・・ 

・。 ・ ・・ 取組・状況・下記・・ ・・ ・ 。

３ 職場研修（OJT：On the Job Training） 

（１） 職場・上司・指導・受・職務・必要・知識・技能・習得・過程

・。 

① 目標管理 

職員自主的・目標・設定・、 ・達成・向・自己統制・

・・、OJT・実効性高・・・言・・・ ・。 

② 人事異動 

地方公共団体・職員・、2年・3年・目安・定期的・人事異動

・・一般的・ ・。 ・・ 必 ・人材育成・目的・行・・・・・

・・・、人事異動・計画的・行 ・・・ ・ 職員・経験値・計

画的・高・・ ・ ・ ・。 ・・ ・ 、 ・じ・定・・・計画

・従・、職員・異動・行 ・・ 「・ョ・・ローテーション」・呼

・、 ・・ OJT・一環・位置・ ・見解・ ・。 

（２） 実態 

新潟市・・、職場研修・効率・高・・ ・・ 、「職場研修マニュアル」

（平成20年6月改訂）・作成、28種類・・ース・ ・上司・指

導方法・検討・ ・。 ・ ・、職員・検討済・・・ース・ ・

・統一的・指導・受・ ・ ・ ・点・、職員・能力開発・効率・

高・・ ・・ ・ 。 

・平成20年度・・OJT・効率・高・・ ・・ 、区役所・係長級

・課長補佐級職員（主査・係長・副主幹・主幹・課長補佐）・対象

・、希望・募・OJT実践研修・行・ ・。 ・・ 一日 ・・ 研

修・ ・、コーチン・スキル・・・ ・・ 個人演習・時間・確保

・・（平成20年度研修記録／新潟市職員研修所）。 

① 職場研修（OJT ・目標管理・ ・

ア 職員自主的・目標・設定・、OJT ・積極的・ ・否・部

署・・ 方針・・ ・異・・・ ・ ・、少・ ・・ 同市・同マ

ニュアル・ ・新入職員・研修・ ・、チェック項目・設・

基本的・指導・統一・図・ ・。 
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イ アン・ート調査 

（ア） ・ ・職場・ ・職場研修（OJT）・取・組・・ ・

・思・？資料編20頁～22頁「問21」参照・ ・、

59％・職員「活発・行・・・ ・」又・「 ・程度行・・・

・」・回答。 

（イ） 係長職以上・方・質問職場研修マニュアル・活用状況・

教・資料編21頁「問22」参照・ ・、過半数

以上・方・「活用・ ・」・回答。 

（ウ） 職場・・、仕事上・課題等・ ・自由・発言 ・討論

・・ ・ 雰囲気 ・・ ？資料編26頁「問27」参照

・ ・、45％「 ・」・回答・ ・。 

（エ） 職場・・、仕事上・課題・ ・上司・相談・環境・

・・ ？資料編26頁「問28」参照・ ・、49％「

・」・回答・ ・。 

（オ） 職場・・、事務事業・改善・効率化・積極的・取組行・・

・ ・・ 思・？資料編26頁「問29」参照・ ・、「積

極的・取・組・・ ・」又・「 ・程度取・組・・ ・」・回

答職員・68％・ ・。 

他方・、取組不十分・ ・旨回答者・59％・、取組

行・・・ ・理由資料編27頁「問29-2」参照・ ・「業務

・ ・ ・・ 精一杯・状態・ ・」・回答・ ・。 

② 人事異動・ ・

ア 新潟市・場合、新入職員・10年間・3箇所・部署・配転・ ・

・計画・ ・、・・・ ・部署・配転・ ・ ・・ 計画・

・偶然左右・ ・・・・ 。・職務経験10年・超職員

・異動・ ・・ 長期計画・存在、職員・意向調査・行、

・結果・参考・ ・・・ 止・・。 ・・ 、職員自身・、自己

・・・ ・部署・配転・・ ・ ・ 事前・予測・ ・・ 不可

能・状況・ ・、職員自身市・・・・ ・ 能力・求・・・・

・・分・・ 状態延々・継続・ ・。 

イ アン・ート調査 

（ア） 現在・人事異動・・・配置管理・適正・行・・・ ・・ 思

・？資料編27頁「問30」参照・ ・、「適切」・回答

職員・・「適切・・」・回答職員多、28％・・

・・。 

（イ） 配置管理・・ ・・ ・ 思・？資料編28頁「問31」
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参照・ ・、「職員・適性・考慮・配置・」54％、「職

員・・ 自己申告・最大限・尊重・」24％・回答

多。 ・・ 現行・人事配置・方法・不満 ・ ・・ 現

・・ ・。 

・他意見・中・・「専門的・業務、人数・少・業種・担

当代表等・意見・参考・ ・」「年齢層・・・配置管理・考

・必要 ・」「新採用時・・納税課・配属・」・・具体

的・・・・。 

（３） 考察 

① 職場研修OJT ・関・アン・ート調査（ア）（ウ）（エ）（オ） ・、

新潟市・・職場研修OJT ・十分・行 ・ ・ ・環境・ ・・ 思

・・・。 

、職場研修OJT活発・行・・・理由・何・？（資料

編21頁「問21-2」参照）・・アン・ート調査・ ・、「仕事忙

・時間・・・ 」41％最・多 ・ ・、職場研修OJT

・意味内容十分・理解・・ ・ 職員相当数存在・・ ・ 。 

② 職員・能力開発奏功・・・ 、職員自身・意識・向上不可欠・

・・ ・ 、職員自身・将来的目標・立・ ・ ・重要・ ・。 

・点、同市・・職員・人事異動・対・将来的計画不十分・

・、偶然左右・ ・、職員自身自己・能力開発・長期・亘・

計画的・行意欲・持続・ ・・ 困難・ ・ ・・ 評価・ ・。 

・、職員・人事・関・将来的意向・定期的（少・ ・・ 年1

回以上）・調査、職員自身行通信教育・受講・資格取得・・

・自己開発・事情・把握 ・、一定・成果・上職員・対

・・希望部署・・異動・実現 ・ ・ ・ ・体制・確立・ ・

望・。 ・・ ・ 体制 ・ ・・・ ・ 、職員・自己・能力

開発将来的・人事・反映・・ ・・  実感、能力開発・対・意

識向上期待・ ・ ・予想・・ 。 

4 職場外研修（OFF-JT：Off the Job Training） 

職場外研修・、職員・日常・仕事・離・、職務・一環・ ・行・・

・研修・ ・、大、(1)研修所研修、(2)派遣研修、(3)職場研修支援・3

・分類・・ 。

(1) 研修所研修

① 一般論

研修所研修・、基本的・資質・能力・向上・目的・集合研修・、
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時代・変化・対応・ ・知識・能力・習得・図・・・・ ・。

自治省作成「地方自治・新時代・ ・人材育成基本方針策定

指針」（平成9年11月28日付自治能第78号、以下「・イ・ライン」・

。）・・・・、「職場外研修」・、本来・職務・離・・行・・・研

修・ ・ ・ ・、一定期間集中的・行 ・可能・ ・、職務・遂

行・上・必要・知識・技術・体系的・学習 ・、高度・専門的・知

識・技術・学習・際・・効果的・手法・ ・、・一方・・、他・職

場・他・地方公共団体、 ・・・ 一般・地域住民等、様々・人々・交流

、相互・啓発機会・ ・・ 重要・ ・・ ・ ・ 、職務遂行・

必要・専門的知識・体系的・、一定期間集中的・習得・・・利

点 ・・ 考・・・ 。

研修所・施設・複数・職員・集・・行・・・研修・、階層別研修

・向・ ・。 ・階層・・職層・ ・・ ・ 、通常、新入職員

研修、中堅職員研修、監督者研修、管理職研修、部局長級研修・・・習

得 ・ ・・ 目的・実施・・ 。

② 新潟市・現状

平成20年度・ ・実施・研修所研修・概要・下記・・ ・・

・。

ア 階層別研修 

階層別研修・・、一般研修・基礎研修・・呼・・、 ・年次・

階層・達職員・全員受講・・ 義務付・・・ ・ 。 ・

・、昇任・当 ・期待・・ 役割・確認、心構・習得目的・・

・ ・。・、制度・事情・決・・ ・・・ 最低限知・ ・ ・

伝授・・ 。管理職層向・研修・・、政策形成・マネ・メント・・、

リー・ー・役割・担者身・ ・ ・スキル・習得目的・・

・ ・多。
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    研修名 対象・受講者数

新任職員第1部・2部・3部研修 新規採用職員（事務・技術職）
延・165名

採用2年目研修（仕事力強化研修・法学入門基
礎講座）

採用2年目職員(事務・技術職)
延・141名

採用3年目研修（クレーム対応研修） 採用3 年目職員（事務・技術職）
56名

採用5年目研修（政策形成基礎研修） 採用5～7年目職員（事務・技術職）
78名

採用8年目研修（政策形成実践研修） 採用8年目職員（事務・技術職）
81名

採用10年目研修（キャリア開発研修） 採用11年目以上38歳以下・職員（事務・
技術職）            173名

主査研修 概・44歳～45歳・主査職員   37名

新任係長研修（マネ・メント入門講座／人権・
コン・ライアンス研修）

平成19年10月以降・係長職・昇任
職員              86名

係長2年目研修（気・塾） 係長職2年目・職員       161名

新任課長補佐研修（変革型マネ・メント講座） 平成19年4月以降・課長補佐職・昇任
職員             47名

新任課長研修（人材育成型マネ・メント研修／
メンタルヘルスセミナー）

平成19年4月以降・課長職・昇任職
員               40名

課長2年目研修（経営戦略的発想・・・政策形
成講座）

課長2年目以上         89名

部長研修Ⅰ・Ⅱ 部長職員          延・85名

イ専門（実務）研修 

専門（実務）研修・、専門的スキル習得・図・ ・、希望者・ ・

指名制・行・・・ ・。専門スキル・・、業務遂行能力・高・、業務上

・課題・対応・ ・・ 職務横断的・スキル・。
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  研修名 対象者

ＣＳマイン・ ・・ 接遇研修 希望職員            106名
クレーム対応研修 希望職員            34名

折衝・交渉力向上研修 希望職員            32名
ＯＪＴ実践研修 課長補佐級職員・中・希望者  25名
・レ・ンテーション研修 希望職員            13名
政策法務基礎研修 平成20年度就任・例規審査会委員及・受

講希望職員           13名
政策法務研究会 指名職員             5名
条例・規則・作・方講座 希望職員            47名

実務研修（庶務） 希望職員         延・559名
実務研修（文書） 希望職員            140名

人事評価者研修 平成19年10月以降・係長職・昇任
職員              85名

人事評価研修会 課長職以上・役職者       246名
人事評価研修会（制度拡充対応） 主・ ・課長補佐、係長職・職員 641名

臨時的任用職員研修 臨時的任用職員・未受講者  40名

ウ Ｉ Ｔ研修
    研修名 対象者

ワー・操作研修他8講座 希望職員     全講座合計1、687
名

エ 意識啓発講座 1コース
    研修名 対象者

月曜懇話会 部長級以上・管理職       132名
メ・トレン・セミナー 全職員（希望職員）       110名

オ 平成20年度研修所研修 研修別受講者数
研修所研修 受講者人数

階層別研修 1、239名
専門研修 1、997名

政策形成研修 18名
Ｉ Ｔ研修 1、687名

意識啓発講座 242名
合計 5、183名

③アン・ート調査・結果

ア 人事課公募・研修・・参加（資料編22頁「問23」参照）

    「人事課公募・研修・積極的・参加・ ・？」・・問

・対・、「積極的・参加・ ・」「 ・・ 参加・ ・」・肯定的

・回答・26％・・・ ・、「・・・・参加・ ・」「全参加・

・」・否定的・回答70％・達・ ・、公募型研修・対・参
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加姿勢極・・消極的・ ・、職場・ ・研修・指導・育成・ ・、

職員全体・意識・低表・・結果・・。

「研修・参加・理由・教・。」・問・対・、「仕

事忙」最・多、続・「受講研修・」「研修・必要

性・感じ・」・・ ・ ・。 ・・ 、研修・対・優先度合・低

、意欲・関心・低目立結果・・。

、クロス集計・結果・、「・ ・限・昇進」・昇進

意欲・高職員・ ・・ 、59％研修参加・肯定的・回答・ ・ ・

・ ・、研修参加意欲・昇進意欲密接・関連・ ・ ・ ・ ・。

同様・、自己開発・将来・キャリア・ラン・ ・・ 意欲・高・研修

参加意欲連動・ ・結果・・ ・ ・。

 イ 研修・受講スタイル・希望（資料編25頁「問24」参照）

「公募研修・望・受講スタイル・・・・？」・問・対

・、「公募」・回答59％・最・多、以下、「上司・・ 推薦」

23％、「人事課・・ 指名」13％・・ ・ ・。

  ウ 研修・期待・・・ （資料編25頁「問25」参照）

    「研修・対・・・・ ・ ・・  期待・ ・？」・問・

対・、「業務・即知識・習得」「専門的知識・習得」「階層・・ 基

本的知識・習得」・・・実践的・知識・習得・期待・回答多。

  エ 研修所研修・効果（資料編25頁「問26」参照）

「研修所研修自己開発・・役立・ ・・ 感じ・？」・問・

対・、「役・立・ ・」・回答16％、「・ ・ ・ ・役・

立・ ・」・回答47％・ ・、全体・約3分・2概・自己開

発・役立・ ・回答結果・・ ・ ・。

④考察

   職員総数・対・・ 研修参加者人数・割合・アン・ート調査結果、個

別意見・・ ・、総じ・研修・対・積極性（能力開発・対・意欲）

民間企業・比較・不足・ ・・ 感じ・・・。

、一方・意欲・高職員・・積極的・研修・参加、能力開発

・ ・ ・・ ・ 情報・得・ ・ ・傾向・見受・・・ 。アン・ート

・個別意見・中・・、「意欲・持・職員・・・・ ・働 ・、

研修・・参加、自己開発・ ・・ 作・大・課題・思。」

「現状・人事制度・・キャリア形成・意欲・感じ・ ・・・・ 

（特・若年層）」・・・意見 ・、研修・・積極参加・促 ・・

・、研修・場・提供・研修メニュー・工夫・ ・ ・・ ・ 、職員・意

欲・モチ・ーション・・高・・ ・問題最・重要・課題・
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考・。 ・ ・・・ 、職員・能力開発・対・目標意識・高・・取組

・必要・ ・、人事評価、目標管理制度・・連動・当然・ ・必要・

考・。処遇・差・結果平等主義・・自発的・モチ・ーション・高

・・・。努力 ・・ 報・・、 ・・・ ・ 処遇・受・仕組

・ ・自己開発・インセンティ・＝研修・・参加意欲生じ・

・考・。

・、「専門性・ ・職員・育成必要」「専門性・高分野・研修・

望・」・・・意見 ・ ・ ・、専門性・対・意欲高

・・感じ・・、 ・専門性・対・職員・意欲・ニー・・・ ・・ 汲・

取・ ・職員・学習意欲、自己実現意欲・大関係・ ・・ 考・

・・。

以上・ ・ ・、能力開発・ ・本質的・重要・ ・・ 、「職員各自

・能力向上・・動機付・・ 行」・ ・、 ・ ・・ 手段・ ・

研修参加・・意欲・高・・ ・・ 、研修内容・充実以上・、キャリア

形成意欲高・・・ ・人事評価制度・専門性・考慮人事配置・・

・取組・・配慮必要・考・。

・ ・・ ・・  、新潟市行政改革・ラン2005（重点改革項目１－

(2)人材・育成・活用）・ ・・ 、「・・・職員一人・・・能力・最

大限・発揮・ ・・ 、目標管理・活用人事評価制度・導入・図・、

意欲・人材・育成、業績・応じ適切・処遇・・・、「評価」「能力

開発」「処遇」・連動 ・人事管理システム・構築・。」・謳・・

・ ・、・・実行性・取組・推進・期待。

(2) 派遣研修

① 一般論

派遣研修・、民間企業・他・行政機関・・出向、 ・ ・大学院通学、

海外視察・・・ ・・ ・ 、視野拡大・人脈形成、資質向上・・目的・

・。

派遣研修・ ・・ 、・イ・ライン・・・・、先進的・行政手法・実地

・・習得、幅広視野・涵養等・利点 ・・ 、専門職員・含・幅広

分野・・派遣研修、行政需要・複雑高度化・対応・ ・・ 大学院等・・

派遣、経営感覚等・身・着・ ・・ 民間・・派遣・・・検討・・ 要

請・ ・。

②新潟市・現状

平成20年度・ ・実施・派遣研修・概要・次・・ ・・ ・ 。
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ア 特別派遣研修 
    研修名 対象者

全国市町村職員中央研修所(市長村ア・・ミ
ー) 

所属推薦職員        27名

国際文化ア・・ミー 所属推薦職員               3名
大学院等派遣 指名職員                      5名
自治大学校（特別過程） 指名職員       2名
民間団体派遣 公募性        5名

イ 民間短期派遣研修 １コース
    研修名 対象者

民間短期派遣研修 所属指名職員               5名

ウ 海外派遣研修 1コース
    研修名 対象者

海外派遣研修（自主企画コース） 公募性                  2名

エ 業務派遣研修 2コース
    研修名 対象者

短期業務派遣研修 所属指名職員              90名

長期業務派遣研修 所属指名職員              10名

オ 平成20年度派遣研修 研修別受講者数
研修所研修 受講者人数

特別派遣 42名
民間短期派遣 5名
海外派遣 2名
業務 100名

合計 149名

③考察

  派遣研修・ ・・ 、庁内・・習得・ ・高度・専門知識・習得・視

野・拡大・有効・ ・。・、研修修了者・配属・関連性・ ・部署・配

属・・ ・ 、習得知識組織・ ・・ 有効・活用・・ ・・  感

じ・。

、研修費・観点・・ 、研修費総額・半分以上派遣研修費・充

・・・・ ・ ・・ ・ 、一部・研修参加者習得知識・感覚・

・ ・組織・財産・ ・共有化・重要・考・。

(3) 職場研修支援

① 一般論

  職場研修・、職務特有・事務処理知識必要・仕事・ ・、OJT ・

補完・・・・ ・ 、集中的・学・・・・ ・。

職場研修・ ・・ 、前述(1)職場研修（OJT）・記載・・ ・、日常
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的職務・通じ・知識・技能・態度等・身・ ・人材育成・最・中心的・

手法・ ・。新潟市・・、 ・職場研修・推進・ ・、職場研修支援事

業・実施、研修講師等・情報提供・経費・助成・行・ ・。

② 実施状況

ア 平成20年度職場研修／自己開発 受講者数
研修名 受講者人数

職場研修 12、691名
自己開発 151名

合計 12、842名

③考察

職場研修・ ・・ 、各職場・テーマ・選定・行・ ・、平成

20年度・ ・・ 延・113ヶ所・職場・実施・、受講者・12,842名

・上。内容・、各職場・実務・直結内容・・ ・ ・、職員

講師・務・・・ース多。OJT ・補完・目的・ ・有効・研修機

会・考・・・ ・ ・ 、今後・・積極的・開催・期待・。

５ 自己開発（SD：Self Development） 

（１） 職員・必要・知識・能力・ ・認識 ・、自分・理解度レ

・ル・応じ・自・・ ・能力・開発・ ・・ 。 

新潟市・・、「新潟市人材育成基本方針」（平成20年3月改訂）・

・、単・研修・・・職員・教育・ ・・ 、職員自己開発

・環境・提供・ ・・ 定・・ ・。 

① 通信教育・実施 

新潟市・・、数多・通信教育・機会・準備・、職員・自分希

望・専門分野・教育・受・機会設・・・ ・ 、修了場合

・・費用・一部・助成・。 

具体的・準備・・ ・ 通信教育講座・、マネ・メント、・・ネス

スキル、公務（税務、法律等）、IT（ワー・・エクセル講座等）、国際

化対応（外国語学）、健康・心理等・多岐・亘・分野・網羅・ ・。 

② 自主研究・ルー・

自己開発意欲・高揚及・職員資質・向上・図・ ・、自主的学習・

調査・研究・行職員・・ルー・・対・援助・行。１・ルー・3

万円・限度・研究活動等・ ・経費・半分・助成・。 

③ 環日本海語学研修 

新潟国際情報大学オー・ン・レッ・・指定語学講座。修了

者・・費用・一部・助成・。 
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④ e-ラーニン・

e-ラーニン・・特質・、インターネット技術・利用・、 ・・

・ ・・ 学習・ ・ ・ ・ ・ ・、時間的、空間的制約・除去・

・・、学習環境飛躍的・向上・ ・期待・・・ ・・・  。・

教育コンテンツ・開発・・多額・費用 ・、一度開発・

・ ・、講師・研修生・旅費・教室代・・不要・・・、安価・教育

サー・ス・提供・ ・・・ ・・・ ・  。 

（２） 実態 

① 通信教育・実施 

平成20年度・・、一般職員7789人中44人・受講 ・、内37

人修了。 

実際・受講・職員・、管理職以外・職員多・ ・ ・、当

該講座・受講結果、何・ ・資格・取得・ ・否・調査・

行・・・ ・、・職場・ ・・・・ ・ 役立・ ・等・通

信教育・効果・ ・・ 実態不明・ ・。 

② 自主研究・ルー・

7 ・ルー・（明・保育園・ ・ ・？会、新潟所、

inde-nai会、糖尿病療養指導・ ・考・会、子・・・幸・考

・会、PHN マイン・・会、児童・家庭支援研究会、新潟市役所・ラ

ンティア研究会） 

③ 環日本海語学研修 

前期2名、後期5名修了。 

④ e-ラーニン・

教育コンテンツ・開発・ ・・・ 多額・費用 ・・ ・ 、需

要・ ・教育内容及・ ・効果・期待値・・・調査不可欠・ ・。

、新潟市・・、通信教育・受講生・対・アン・ート・・・情

報収集・不十分・ ・状況・考慮・・ 、e-ラーニン・・教育コンテ

ンツ・開発・踏・切・決断・ ・・・ 情報不足・ ・・ 言・ ・・

得・。 

（３） アン・ート調査 

① 自己開発・取・組・・ ・？（資料編15頁「問18」参照）・

質問・対・、「積極的・取・組・・ ・」・回答 ・・ 22人7％

・ ・。職種別・見・・事務職最・多15人・ ・、子・

・・ ・属性・占・・割合・32％・。以上・・、「積極的・取

・組・・ ・」職員・、子・・・ ・事務職員・多・分析

・ ・。 
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次・「 ・程度取・組・・ ・」・回答 ・・ 155人36％・

・・、最・多。・将来・昇進・関・問17（資料編14～15頁参

照）・ ・、「・ ・限・昇進」・回答職員・中・・「

・程度取・組・・ ・」・回答者最・多、昇進意欲・高職

員必 ・自己開発・積極的・取・組・・ ・・ ・・・  。 ・

・、50歳代以上・属性以外・・「・ ・取組・留・ ・ ・」

・選択職員・方多、20歳代・ 40歳代・ ・・ 、自己開

発・・取組十分・・・。 

② 現在、自己開発・ ・行・ ・ ・・ 何・？（資料編18頁「問

19」参照）・質問・対・、「新聞・テレ・・報道番組・・ 情報

収集」（52％）、「業務・関・書籍・購入・・」36％、「個人・・講

演会、各種セミナー・・参加」24％・順・回答多。「庁内公

募研修・・積極的・参加」・回答職員・9％・ ・。 

・「 ・他」・中・・「大学院」「専門職・・研修会」「ス・ーツ」

・・・回答。 

③ ・ソコン・利用状況・ ・答（資料編19頁「問20」

参照）・質問・ ・、「業務上不便・感じ・ ・ ・」・回答

職員・136人・ ・、 ・47％・事務職員・。 

（４） 考察 

通信教育・・、多岐・亘・分野・講座準備・・ ・・・ ・・  

、 ・・ 利用職員・ 0.5％・ ・。・前記アン・ート調査

・・ 、自己開発・十分・行・・・ ・ ・ ・。 

・原因・関・アン・ート調査・・、①「地域活動・趣味等・優先

」36％、②「家事・育児・時間・取・・・」35％、③「仕事

多忙・残業時間多時間取・・」33％・順・回答多。 

回答①③・、新潟市人材育成基本方針・考方職員・浸透・

・、・ ・方針・実践十分・・ ・窺・・・。 

・他・一因・ ・、職員・将来計画十分・・ ・ ・ ・・ 

・・思・・・。 ・・ 、職員・人事異動・ ・、職員・個性・応じ

・将来予測・ ・方法・・・行・・・ ・・・・ 、職員・長期的・自己

開発意欲・増幅・・・・・ 思料・。
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第4部 監査・結果及・意見

Ⅰ 監査・結果 

   以下、第1部・掲監査・視点（着眼点）・ ・、監査・結果（問

題点）・整理・指摘・。

１ 人件費・関・事務・執行・ ・

(1) 新潟市・人件費・関・指標・ ・、他・政令市等・比較・問

題・・・点・・。

① 新潟市・経常収支比率・、政令市平均・中核市平均・比・・低

数値・・ ・ ・、財政・弾力性・比較的・・ ・ 。・

・・、一般・都市・ ・適正・経常収支比率・ ・・・ 70～

80％・・・新潟市・経常収支比率・高数値・ ・ ・ ・、

・・経常経費・抑制・留意・ ・ ・ ・。

② 新潟市・賃金（物件費）・職員給・合計額・占・・賃金（物件

費）・割合（賃金／職員給＋賃金）・、政令市平均・・高平成

20年度・ ・、政令市中3番目・高数値・・ ・ ・。 ・

・、集中改革・ラン・基・常勤職員・数年々減少・中、

非常勤・臨時職員等・採用数他・政令市・比・・多 ・要

因・・ ・ ・。従来常勤職員担・職務・常勤職員以外

・職員・・ ・充・・ ・・・・ 、職員・関・・コスト・削減

・必要・ ・ ・ ・、適材適所・非常勤及・臨時職員・配置、

市民・対・サー・ス低下・伴・・ ・・ 十分・配慮上・

必要・限度・非常勤及・臨時職員・採用・ ・ ・望・・

・。

(2) 定員管理・適正化・取・組・・ ・、新潟市・・予定・ ・実施

・ ・・ ・ 。

① 集中改革・ラン・掲・ ・定員適正化計画・ ・・ 、目標

・ ・・・ 開 ・ ・実施・ ・・ ・ 。

② 新潟市・区役所・出張所及・施設（市立図書館・市立美術館等）

・職員数同規模・政令市・比較・相対的・多 ・分

。今後、新潟市・ ・区役所・出張所・施設・適正・職員数

・十分・検証上・、 ・・ 適職員・配置・行・

・望・・・。

(3) 俸給及・諸手当・支給・条例・規則等・準拠・適正・・ ・・ 
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・。

① 俸給及・諸手当・ ・・ 、新潟市給与条例・他・条例等・

・ ・条例主義実現・・ ・ 。

(4) 俸給・ ・、職務給・原則、均衡・原則、情勢適応・原則・適

・支給・ ・・ ・ 。

① 新潟市・職員・俸給・、国及・他・政令市・・比較・ ・、過

大・・ ・ ・認・・・。

② 民間賃金・・比較・・・・、新潟市職員・給料・高水準・示

・ ・。平成21年11月・全体・ ・俸給・平均0．185％引下

・改正案可決・等、民間賃金・・均衡・図・取・組・ ・

・・ ・、今後・ ・・・ 取・組・ ・ ・・ ・ 望・・

・。・、住民・納得・得・・均衡・原則・趣旨・全 ・観

点・、民間給与・調査方法・人事委員会勧告・基礎・・資料

・住民・公表・等・・・、給与決定方法・対・住民・評価・積

極的・受・・ ・ ・ 。

③ 従来・年功的・給与上昇・許容・構造・改・、職務給・原則・

従給与構造・実現・ ・・ 、給与・ー・・フラット化、枠外

昇給・廃止、55歳昇給抑制・・・措置講じ・・。、新

潟市・昇給査定・・約90％・職員Ａ～Ｅ・5段階評価・Ｃ

・査定区分・属・ ・ ・認・・・、運用面・給与構造改革・

趣旨・適合・状況・・ ・ ・。・・ ・ 運用・早期・改善

・ ・ ・。具体的・方策・ ・・ 、中立的・専門的・第三者機

関・ ・・ 人事委員会・機能強化（級別定数・ ・人事委員会・

管理機能・明確化・ ・等）・公正・人事評価システム・給与・

積極的・反映・ ・・・ 考・・ 、早期・実現・検討・

・ ・。

(5) 手当・算定基準・支給運用・適切・ ・・ ・ 。

① 過去5年間・新潟市・期末・勤勉手当・年間平均支給月数・見

・・、4．40月・4．45月・推移・ ・、概・民間給与実態

及・人事院勧告・水準・近・・・・ ・ ・ 。

② 勤勉手当・、職員・勤務成績・応じ・支給・・・ （特別給・

成績査定分・相当）・ ・・ ・ 、実際・欠勤等・勤務状況・

・出勤日数・一律・評価・ ・・ 過、・・・・差異・・

運用・・ ・ ・。職員・勤務成績・応じ・支給・・ 勤

勉手当本来・趣旨・ ・・ 、人事評価等・・評価結果・考慮

総合的・評価・基・ ・勤勉手当・支給金額・算出・ ・
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・。 

③ 時間外手当・支給手続・ ・・ 適正・処理・・ ・ 。超

過勤務時間・ ・・ 、全庁的・縮減・向取組・ ・・ 

・、各課・格差著個人間・・ラ ・目立・ ・ ・

・、課内・応援体制・充実・・、業務・平準化・効率化・向

取組・行・ ・ ・ ・。・、夜勤勤務手当・夜間特殊

業務手当併給・・ 場合 ・。併給許・・ 対象・ ・

・実質的要件・厳密・検討・必要 ・。 

④ 特殊勤務手当・・、不必要・手当・廃止・整理・関・改正

進・・ ・、一定・効果認・・・・。、療育指導等業務

手当・ ・・ 、特殊勤務手当・ ・支給・ ・・ 是非・

・再検討・要・。

⑤ 退職手当・ ・、新潟市職員・退職手当・受給資格・、事実

上採用後6・月・発生・ ・・・ ・ ・ 、資本金5億円以

上・ ・従業員数1000人以上・民間企業・半数勤続年数3年

以上・・ ・退職一時金受給資格・得・・ ・ ・ ・・ 比較

・・ ランス・欠・ ・、改善・ ・ ・ ・。

⑥ 退職手当・ ・、サン・リン・調査・結果、平成18年度・条

例改正・・・、定年退職者・中心・長期間勤続者・

・・改正前・基準・・・計算・・・、改正後・基準・・・計算

・退職手当・額増加・結果・・ ・ ・。退職手当・

基本額・計算基礎・・・支給率・改正幅・・・減額等・・・、在

職中・貢献度・退職手当支給額・反映 ・ ・・ 導入・

「調整額」部分、俸給表・級数・対応・総じ・大 ・・ 傾

向・ ・ ・・ 原因 ・・ ・ 。「調整額」・制度、在職中

・貢献度・退職金・支給額・反映 ・民間企業・ ・・ イン

ト制・モ・ル・ ・ ・・・ ・・  、「調整額」・算出・ ・・

公正・人事評価制度・連動 ・ ・再構築・ ・ ・

・。

⑦ ・他・手当・ ・・ 、算定基準、支給運用・・・特・問題

・、適切・ ・・ ・ 。

２ 人事管理・関・事務・執行・ ・

(1) 新潟市必要・ ・ ・人材・獲得・ ・・ ・ 採用制度・・ ・

・。

① 受験予定者及・新入職員・対・アン・ート・結果、新潟市・新
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入職員・「新・ ・・ チャレン・ ・」 ・・ ・ 消極的・・

印象・受・。・・ 人材育成基本方針・掲・「フロンティア精

神」「改革力」・通じ・・・・ ・、 ・・・ 資質・採用・際、・

・・ ・基準・・・評価・ ・・ ・ ・・ ・・   検証

・要・・・・・ 新入職員・フロンティア精神・醸成・組織風

土・ ・・・ 、全庁・ ・配慮・ ・ ・。・、採用説明会

・・・募集機会・拡大、選抜方法・複線化・・・・ 工夫・ ・、

多様・人材・獲得・努力・ ・ ・ ・。

(2) 新潟市・人事評価制度・適正・内容・ ・・ ・ 。

① 人材育成基本方針・人事評価マニュアル・他・地方公共団体・・

・・参考・作・・・ ・ ・、新潟市・独自性・・・・・出・ ・

（真・新潟市・状況・合致・ ・・・ 言難）状況・ ・・

・ ・・ 得・。今後・、PDCAサイクル・基・不断・見直

・上・、真・新潟市作・上人事評価制度・ ・ ・

・ ・。

(3) 新潟市・人事評価制度・職員・十分浸透・ ・。

① 職員・人事評価制度・内容十分・浸透・ ・状況・ ・。 

・、現状・ ・・ 、職員・対人事評価制度・内容・重要性・

浸透 ・ ・・ 新潟市・ ・積極的・活動・、認・・ ・ ・

・。今後・、公正・人事評価制度・存在・重要性・全職員

・十分・理解・・・ 、関心・持・・・ ・・  活動・新潟市

・積極的・行・ ・ ・ ・。

(4) 任用管理（・・・昇任管理）・成績主義・原則・適・ ・。

① 現状、昇任・主・選考・・・方法・・・行・・・ ・。基本的・

・所属長・内申等・基・総合評価・基・ ・ ・・ ・ 、評価

基準明確・・・・・言難。成績主義・理念・立返・、競

争試験・拡充・人事評価制度・昇任・反映 ・ ・ ・ ・。

(5) 人事異動・配置・ ・、職員・意思・反映 ・制度・作・・・

・。

① 適正・人事管理・基礎資料・ ・ ・・ 目的・ ・、対象職員

・「自己申告書」・提出・受・制度実施・・ ・ 。現状・・、

自己申告・結果実際・人事異動・・・程度反映・・ ・ ・ 

・・ 情報全開示・・ ・ 、実績・確認・ ・状況・

・。今後・、自己申告制度・結果・集計・管理体制・整、可能・

範囲・職員・開示・ ・・ 検討・ ・ ・ ・。

②庁内公募制度一部・業務・ ・実施・・ ・ 、 ・実
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績・未限定的・ ・、一層・拡充及・ ・ ・・ 運用・工夫・行

・ ・ ・ ・。

(6) 職場研修、研修所研修・適切十分・実施・ ・・ ・ 。

① 職場研修・・、新入職員・対・研修・ ・・ 、目標・設定

・充実職場研修実践・・ ・ 。 ・他・職場研修・・、

職場研修・関・アン・ート調査・職場研修・十分・行 ・

・・ ・環境・ ・・ 思・・・、各部署・・ ・方針異・

・ ・、 ・実践度・測・ ・・・ ・ 。 

② 職場研修・一環・ ・位置・ ・・・ 「・ョ・・ローテーション」

・ ・・ 、新潟市・・職員・人事異動・対・将来的計画不十

分・ ・、偶然左右・ ・、職員自身自己・能力開発・長期

・亘・計画的・行意欲・持続・ ・・ 困難・ ・ ・・

評価・。 ・、今後・、職員・人事・関・将来的意向・定

期的・調査、職員自身行通信教育・受講・資格取得・・・

自己開発・事情・把握 ・、一定・成果・上職員・対

・・希望部署・・異動・実現 ・ ・ ・ ・体制・確立・

・望・・・。     

③ 職場外研修（研修所研修）・・、階層別研修、専門（実務）研修

・・、目的・応じ研修・場提供・・ ・ 。、総じ・職

員・研修参加意欲低調・ ・、能力向上・対・動機付不足

・ ・・ ・ 。能力開発・ ・本質的・重要・ ・・ 、「職

員各自・能力向上・・動機付・・ 行」・ ・、・ ・・

手段・ ・研修参加・・意欲・高・・ ・・ 、研修内容・充実以

上・、キャリア形成意欲高・・・ ・人事評価制度・専門性・考

慮人事配置・・・取組・・配慮必要・ ・。・・ 

・取組・・行・ ・ ・ ・。

(7) 職員・自己開発・励行・・ ・ 体制・作・・・ ・。

① 費用・一部助成制度存在・、励行・効果・認・・・・。 

・・ 、職員・能力向上・・動機付不足・ ・ ・・ 要因

・・ 思・・、 ・点・・ (6)・述・ ・ ・体制・確立・取

組必要・ ・。



149 

Ⅱ 包括的意見 

公正明確・人事評価制度・人事管理全般・活用・・体制・早急・整

・・・・。

１ 市民・納得・得・・・人件費・支出・視点

今回・監査・結果、人件費全般・支出・見・・、個々・俸給及・各手当

・支出・見・・、他・地方公共団体・比較・ ・・ 支出過度・多

・ ・・ 窺・。

・ ・・ 、地方公共団体・、 ・歳入・多・住民・税金・・・賄・

・、・、 ・重要・役割・住民・対行政サー・ス・提供・ ・・

・。一般・、サー・ス・対価・「高」・・・「安」・見・ ・、

・提供・・ サー・ス・「質」・基準・ ・消費者・・ ・評価・・ 。

・ ・・ 新潟市・ ・人件費・支出・置換・・ 、仮・新潟市・

人件費・支出他・地方公共団体・比較・多 ・ ・・ 、納税者・

・市民・納得・ ・ ・支出・ ・・ ・・  評価・・・ 、適正

・支出・ ・・ ・・ ・  、逆・、新潟市・人件費・支出、他・

地方公共団体・比較・少・ ・ ・・ 、市民・納得・ ・

・支出・ ・・ ・・  評価・・・ 、適正・支出・ ・・ ・ ・ 

・。

「市民納得・ ・」・ ・・ 一義的・定義・ ・・ 困難

・ ・、少・ ・・ 昨今・経済情勢・中、新潟市・職員・待遇・ ・、

勤務内容・勤務実績・関係・厚遇保障・・ ・・  印象・市民

感じ・・ ・状況・ ・・ 、市民納得・ ・ ・新潟市・人件費・

支出・ ・・ ・ （ ・・ 人件費・支出適正・・ ・・ ・ ）・・

言難・ ・・・・・ ・ 。

・点、新潟市・・、平成21年度・・・ ・・・ 職員・対象・人事

評価制度・導入・・ 至、 ・人事評価制度・任用・給与・活用

・体制・現時点・・整・・・ ・ 、現在・人件費全般・支給額・影

響・昇任・昇格・ ・基本的・・所属長・内申等・基・総合評価

・属人的・基準・・ ・・ ・・ ・ ・  、監査・結果認・・・

。

・、職員・勤務成績・応じ・支給・・・・ ・・ ・  勤勉手当・

・・ 、実際・・ ・・ 欠勤等・勤務状況・出勤日数・・・一律・評価

・ ・・ ・ 、勤勉手当・本来・趣旨・適 ・支給・ ・・ 
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・・・言難状況認・・・。

・・ ・ 、昇格・・属人的・基準・・・運用・、勤勉手当・・

一律・支給・・ ・ 新潟市・実態・ ・・ 、新潟市・職員・待遇・

・、勤務内容・勤務実績・関係・厚遇保障・・ ・・・  印象・市

民・抱・・・・・・ 得・状況・ ・・・・ 考・。

・・ ・ 印象・市民・受、市民納得・ ・ ・人件費・

支出・ ・・ ・・・  、公正明確・基準・・・構築・人事評価

制度・給与・任用等・活用、 ・ ・・ ・ 市民・理解・得・ ・

必要・ ・・ 考・。

以上・・ ・、公正明確・基準・・・構築・人事評価制度・給

与・任用等・活用・ ・・ 、納税者・ ・市民・人件費・支出適正

・・ ・・ ・・  評価・・ ・・  必要・ ・、早急・活用・体制・整

備・ ・ ・・ 考・。 ・・ ・ 体制・整・ ・・ 、地方公務員法

第24条第1項・ ・、地方公務員・給与・、「 ・職務・責任・応・

・・・・ ・・・・・ 」（職務給・原則）・規定・・ ・ 趣旨・・合致

・・・・ 考・。

２ 人件費・支出・効果・最大化・資・・ 視点

  地方自治法第2条第14項・、地方公共団体事務・処理・ ・・ ・ 、

「住民・福祉・増進・努・・・・・・、最少・経費・最大・効果・挙・」

・・ 要請・ ・。

・要請・人件費・支出・ ・ ・・・・・ 、住民・対最大限・行

政サー・ス・提供・ ・人材地方公共団体・ ・育成・確保・・

・ ・、人件費・支出・効果・最大化図・・・ ・・ ・ ・・ 

重要・要素・ ・・ 考・。

・、住民・対最大限・行政サー・ス・提供・ ・人材・育成確

保・ ・・・ 、公正明確・人事評価制度・人事管理全般・活用・

・必要・ ・・ 考・。

・・ 、曖昧・評価基準・基・職員・処遇決・・・・ ・ ・・ 、

・・・ ・行動・・・評価・、・ ・評価・・ ・ 職員・・分

・、行動・指針・・・・方向性明・ ・・・・ 、・、処遇・

対・不公平感・不満・度合・改善・・ ・ 考・。 ・・ ・ 状態

・・、何・・ ・住民・対・最大・行政サー・ス・一律・基準・・

・職員判断・ ・ ・、・処遇・対・不公平感・ ・・ 

・サー・ス・最大限提供・ ・気運醸成・・ ・・  、結

果・ ・、住民・対最大限・行政サー・ス・提供・ ・人材育成・確
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保・・ 環境・・ ・ ・ ・・・ 考・。

・意味・、公正明確・人事評価制度・、職員・処遇・活用 ・

必要性・高・ ・。

・、職員・対明確・ ・公正・人事評価制度・人事異動・庁内公

募制度等・人事配置・活用・・ 、職員・仕事・対・モチ・ーション・

・・・、自己開発・対・モチ・ーション・向上・・寄与・ ・期

待・ ・。 ・・ 、人事評価制度・評価基準・特定・仕事・ ・必

要・ ・・ スキル・行動指針明・ ・・・ 、 ・庁内公募制度・結・

・・・・ 、職員自・望・仕事・必要・スキル・自発的・開発・

・ ・契機・・・ ・。職員・ ・・ ・ 意識醸成・・ ・ 、住

民・対最大限・行政サー・ス・提供・ ・人材育成・確保・・ 

環境・・・・ ・。

以上・・ ・、住民・対最大限・行政サー・ス・提供・ ・人材・育

成確保・ ・、言換・・ 、人件費・支出・効果・最大化・

・・・ 、公正明確・人事評価制度・人事管理全般・活用・

・必要・ ・・ 考・。   

以上


